
教育委員会の権限に属する事務の管理

及び執行状況に係る点検及び評価に関する報告書

（平成２９年度版）

平成３０年８月

川崎市教育委員会



教育委員会では、平成１９年６月に改正（平成２０年４月施行）された「地方教育行政

の組織及び運営に関する法律」に基づき、平成２８年度における教育委員会の権限に属す

る事務の管理及び執行の状況について、「川崎市教育改革推進会議」を通じて、学識経験者、

市民代表、教職員代表から御意見をいただきながら点検・評価を行い、本報告書を作成い

たしました。 

 本市では、平成２７年度から平成３７年度までの概ね１０年間を対象とした「第２次川

崎市教育振興基本計画 かわさき教育プラン」（以下「かわさき教育プラン」といいます。）

を策定し、計画期間全体を通じて実現を目指すものを基本理念及び基本目標として掲げな

がら、具体的な取組内容を、基本政策、施策、事務事業の階層で体系的に整理しています。

また、基本政策、施策、事務事業については、概ね４年ごとに見直しを行う実施計画とし

て、状況の変化等に柔軟に対応していきます。 

また、「かわさき教育プラン」は、計画（PLAN）－実行（DO）－点検・評価（CHECK）－

改善（ACTION）のサイクルで推進し、市民の皆様と共にさまざまな課題を解決していくこ

とをめざしています。 

平成３０年８月 

川崎市教育委員会 

【参考】 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に委任

された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定により事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管

理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、こ

れを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有す 

る者の知見の活用を図るものとする。 

はじめに



第１章 

 教育委員会の活動状況                    ・・・・・ 2 

第２章 

 かわさき教育プランについて                 ・・・・・ 12 

第３章 

 かわさき教育プランの点検及び評価の項目 

  １ 点検及び評価の対象                  ・・・・・ 13 

  ２ 点検及び評価の実施体制                ・・・・・ 13 

第４章 

かわさき教育プラン 第１期実施計画の点検及び評価の内容 

 点検・評価シートの見方                  ・・・・・ 14 

基本政策Ⅰ  人間としての在り方生き方の軸をつくる    ・・・・・ 16 

基本政策Ⅱ  学ぶ意欲を育て、「生きる力」を伸ばす     ・・・・・ 19 

基本政策Ⅲ  一人ひとりの教育的ニーズに対応する     ・・・・・ 37 

基本政策Ⅳ  良好な教育環境を整備する          ・・・・・ 46 

基本政策Ⅴ  学校の教育力を強化する           ・・・・・ 52 

基本政策Ⅵ  家庭・地域の教育力を高める         ・・・・・ 60 

基本政策Ⅶ  いきいきと学び、活動するための環境づくり  ・・・・・ 64 

基本政策Ⅷ  文化財の保護活用と魅力ある博物館づくり   ・・・・・ 70 

参考資料 

スクールミーティングニュース                       巻末

目 次



第１章 教育委員会の活動状況

１ 教育委員会会議の活動状況

（１）教育委員会定例会  １２回（原則として毎月第４火曜日）

 （２）教育委員会臨時会  １０回（原則として毎月第２火曜日）

２ 教育委員会会議の審議状況

  「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」及び「川崎市教育委員会教

育長に対する事務委任等に関する規則」に基づき、審議等を行いました。

（１）審議案件    ・・・９２件

（２）請願・陳情   ・・・ ４件

（３）その他報告事項 ・・・７３件

（４）傍聴者数（延べ） ・・２０７人

なお、審議案件等の一覧は、４ページ以降に掲載しています。

３ 教育委員の活動状況（教育委員会会議以外）

 （１）指定都市教育委員・教育長協議会等への出席

 （２）総合教育会議への出席

平成２９年度は、２回の会議を開催し、市長と教育委員会（教育長及

び教育委員）との間で、川崎市教育大綱の今後の取扱い、支援教育の推

進等について意見交換を行いました。

 （３）スクールミーティングの実施

    平成１９年度から、学校を訪問し、児童生徒・教職員・保護者等との

交流や意見交換等を通じて、学校現場と教育委員会の相互理解を深める

ことを目的とした、スクールミーティングを２回実施しました。

なお、巻末に参考資料を添付しています。

 （４）周年行事等への出席

    平成２９年度は、３つの学校の周年行事等に出席し、学校との情報交

換を図りました。

 （５）市長との意見交換等

    教育の課題等について市長と意見交換を行いました。また、中学校完

全給食実施視察も行い、教育現場の共通認識を図りました。
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（６）学校視察

    研究推進校の公開授業・報告会や、道徳の授業視察等、学校現場の視

察を行いました。

（７）その他行事等

    成人の日を祝うつどいや各種行事に出席したほか、教員採用候補者選

考試験の面接官を務めました。

なお、活動状況の一覧は、９ページ以降に掲載しています。

４ 教育委員会の公開

市民に開かれた教育委員会を目指し、ホームページを中心に教育委員会に

ついて紹介をしています。なお、ホームページでは、教育委員の紹介をはじ

め、教育委員会の概要や教育委員会会議録等、広く情報を公開しています。

  また、教育委員会会議の開催日時及び議案等について、事前にホームペー

ジに掲載するとともに、告示を行っています。

教育委員会会議情報

http://www.city.kawasaki.jp/880/category/11-1-0-0-0-0-0-0-0-0.html

平成２９年度 教育委員

職 名 氏  名 任  期 職  業

教 育 長 渡邊 直美
平成 28年 4月 1日～

平成 31年 3月 31日

教 育 長

職務代理者
吉崎 静夫

平成 24年 10月 1日～
平成 28年 9月 30日

平成 28年 10月 1日～
平成 30年 9月 30日

大学教授

委 員 濱谷 由美子
平成 26年 4月 3日～

平成 30年 4月 2日 団体事務局長

委 員 前田 博明
平成 28年 4月 1日～

平成 31年 3月 31日
元市立中学校

校長

委 員 小原 良
平成 28年 4月 1日～

平成 32年 3月 31日 自営業

委 員 中村 香
平成 28年 10月 1日～

平成 32年 9月 30日 大学教授
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○審議案件

議案番号 件　　　　名 開催日

議案第１号
平成３０年度川崎市使用教科用図書採択方針について及び同教科用図書の選定に係
る諮問について

議案第２号
川崎市立さくら小学校重複障害指導グループの川崎市立田島支援学校小学部「分教
室化」について

議案第３号 平成３０年度川崎市立高等学校の入学者の募集及び選抜要綱（案）について

議案第４号
公文書開示請求に対する拒否処分に係る異議申立てについての決定について（諮問
第２７１号）

議案第５号 川崎市教科用図書選定審議会委員の委嘱等について

議案第６号 川崎市文化財審議会委員の委嘱及び解嘱について

議案第７号 川崎市橘樹官衙遺跡群調査整備委員会委員の委嘱及び解嘱について

議案第８号 川崎市社会教育委員の委嘱等について

議案第９号 川崎市社会教育委員会議専門部会委員の委嘱等について 5月9日

議案第１０号
平成３０年度川崎市立川崎高等学校附属中学校の入学者の募集及び決定に関する
要綱について

議案第１１号 川崎市市民館使用規則の一部を改正する規則の制定について

議案第１２号 深瀬家長屋門の市指定に係る諮問について

議案第１３号 川崎市社会教育委員会議専門部会委員の委嘱等について

議案第１４号 川崎市いじめ防止対策連絡協議会委員の委嘱等について

議案第１５号 川崎市学校運営協議会委員の委嘱等について

議案第１６号 人事について

議案第１７号
平成３０年度川崎市立特別支援学校高等部（知的障害教育部門）の入学者の募集及
び選抜要綱について

議案第１８号
平成３０年度川崎市立中央支援学校高等部分教室の入学者の募集及び選抜要綱に
ついて

議案第１９号
平成３０年度川崎市立田島支援学校高等部（肢体不自由教育部門）の入学者の募集
及び選抜要綱について

議案第２０号
平成３０年度川崎市立田島支援学校高等部（訪問教育部門）の募集及び選抜要綱に
ついて

議案第２１号 平成３０年度川崎市立聾学校幼稚部の入学者の募集及び選抜要綱について

議案第２２号 平成３０年度川崎市立聾学校高等部の入学者の募集及び選抜要綱について

議案第２３号 川崎市重要歴史記念物（深瀬家長屋門）の指定について

議案第２４号 学校運営協議会委員の委嘱等について

議案第２５号 川崎市社会教育委員の委嘱について 7月18日

議案第２６号 川崎市学校給食センター条例施行規則の制定について

議案第２７号 川崎市個人情報保護条例施行規則の一部を改正する規則の制定について

議案第２８号 川崎市教育委員会事務局事務分掌規則の一部を改正する規則の制定について

議案第２９号 川崎市教育機関事務分掌規則の一部を改正する規則の制定について

議案第３０号
川崎市教育委員会職員の標準的な職を定める規則の一部を改正する規則の制定に
ついて

議案第３１号 川崎市教育委員会職員出勤記録整理規程の一部を改正する訓令の制定について

議案第３２号
川崎市教育委員会職員の勤務時間等に関する規程の一部を改正する訓令の制定に
ついて

議案第３３号 川崎市教育委員会職員研修規程の一部を改正する訓令の制定について

7月25日

平成２９年度　教育委員会審議案件等一覧

4月25日

5月23日

6月30日
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議案番号 件　　　　名 開催日

議案第３４号
川崎市教育委員会職員の人事評価等に関する規程の一部を改正する訓令の制定に
ついて

議案第３５号
川崎市立学校教職員の人事評価に関する規程の一部を改正する訓令の制定につい
て

議案第３６号
教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況に係る点検及び評価に関する
報告書（平成２８年度版）について

議案第３７号
第２次川崎市教育振興基本計画かわさき教育プラン第２期実施計画策定に向けた基
本的な考え方について

議案第３８号 （仮称）川崎市南部学校給食センター整備等事業の契約の変更について

議案第３９号 人事について

議案第４０号 人事について

議案第４１号 平成３０年度使用小学校教科用図書（道徳）の採択について 8月27日

議案第４２号 平成３０年度使用小学校教科用図書（道徳を除く）の採択について

議案第４３号 平成３０年度使用中学校教科用図書の採択について

議案第４４号 平成３０年度使用川崎高等学校附属中学校教科用図書の採択について

議案第４５号 平成３０年度使用高等学校教科用図書の採択について

議案第４６号
平成３０年度使用特別支援学校教科用図書の採択について（学校教育法第３４条第１
項検定済教科書）

議案第４７号
平成３０年度使用特別支援学校小中学部及び小中学校特別支援学級教科用図書の
採択について（学校教育法第３４条第１項文部科学省著作教科書）

議案第４８号
平成３０年度使用特別支援学校小中学部及び小中学校特別支援学級教科用図書の
採択について（学校教育法附則第９条教科用図書）

議案第４９号
平成３０年度使用特別支援学校高等部教科用図書の採択について（学校教育法附則
第９条教科用図書）

議案第５０号 川崎市社会教育委員会議青少年教育施設専門部会委員の任命について

議案第５１号 川崎市スポーツ推進計画の改定について

議案第５２号 橘樹官衙遺跡群保存活用計画素案の決定について

議案第５３号 平成３０年度川崎市立高等学校入学定員について

議案第５４号 川崎市教育文化会館条例の一部を改正する条例の制定について

議案第５５号 小学校給食費の改定について

議案第５６号 川崎市学校給食センター条例施行規則の一部を改正する規則の制定について

議案第５７号 （仮称）川崎市中部学校給食センター整備等事業の契約の変更について

議案第５８号 （仮称）川崎市北部学校給食センター整備等事業の契約の変更について

議案第５９号 下小田中小学校校舎増築工事請負契約の締結について

議案第６０号 平成２９年度教員表彰について

議案第６１号 人事について

議案第６２号 川崎区における市民館機能のあり方について 11月21日

議案第６３号 川崎市立図書館規則の一部を改正する規則の制定について

議案第６４号 通学区域の一部変更について（宮崎小学校区）

議案第６５号 第２次川崎市教育振興基本計画かわさき教育プラン第２期実施計画素案について

議案第６６号 平成３０年度使用特別支援学校教科用図書（追加）の選定に係る諮問について

議案第６７号 人事について

議案第６８号 平成３０年度使用特別支援学校教科用図書（追加）の採択について

議案第６９号 小杉駅周辺地区新設小学校の通学区域の設定等について

議案第７０号 川崎市立学校の設置に関する条例の一部を改正する条例の制定について 1月9日

7月25日

12月26日

11月14日

11月28日

8月22日

8月27日

9月13日

10月24日
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議案番号 件　　　　名 開催日

議案第７１号 川崎市立図書館規則の一部を改正する規則の制定について

議案第７２号
地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２９条の規定に基づく意見聴取につい
て

議案第７３号 子ども読書活動推進計画（第３次）について

議案第７４号 国史跡橘樹官衙遺跡群保存活用計画の決定について

議案第７５号 北条家虎朱印状の川崎市重要歴史記念物指定に係る諮問について

議案第７６号
地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２９条の規定に基づく意見聴取につい
て

議案第７７号 麻生区通学区域の一部変更について

議案第７８号 人事について

議案第７９号 川崎市教員育成指標について

議案第８０号 第２次川崎市教育振興基本計画かわさき教育プラン第２期実施計画について

議案第８１号 川崎市いじめ防止基本方針の改訂について

議案第８２号 川崎区における市民館機能のあり方について

議案第８３号 川崎市教育委員会事務局事務分掌規則の一部を改正する規則の制定について

議案第８４号
川崎市教育委員会職員の人事評価等に関する規程及び川崎市立学校教職員の人事
評価に関する規程の一部を改正する訓令の制定について

議案第８５号 教員特殊業務手当の支給に関する規程の一部を改正する訓令の制定について

議案第８６号 川崎市教育文化会館使用規則の一部を改正する規則の制定について

議案第８７号 川崎市橘樹官衙遺跡群調査整備委員会委員の委嘱について

議案第８８号 学校運営協議会を設置する学校の指定及び学校運営協議会委員の任命について

議案第８９号 人事について

議案第９０号 読書のまち・かわさき　子ども読書活動推進計画（第３次）について

議案第９１号
川崎市教育長の職務に専念する義務の免除に関する規則の一部を改正する規則の
制定について

議案第９２号 川崎市教育委員会職員服務規程の一部を改正する訓令の制定について

○請願・陳情審議

番　　号 件　　　　名 開催日

請願第５号
(平成28年度)

２０１８年度使用教科書の採択に関し「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」
の趣旨を踏まえた手順で採択を求める請願

4月25日

陳情第１号
川崎市内の特定の小学校に設置された、いわゆる「登下校メール配信システム」の運
用に際して生じる電気代の取り扱いなどについての陳情

9月26日

陳情第３号
川崎市教育委員会の傍聴者の市民が録音することで各教育委員が意識して自由に発
言ができなくなるかどうか各教育委員にアンケート調査を求める陳情

3月13日

陳情第２号 「登下校メール配信システム」の導入について 3月29日

番　　号 件　　　　名 開催日

1 平成２９年度実施川崎市立学校教員採用候補者選考試験の実施について

2 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の専決事項の報告について

3 叙勲について

4 平成２９年第１回市議会定例会について

5 市議会請願・陳情審査状況について

6 小杉駅周辺地区新設小学校の進捗及び通学区域等の検討状況について

4月6日

4月25日

1月30日

3月13日

○その他報告事項

2月13日

3月20日

3月29日
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番　　号 件　　　　名 開催日

7 部活動適正化に向けた取組

8 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の臨時代理の報告について

9
教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の臨時代理と専決事項の報告につい
て

10 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の専決事項の報告について

11 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の臨時代理の報告について

12 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の臨時代理の報告について 5月9日

13 叙勲について

14 中学校給食に係る取組状況等について

15 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の専決事項の報告について

16 地方自治法第１８０条の規定による市長の専決処分の報告について

17 教職員の勤務実態調査について

18 叙勲について

19 平成２９年度実施川崎市立学校教員採用候補者選考試験について

20 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の専決事項の報告について

21 小学校版「健康給食」について 7月18日

22 叙勲について

23 平成２９年第2回市議会定例会について

24 市議会請願・陳情審査状況について

25 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の専決事項の報告について

26 川崎市いじめ防止対策条例に基づく調査審議について（答申）

27 叙位・叙勲について

28 中学校給食に係る取組状況等について

29 「川崎市総合計画」第１期実施計画・中間評価結果について

30 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の専決事項の報告について

31 平成２８年度川崎市一般会計教育費の歳入歳出決算について

32 公益財団法人川崎市生涯学習財団の経営状況について

33 公益財団法人川崎市学校給食会の経営状況について

34 叙位・叙勲について

35 県立川崎図書館の移転に係る調整状況について

36 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の専決事項の報告について

37
陳情第１号（川崎市内の特定の小学校に設置された、いわゆる「登下校メール配信シ
ステム」の運用に際して生じる電気代の取り扱いなどについての陳情）の報告について

38 教職員の勤務実態調査の基本的な考え方について

39 川崎市教育委員会会議音声データ消去に関する検証報告書について

40 叙位について

41 平成２９年第３回市議会定例会について

42 市議会請願・陳情審査状況について

43 平成２９年度優良ＰＴＡ被表彰団体の決定について

44 平成２９年度実施川崎市立学校教員採用候補者選考試験の結果について

45 全国学力・学習状況調査報告について

46 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の専決事項の報告について

47 平成２９年度川崎市教育委員会職員（学芸員）採用選考の実施について

5月23日

4月25日

6月30日

7月25日

8月22日

9月13日

9月26日

10月24日
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番　　号 件　　　　名 開催日

48 陳情第２号（「登下校メール配信システム」の導入について）の報告について

49 川崎市地域文化財顕彰制度の創設について

50
平成２８年度川崎市立小･中学校における児童生徒の問題行動等の状況調査結果に
ついて

51 中学校給食に係る取組状況等について

52 叙位・叙勲について

53 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の専決事項の報告について

54 平成２９年度川崎市立小学校学習状況調査報告について

55 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の専決事項の報告について

56 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の臨時代理の報告について 1月9日

57
請願第１号（川崎市立小・中・高校で使用されている教科用図書を、各区図書館に置く
ことを求める請願）の報告について

58 叙位・叙勲について

59 平成２９年第４回市議会定例会について

60 市議会請願・陳情審査状況について

61 平成２９年度川崎市教育委員会職員（学芸員）採用選考の実施結果について

62 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の専決事項の報告について

63 叙位・叙勲について

64 平成３０年度予算（案）の概要及び重点施策について

65 教育委員学校視察の報告について

66 第２次川崎市教育振興基本計画かわさき教育プラン第２期実施計画（案）について

67 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の専決事項の報告について

68
陳情第３号（川崎市教育委員会の傍聴者の市民が録音することで各教育委員が意識
して自由に発言ができなくなるかどうか各教育委員にアンケート調査を求める陳情）の
報告について

69
請願第２号（２０１９年度使用教科書の採択に関し「地方教育行政の組織及び運営に関
する法律」の趣旨を踏まえた手順で採択を求める請願）の報告について

70 叙勲について

71 平成２９年度中学校給食に関するアンケートの集計結果について

72 平成２９年度川崎市立中学校学習状況調査報告について

73 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の専決事項の報告について

3月20日

11月14日

11月28日

12月26日

1月30日

2月13日

3月13日
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（１）指定都市教育委員・教育長協議会等への出席

年　月　日 会　議　名

1 平成29年5月25日 第１回指定都市教育委員・教育長協議会

2 平成29年10月26日 都道府県・指定都市教育委員研究協議会

3 平成29年10月31日 神奈川県市町村教育委員会連合会研修会

4 平成29年11月8日 市町村教育委員会研究協議会

5 平成30年1月23日 第２回指定都市教育委員・教育長協議会

（２）総合教育会議への出席

年　月　日 式　典　名

1 平成29年8月2日 第１回総合教育会議

2 平成30年3月29日 第２回総合教育会議

（３）スクールミーティングの実施

年　月　日 学　校　名

1 平成29年7月11日 井田小学校

2 平成29年11月21日 高津高等学校

（４）周年行事等への出席

年　月　日 式　典　名

1 平成29年11月23日 はるひ野小中学校開校１０周年記念式典

2 平成29年11月25日 菅生小学校創立５０周年記念式典

3 平成29年11月25日 王禅寺中央中学校創立１０周年記念式典

（５）市長との意見交換等

年　月　日 名　　称

1 平成29年9月4日 市立中学校完全給食実施視察（富士見中学校）

2 平成29年12月1日 市立中学校完全給食実施視察（今井中学校）

3 平成30年1月30日 市長との意見交換

（６）学校視察

学　校　名

1 平成29年9月22日 田島支援学校

2 平成29年11月20日 西中原中学校

3 平成30年1月17日 東小倉小学校（研究推進校）

4 平成30年1月17日 西生田小学校（研究推進校）

5 平成30年1月17日 大戸小学校（研究推進校）

6 平成30年1月17日 岡上小学校（研究推進校）

平成２９年度　教育委員活動状況一覧

年　　月　　日
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（７）その他行事等

年　月　日 内　容　等

1 平成29年4月3日 辞令交付式

2 平成29年4月6日 合同校長会議

3 平成29年5月16日 勉強会（小学校教員の多忙化）

4 平成29年5月19日 勉強会（中学校部活動）

5 平成29年5月20日 川崎市退職校長会平成２９年度定期総会

6 平成29年5月29日 勉強会（中学校給食）

7 平成29年6月6日 南部学校給食センター視察

8 平成29年7月14日 南部学校給食センター竣工式

9 平成29年8月7日 教科書採択勉強会

10 平成29年8月8日 教科書採択勉強会

11 平成29年8月9日 教科書採択勉強会

12 平成29年8月23日 川崎市立学校教員採用試験面接官

13 平成29年8月29日 川崎市立学校教員採用試験面接官

14 平成29年9月1日 川崎市立学校教員採用試験面接官

15 平成29年9月8日 川崎市立学校教員採用試験面接官

16 平成29年9月8日 小学校特別支援学級合同運動会

17 平成29年9月9日 川崎市立中学校特別支援学級連合運動会

18 平成29年9月11日 川崎市立学校教員採用試験面接官

19 平成29年9月22日 勉強会（教育相談センター利用状況）

20 平成29年10月1日
川崎市スポーツ・文化総合センター（カルッツかわさき）開館記念
式典

21 平成29年10月10日 中部・北部学校給食センター視察

22 平成29年10月21日 平成２９年度教育問題研究協議会

23 平成29年11月1日 川崎市北部学校給食センター内覧会

24 平成29年11月1日 川崎市立学校教頭昇任選考（チャレンジ教頭）面接官

25 平成29年11月17日 川崎市姉妹友好都市国際教育交流・シンポジウム

26 平成29年11月19日 ２０１７川崎国際多摩川マラソン大会

27 平成29年12月23日 地域の寺子屋推進フォーラム

28 平成29年12月26日 教員表彰者・表彰式並びに発表会

29 平成30年1月8日 成人の日を祝うつどい

30 平成30年1月21日 第１４回子どもの音楽の祭典

31 平成30年1月25日 新規採用教員研修の講師講演

32 平成30年2月5日 中学校教育７０年記念事業

33 平成30年2月13日 社会教育委員と教育委員との懇談会

34 平成30年2月17日 川崎市地域教育会議交流会

35 平成30年2月21日 寺子屋（大谷戸小）

36 平成30年2月24日 寺子屋（日吉小）

37 平成30年3月22日 教職員生涯福祉財団理事会

38 平成30年3月30日 退職辞令交付式
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かわさき教育プランは、基本理念「夢や希望を抱いて生きがいのある人生を送るための

礎を築く」及び基本目標「自主・自立」「共生・協働」の実現を目指して、８つの「基本政

策」、１８の「施策」、５３の「事務事業」から構成されています。また、各実施計画期間

において、特に重点的に推進する取組を「重点事業」として位置づけています。 

かわさき教育プラン第１期実施計画の全体像

第２章 かわさき教育プランについて

夢や希望を抱いて生きがいのある人生を送るための礎を築く

基 本 理 念

基 本 目 標

 変化の激しい社会の中で、誰もが多様な個性、能力を伸ばし、充実
した人生を主体的に切り拓いていくことができるよう、将来に向けた
社会的自立に必要な能力・態度を培うこと

 個人や社会の多様性を尊重し、それぞれの強みを生かし、ともに支
え、高め合える社会をめざし、共生・協働の精神を育むこと

自主・自立

共生・協働

基 本 政 策 ★：９つの重点事業

基本政策Ⅱ 

★総合的な学力向上策

の実施 
★中学校完全給食の早
期実施に向けた取組 

学ぶ意欲を育
て、「生きる力」
を伸ばす 

基本政策Ⅰ 

人間としての

在り方生き方

の軸をつくる

★キャリア在り方生き

方教育の推進 

基本政策Ⅲ 

一人ひとりの

教育的ニーズ

に対応する

★「児童支援コーディ

ネーター」の専任化
の推進 

基本政策Ⅳ 

良好な教育環

境を整備する 

★学校施設長期保全計

画の推進 

基本政策Ⅴ 

学校の教育力

を強化する 

★県費教職員の移管に

伴う学校運営体制の

構築 

基本政策Ⅶ 

いきいきと学び、
活動するための
環境づくり 

★地域の生涯学習の担

い手を育てる仕組み

の構築 

基本政策Ⅵ 

家庭・地域の教

育力を高める 

★地域の寺子屋事業の

推進 

基本政策Ⅷ 

文化財の保護活
用と魅力ある博
物館づくり 

★橘樹官衙遺跡群の史

跡整備の推進 
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１ 点検及び評価の対象 

点検及び評価は、かわさき教育プランにおける８つの基本政策から５３の事務事業

までを対象として行いました。 

２ 点検及び評価の実施体制 

   かわさき教育プランの進捗状況を点検・評価するに当たっては、教育委員会事務局

が達成状況の点検や総合的な自己評価を行うとともに、それぞれの課題・問題点を抽

出しています。この総合評価を学識経験者、市民代表、教職員代表で構成する「川崎

市教育改革推進会議」に諮り、ご意見をいただきながら見直し方針を策定しています。 

川崎市教育改革推進会議委員        （平成30年5月31日現在、敬称略） 

氏  名 所  属  等 

小松 郁夫 流通経済大学社会学部 教授 

髙木 展郎 横浜国立大学 名誉教授 

田中 雅文 日本女子大学人間社会学部 教授 

大下 勝巳 ＮＰＯ法人かわさき創造プロジェクト 理事 

本多 寛 公募 

宮越 隆夫 川崎市地域教育会議推進協議会 委員 

吉澤 慶太 川崎市ＰＴＡ連絡協議会 会長 

庄司 律子 小学校長会 顧問 

山田 英児 中学校長会 副会長 

増田 実 高等学校長会 副会長 

上杉 忠司 特別支援学校長会 会長 

嶋田 和明 川崎市教職員組合 執行委員長 

第３章 かわさき教育プランの点検及び評価の項目

基本政策Ⅰ 人間としての在り方生き方の軸をつくる

基本政策Ⅱ 学ぶ意欲を育て、「生きる力」を伸ばす

基本政策Ⅲ 一人ひとりの教育的ニーズに対応する

基本政策Ⅳ 良好な教育環境を整備する

基本政策Ⅴ 学校の教育力を強化する

基本政策Ⅵ 家庭・地域の教育力を高める

基本政策Ⅶ いきいきと学び、活動するための環境づくり

基本政策Ⅷ 文化財の保護活用と魅力ある博物館づくり

基本政策 

施  策 

事務事業 

 基本理念・基本目標 
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【参考】
地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋）

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等）
第２６条　教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に委任された事務その
他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定により事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の
管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出する
とともに、公表しなければならない。
２　教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を
図るものとする。

基本政策のシート

　本プランは、計画（PLAN）－実行（DO）－点検・評価（CHECK）－改善（ACTION）のサイクルで推
進します。
　毎年、８つの基本政策を対象に川崎市教育改革推進会議からご意見を頂き、実施状況や成果の評
価、見直しを行います。その後、評価結果等の報告書を教育委員会で審議し、議会へ報告・提出す
るとともに市民に公表します。

中３

67.9%

― 0%

10.0%
（Ｈ２６）

6.2%
（Ｈ２６）

9.4% 9.7% ― 0%

（Ｈ２６）

（Ｈ２６）

69.7%

85.1%

実績値 Ｈ２８

小６ 6.7% 6.6%

自尊意識

※ 基本政策の目標の達成度を評価する際に参考とするための数値であり、この数値のみをもって基本政策の成果とするものではあ
りません。基本政策の評価は、事業の進捗状況等を踏まえて総合的に行います。

目標値（Ｈ２９）Ｈ２９

「キャリア在り方生き方教育全体計画」作成校数【出典：川崎市教育委員会調べ】

「将来の夢や目標を持っている、どちらかといえば持っている」と回答した児童生徒の割合【出典：全国学力・学習状況調査】

「キャリア在り方生き方教育」の
推進状況

29校 178校
（全校）

178校

「自分にはよいところがあると思わない」と回答した児童生徒の割合【出典：全国学力・学習状況調査】

指標名 Ｈ２７

―

将来に関する意識

小６

中３

87%―83.1%

― 72%

84.6%

69.6%

（Ｈ２６）

０校

参考指標

基本政策Ⅰ 人間としての在り方生き方の軸をつくる
達成
状況

政策目標

　「キャリア在り方生き方教
育」をすべての学校で計画的に
推進し、すべての子どもに、社
会で自立して生きていくための
基礎を育みます。

現状と課題

・急激に変化している社会の中で………………………………………。

・子どもたち一人ひとりが、……………………………………………。

・これまで取り組んできた本市の学校教育を…………………………。

主な取組成果

　キャリア在り方生き方教育について、…………………………………………………。

　推進協力校における活動のうち、………………………………………………………。

　各学校に対して研修を行い、……………………………………………………………。

第４章 かわさき教育プラン第１期実施計画の点検及び評価の内容

平成２９年度における主な取組の成果を記載

第１期実施計画策定時の現状と課題を記載

Ｈ２９の欄に

各指標の

数値を記載
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事務事業名

担当課

施策

概要

キャリア在り方生き方教育の推進

　「キャリア在り方生き方教育」に関する………………………………。
　「キャリア在り方生き方教育の手引き」を活用しながら、………………。

課題と今後の取組

●推進協力校において………………………………………………。
●保護者や教職員に対し…………………………………………。

事業の概要

キャリア在り方生き方教育推進事業

関係課教育改革推進担当

　将来の社会的自立に必要な能力や態度を育てていく教育を、…………。

●「キャリア在り方生き方教育」についての……………………………………。
●引き続き、………………………………………………………………………。

H28 H29
キャリア在り方生き方教育の全校実施

保護者への……

「キャリア在り方生き方ノート」…… 「キャリア在り方生き方ノート」……事業計画

実施状況

手引きを活用した各学校の……

H27

推進協力校での……

施策・事務事業のシート

教育改革推進会議における意見内容

今後の取組の方向性

　研究推進校の取組は、………………………………………………………………。

　すべての子どもたちが社会で自立して生きていくためには、……………………………………………。

　キャリア在り方生き方教育の推進に向けて、……………………………………………します。

　各学校の取組に対し、……………………………………。

主な課題

　平成２８年度からの本格実施にむけて、…………………………する必要があります。

　一部の学校においては、…………………………………………が必要です。

　変化の激しいこれからの社会を生きる力をつけるために、…………………………必要があります。

※指標の数値についてはあくまで参考とし、政策目標の達成に向けて各事業が順調に推移したかを判断の基準としています

基本政策の達成状況

Ａ

Ｂ

Ｃ

順調に進捗

一定の進捗

進捗の遅れ

政策目標の実現に向けた事業が順調に進んでいる

政策目標の実現に向けた事業がある程度進んでいる

政策目標の実現に向けた事業の進捗が遅れている

　考え方　説明区分

平成２９年度の状況等から見える主な課題を記載

教育改革推進会議において出された意見の概要を記載

課題や会議における意見を受けて、今後の取組の方向性を記載

平成２９年度における各事務事業の実施状況を記載

取組を通じて見えてきた課題や、今後の取組を記載
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178校
（全校）

5.8% 0%

10.0%
（Ｈ２６）

6.2%
（Ｈ２６）

9.4% 9.7% 9.0% 0%

小６ 6.7% 6.6%

中３

67.9%

（Ｈ２６）

（Ｈ２６）

69.7%

自尊意識

目標値（Ｈ２９）Ｈ２９

「キャリア在り方生き方教育全体計画」作成校数【出典：川崎市教育委員会調べ】

「将来の夢や目標を持っている、どちらかといえば持っている」と回答した児童生徒の割合【出典：全国学力・学習状況調査】

「キャリア在り方生き方教
育」の推進状況 29校 178校

（全校）

「自分にはよいところがあると思わない」と回答した児童生徒の割合【出典：全国学力・学習状況調査】

指標名 Ｈ２７

85.1%

実績値 Ｈ２８

177校
（全校）

将来に関する意識

小６

中３

87%83.9%83.1%

68.4% 72%

84.6%

69.6%

（Ｈ２６）

０校

※ 基本政策の目標の達成度を評価する際に参考とするための数値であり、この数値のみをもって基本政策の成果とす
るものではありません。基本政策の評価は、事業の進捗状況等を踏まえて総合的に行います。

参考指標

基本政策Ⅰ 人間としての在り方生き方の軸をつくる
達成
状況 A

政策目標

　「キャリア在り方生き方
教育」をすべての学校で計
画的に推進し、すべての子
どもに、社会で自立して生
きていくための基礎を育み
ます。

現状と課題

・急激に変化している社会の中で、学校から社会への移行が円滑に行わ
れていない子ども・若者の実態が指摘されており、その背景には、コ
ミュニケーション能力の不足、低い自己肯定感など、「社会的自立」に
必要な能力や態度に関わる子どもたちの様々な課題が存在しています。

・子どもたち一人ひとりが、将来直面するであろう様々な問題に柔軟か
つたくましく対応できる能力や態度を子どもたちに身に付けさせること
は、学校教育の責務であると言えます。

・これまで取り組んできた本市の学校教育を各学校の「キャリア在り方
生き方教育」の目標と、視点（「自分をつくる」「みんな一緒に生きて
いる」「わたしたちのまち川崎」）から幅広く見直し、子どもの社会的
自立に向けて必要な能力と態度を、成長段階に応じて系統的・計画的に
育てる教育が求められています。

主な取組成果
　「キャリア在り方生き方ノート」や手引きの活用方法について研修等を行うことにより周知を図るなど、教
職員一人ひとりの意識の醸成を図るとともに、各学校への要請訪問研修によって計画策定を支援すること
などにより、全ての学校において学校の実情に応じたキャリア在り方生き方教育に取り組むことができまし
た。

　各学校でのキャリア在り方生き方教育の取組を、啓発用リーフレットや教育だよりかわさきで保護者等関
係者に広報・啓発することにより、学校だけでなく、家庭や地域においてもキャリア在り方生き方教育に取
り組めるよう、意識の共有を図りました。

　キャリア在り方生き方教育研究推進校を３校指定し、その先進的な取組を情報交換会や報告会で紹介す
ることにより、すべての学校での情報共有を図りました。また、手引き、ノート、リーフレットの作成・配布や
活用方法の周知など、全市をあげてキャリア在り方生き方教育に取り組んだことで、文部科学大臣から
キャリア教育優良教育委員会として表彰されました。
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教育改革推進会議における意見内容

今後の取組の方向性

　各学校での取組を充実させるため、研修会などの場で好事例の紹介や職員間の情報共有をしていくこと
が大切である。

　「キャリア在り方生き方教育」の取組は、長期的に子どもを見守り、その教育的効果を捉えていく必要が
あるため、小学校、中学校、高等学校の継続的な実施が重要。

　一人一人の社会的・職業的自立に向けた「キャリア教育」については新学習指導要領においても重要視
されており、川崎では独自の視点を加えた上で、全市的に取り組んでいることがわかる。このような先進的
な取組を今後も実施してほしい。

　各学校での取組を充実させるため、教師用資料である「キャリア在り方生き方教育の手引き」の活用や
研修会などを通じて、全校での取組を支援していきます。

　高等学校における「キャリア在り方生き方ノート」を作成・配布し、各学校の実情に応じた活用ができるよ
う支援していきます。

　「キャリア在り方生き方教育」については、「キャリア教育」に、共生・協働の精神を培う視点と、郷土を愛
し、将来のふるさと川崎の担い手を育成する視点を加え、取り組んでいるところですが、引き続き、全ての
市立学校で推進します。

主な課題
　各学校の実情に応じた研修の実施などにより、教員の意識の醸成を図りながら、各学校の特色を生かし
たキャリア在り方生き方教育の取組を支援する必要があります。

　子どもたちのキャリア発達を計画的・系統的に促すため、高等学校における「キャリア在り方生き方ノー
ト」が必要とされています。高校生の発達の段階に応じたノートの作成や、活用方法について、検討してい
く必要があります。

　将来の夢や目標を持っている児童生徒の割合は前年度より上昇しているものの、依然として全国平均よ
り低い状況にあります。子どもたち一人ひとりが直面する諸課題に柔軟かつたくましく対応できる力を育
て、自信を持って可能性に挑戦することができるよう、すべての教育活動を通じた「キャリア在り方生き方
教育」が今後も必要です。
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キャリア在り方生き方ノート」増
刷・配布・活用

実施状況

保護者への啓発用リーフレットの作
成・配布

課題と今後の取組

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

事業計画

キャリア在り方生き方教育の全校実
施

手引きを活用した各学校の実践の支
援

推進協力校での実践の支援と検証

「キャリア在り方生き方ノート」作
成・配布・活用

全校での実施が円滑に行われるよう、要請に応じて各学校で研修を行い指導助言を行うとともに（のべ３５
回）、全市担当者研修会を３回（５月、９月、２月）、センター研究会議の支援（１０回）等を行いまし
た。
研究推進校を３校設置し、年３回の情報交換会や校内研修等の支援を行う他、その取組や成果を報告会（２
月）で広報しました。
キャリア在り方生き方ノートの増刷と配布を行いました。
保護者など関係者への周知を図るため、リーフレットを活用して広報を行いました。また「宮前区教育を語
るつどい」で講演を行い、参加者の啓発を図りました。

●

●

●
●

学校における特色を生かした取組は改善と継続が必要であるため、各学校の実情に応じた研修を実施して対
応を図ります。
児童生徒のキャリア形成は今後も重要であるため、引き続き全市での実施の推進に取り組みます。
系統的なキャリア在り方生き方教育の推進のためには高等学校用「キャリア在り方生き方ノート」も必要で
あるため、学校等と連携して作成します。
「かわさきパラムーブメント」等、本市の今日的教育課題や取組についての啓発を図り、理解と取組への協
力を要請していきます。

●

●
●

●

キャリア在り方生き方教育の推進

　「キャリア在り方生き方教育」に関する研修の実施やリーフレットによる啓発、推進協力校
における検証など、平成２８年度からの全校実施に向けた取組を進めます。
　教師用資料である「キャリア在り方生き方教育の手引き」を活用しながら、児童生徒のため
の「キャリア在り方生き方ノート」を作成し、「キャリア在り方生き方教育」を推進していき
ます。

事務事業名

施策１

概要

キャリア在り方生き方教育推進事業

担当課 関係課

事業の概要

　将来の社会的自立に必要な能力や態度を育てていく教育を、平成28年度から全校で実践する
ため、手引の配布や研修により、「キャリア在り方生き方教育」についての理解を深めるとと
もに、指導体制の構築を図ります。
　家庭との連携を意識したキャリア在り方生き方教育の推進を図ります。

教育改革推進担当
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参考指標

基本政策Ⅱ 学ぶ意欲を育て、「生きる力」を伸ばす
達成
状況 A

政策目標

　学ぶ意欲を高め、「確か
な学力」「豊かな心」「健
やかな心身」をバランスよ
く育み、一人ひとりが社会
を生き抜くために必要な
「生きる力」を確実に身に
付けることを目指します。

現状と課題

・すべての子どもがわかることを目指した授業づくりを進めるととも
に、一人ひとりの学力の状況を家庭と共有し、連携・協力しながら「確
かな学力」を育成する必要があります。

・自制心や規範意識の希薄化など、子どもたちの心にかかわる課題に対
応するため、道徳教育や、読書活動の充実を図り、「豊かな心」を育て
る取組を推進していく必要があります。

・児童生徒の体力・運動能力は改善に向かいつつありますが、全国平均
と比較すると依然として低い結果であることから、子どもの体力向上に
向けたさらなる取組を推進していく必要があります。

・グローバル化、情報化などの社会の変化への対応として、英語教育の
充実や教育の情報化を進めるとともに、食育の推進に向けて中学校完全
給食の全校実施に取り組んでいます。

主な取組成果
　各学校の実情に応じて「習熟の程度に応じたきめ細やかな指導」をすべての小・中学校で実施したこと
で、市学習状況調査においても授業の理解度が上がっています。

　英語教育推進リーダーを講師とする指導力向上研修の実施により教員の英語力と授業力の向上を図る
とともに、ALTを活用した授業を実施することなどにより、積極的に英語を活用する児童生徒の割合が増加
しています。

　学校司書配置モデル事業を進め、各区３名計２１名の学校司書を配置したことにより、貸出数の増加等、
子どもの読書活動の充実が図られました。

　オリンピック・パラリンピック交流推進事業として中学校１０校にオリンピアン・パラリンピアンを派遣し、競
技者の経験談等の講演を通して、生徒たちはスポーツへの興味・関心を高め、諦めない心や夢への向き
合い方について学びました。

　全ての市立中学校で完全給食が開始され、野菜を豊富に取り入れた献立や、地場産物を取り入れた献
立にするなどの「健康給食」により、生徒から「おいしい」、「給食が始まる以前よりも野菜を食べるように
なった」などの意見が得られるなど、食育の推進が図られています。

　幸高校全日制や川崎総合科学高校定時制商業科の開設など、市立高等学校改革推進計画に基づく取
組を進めるとともに、定時制自立支援事業を新たに高津高校で開始するなど、多様な学習ニーズに対応
する教育活動の充実が図られました。

指標名 Ｈ２７実績値 Ｈ２８

※ 基本政策の目標の達成度を評価する際に参考とするための数値であり、この数値のみをもって基本政策の成果とす
るものではありません。基本政策の評価は、事業の進捗状況等を踏まえて総合的に行います。

目標値（Ｈ２９）Ｈ２９

「授業がわかる、どちらかといえばわかる」と回答した児童生徒の割合【出典：川崎市学習状況調査】
　　小５：国語、算数、理科、社会の平均
　　中２：国語、数学、理科、社会、英語の平均

授業の理解度

小５

中２

89.0% 89.5% 90.9% 90%

74.2% 76.1% 77.2% 75%

88.3%

73.4%

（Ｈ２６）

（Ｈ２６）
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【補足指標】

規範意識

「「人の役に立つ人間になりたいと思う」に当てはまる、どちらかといえば当てはまる」と回答した児童生徒の割合【出典：全
国学力・学習状況調査】

小６

中３

93.3%

92.6%

93.7%

91.8%

93.2%

90.9%

92.6%

90.9%

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

（Ｈ２６）

（Ｈ２６）

「「人の気持ちが分かる人間になりたいと思う」に当てはまる、どちらかといえば当てはまる」と回答した児童生徒の割合【出典：
全国学力・学習状況調査】

「学習はすき、どちらかといえばすき」と回答した児童生徒の割合【出典：川崎市学習状況調査】
　　小５：国語、算数、理科、社会、総合の平均
　　中２：国語、数学、理科、社会、英語の平均

授業の有用度

小５ 89.4% 90.2% 89.2% 93.8% 92%
（Ｈ２６）

中２ 70.7% 71.5% 68.9% 76.1% 72%
（Ｈ２６）

「授業で学んだことが、生活の中で役に立っていると思う、どちらかといえば思う」と回答した児童生徒の割合【出典：川崎市学習
状況調査】
　　小５：国語、算数、理科、社会、総合の平均
　　中２：国語、数学、理科、社会、英語の平均

規範意識

※平成28及び29年度は
設問がなかったため、下
部の【補足指標】を参照

小６ 94.0% 93.4%

体力テストの結果（神奈川県の平均値(体力合計点)を100とした際の本市の割合）【出典：全国体力・運動能力、運動習慣等調査】

英語に関する意識 中２

小５(男)

小５(女)

100.0%

100.5%

95.1%

100%

中２(男)

中２(女)

子どもの体力の状況

100.2%

93.1%

95.3%

92.9%

100%

100%

100%95.1%

100.0%

（Ｈ２６）

78.7%

「道で外国人に英語で話しかけられたとき、何とか英語で話そうとする」と回答した生徒の割合【出典：川崎市学習状況調査】

80%

※ 97%
（Ｈ２６）

中３ 94.4% 93.6% ※ ※ 97%

※

99.4%

92.9%

94.5%
（Ｈ２６）

（Ｈ２６）

100.0%

99.7%

92.9%

99.7%
（Ｈ２６）

指標名 実績値 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 目標値（Ｈ２９）

授業の好感度

小５

81.7% 78.5% 81.7%
（Ｈ２６）

74.2% 74.4% 75.6% 77.8% 76%
（Ｈ２６）

中２ 57.8% 59.2% 61.8% 61.2% 60%
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　全ての市立小・中学校において実施している、算数・数学を対象とした習熟の程度に応じた指導と合わ
せて、「きめ細やかな指導実践編」の冊子を活用した取組を実施します。また英語教育については、ＡＬＴの
更なる活用や教員の指導力・英語力の育成などを通じて児童・生徒の英語力向上を図ります。

　東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会を契機に、子どもたちの運動・スポーツに対する関心・意
欲を向上させるとともに、体育や健康に関する指導を充実させ、運動する習慣を身につける取組を行いま
す。

　子どもが本に親しむことで、人生をより豊かでより深く生きていくことができるよう、学校司書等の配置を
進めるとともに、図書担当教諭や図書ボランティアの資質向上を図るための研修の実施など、読書環境の
充実を図ります。

　小学校から中学校までの９年間を通じた体系的、計画的な食育の推進により、さまざまな経験を通じて
「食」に関する正しい知識と望ましい食習慣を身につけ、生涯健康な生活を送るための基礎を育みます。

　「市立高等学校改革推進計画　第１次計画」の取組成果を踏まえ、近年の高等学校を取り巻く社会状況
の変化に対応するため、「市立高等学校改革推進計画　第２次計画」を策定します。

主な課題
　３年間のきめ細やかな指導・学び研究推進校における研究の総括結果から作成した冊子「習熟の程度
に応じたきめ細やかな指導　実践編」を有効に活用していく必要があります。

　平成３２年度からの新学習指導要領における小学校での英語教科化に向け、先行実施期間に円滑に授
業を実施するとともに、小学校教員の英語指導力の向上を図ることが必要です。

　児童生徒の全国体力テストの結果は、神奈川県との比較において小学校では同水準ですが、中学校で
は依然として低い状況にあるので、運動する機会の充実やスポーツへ参加する機運を高める必要があり
ます。

　中学校全校での「健康給食」の実施に続き、小学校においても「健康給食」を推進するとともに、生涯健
康な生活を送るための基礎を育めるよう、小中９年間にわたる体系的・計画的な食育を推進する必要があ
ります。

　国の高大接続改革や県立高校改革の取組などの動向を注視しつつ、「市立高等学校改革推進計画　第
１次計画」における取組を検証評価するとともに、各学校の施設の状況等を踏まえて「第２次計画」策定に
向けた検討を進める必要があります。

教育改革推進会議における意見内容

今後の取組の方向性

　授業の好感度や有用度のような意識の視点と、理解度のような客観的な視点を合わせて、指導に役立
てながら、「習熟の程度に応じたきめ細やかな指導」を引き続き実施してほしい。

　子どもの体力については、子ども達が自分でもやってみようと思うような刺激が大切であり、オリンピック・
パラリンピック交流推進事業のようなスポーツへの意識を高める取組を今後も展開してほしい。

　子どもの頃に本を読むことは、非常に大事なことであり、学校司書配置モデル事業によって読書活動の
充実が図られるということなので、今後も進めてほしい。
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川崎市学習状況調査・川崎市学習診断テストは、市立小学校第５学年の児童と中学校全学年の生徒を対象
に、小学校５月、中学校１１月に実施し、家庭での学習の在り方や自己の学習の改善に活用するため、調査
結果を児童生徒と保護者に伝えました。また、各学校に学習状況調査報告書を配布し、全市的な課題を周知
するとともに、児童生徒の学習状況を把握し、授業改善につなげました。
平成２９年度全国学力・学習状況調査は、小学校第６学年の児童と中学校第３学年の生徒を対象に４月に行
われました。本市の調査結果については、概要版と分析版を１０月に作成し、各学校へ周知するとともに、
ホームページ上で公開しました。また、各学校においては、学校ごとに結果報告書を作成し、保護者・地域
と連携した学力向上の取組を推進しました。
調査・研究として、各教科等や教育課題等に係る研究、１５研究を行いました。その研究結果について、２
月に市立学校教職員及び教育関係職員を対象に総合教育センター研究報告会を開催するとともに、研究成果
として、研究報告資料を配布しました。
教育課程研究会を市立小・中学校の教員を対象に６月と８月に実施しました。６月は授業及び研究協議を行
い、８月は文部科学省からの行政説明を伝達するとともに、事例集冊子や研究会・部会の研究推進を基にし
た実践報告を行いました。
学習指導要領の趣旨を踏まえ、児童生徒に「生きる力」を育むための教育課程編成を目指して、総則並びに
各教科等の実践研究を学習指導要領実践事例集としてまとめ、３月に各学校へ配布しました。

●

●

●

●

●

● 川崎市学習状況調査については、全国学力・学習状況調査の結果と合わせて分析することで、全国的な成果
と課題を踏まえ、本市の成果と課題を的確に把握することができるため、次年度もそれぞれの調査を補完的
に活用し、学習状況の把握と学力向上の取組を進めます。

課題と今後の取組

確かな学力の育成

「確かな学力」を育成するためには、「学習に取り組む意欲・態度」「基礎的・基本的な知
識・技能」「課題を解決するための思考力・判断力・表現力等」をバランスよく育むことが必
要となります。本施策では、すべての子どもがわかることを目指して、一人ひとりの「学び」
を大切にした学力向上策を推進します。

事務事業名

施策１

概要

学力調査・授業改善研究事業

総合教育センター担当課 関係課

事業の概要
　学力の状況を的確に把握するために、調査・研究を行い、その結果を活用して、子どもたち
が「わかる」を実感できる授業づくりに向けた取組を推進します。

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

全国学力・学習状況調査の結果に基
づく、各学校における結果報告書の
作成・数値目標の設定等による授業
改善の推進

実施状況

総合教育センターにおける調査・基
礎研究の推進

総則並びに各教科等の学習指導要領
実践事例集の作成と配布

全市教育課程研究会の実施

事業計画

川崎市学習状況調査・川崎市学習診
断テストの実施（小５、中１～中
３）及び結果の個票配布（小５、中
２）

川崎市学習状況調査・川崎市学習診
断テストの調査結果に基づく授業改
善についての報告会等を実施
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●

●

●

●

●

きめ細やかな指導・学び研究推進校（小学校３校、中学校３校）において有効な少人数指導の形態や方法な
どの研究を行いました。
市内小・中学校全校において、学校担当者を中心に体制整備し、各学校の実態に応じて「習熟の程度に応じ
たきめ細やかな指導」を取り入れました。
総合教育センターで「習熟の程度に応じたきめ細やかな指導　担当者会」を年３回（４月、１０月、３月）
実施し、各学校の取組状況を把握するとともに、研究推進校の取組や各学校の取組について情報を共有しま
した。
平成２６年度から３年間の研究を総括した結果をもとに、「習熟の程度に応じたきめ細やかな指導　実践
編」を作成しました。
オンライン学習サービスの導入方法について、モデル校（小学校２校、中学校２校）において、各種学力調
査等の結果を活用して検証を行いました。

●

●

各学校の「習熟の程度に応じたきめ細やかな指導」のより有効な指導のために、学校の担当者における研修
や指導に関わる教員の指導力向上が必要なことから、総合教育センターに研究会議を立ちあげ、有効な指導
方法について研究するともに、市内の小・中学校にその方法について周知します。
オンライン学習サービスの導入に向けて、指導計画の作成、指導方法の確立などより効果的な活用方法につ
いて検証を行います。

事務事業名 きめ細やかな指導推進事業

総合教育センター

Ｈ２７

事業計画

事業の概要
 習熟の程度に応じたきめ細やかな指導の充実のために、より有効な指導形態や指導方法につ
いて研究実践を進めます。
　少人数学級・少人数指導等を推進します。

「きめ細やかな指導 手引き編」の
作成と活用

担当課 関係課 教職員課

Ｈ２８ Ｈ２９
きめ細やかな指導・学び研究推進校
の指定による研究の推進

きめ細やかな指導研究の総括

加配教員や非常勤講師の活用による
少人数学級・少人数指導等の推進

課題と今後の取組

実施状況
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Ｈ２９
ＡＬＴの配置による外国語（英語）
活動の推進（小学校３５名、中学校
３４名、高等学校５名）

ＡＬＴの適正配置の推進

●

●

小学校外国語教育の拡充に対応するため、ＡＬＴ配置を拡充し、児童が外国人と直接コミュニケーションを
図る機会を確保するとともに、学級担任の英語力と英語授業の指導力の向上に向けた研修など支援の充実を
図ります。
ＡＬＴとの効果的な授業の普及のために、実践事例を周知するとともに、指導力向上研修の中に、重要な課
題として位置付け、授業改善に取り組みます。

Ｈ２７ Ｈ２８

実施状況

課題と今後の取組

●

●
●

中学校配置のＡＬＴを７名増員し、小・中・高等学校に合計８１名のＡＬＴを配置することで、中学校にお
けるＡＬＴを活用した授業時間を年間３０時間から３５時間に拡充しました。これにより、「話すこと」に
偏りがちだったＡＬＴとの授業から、４技能を育成する授業に改善が図られました。また、小中同一ＡＬＴ
配置校を増やし、ＡＬＴを活用した小中連携を拡充しました。本年度はＡＬＴ活用の有効性を検証するた
め、ＡＬＴとの授業と学級担任のみで行う授業を比較分析しました。その結果、ＡＬＴとの授業の方が、英
語が好きな児童と苦手意識をもつ児童のどちらも、より積極的に英語を使おうとする意欲が見られ、授業の
わかりやすさや日本語との音の違いの認識につながっていることがわかり、ＡＬＴ活用の有効性を確認する
ことができました。
英語教育推進リーダーの中央研修に、小学校２名、中学校２名、高等学校１名の教員が参加しました。
英語教育推進リーダーを講師とする指導力向上研修を各校種で実施し、教員の英語力と授業力向上につなが
りました。（小学校は各校の中核教員を対象に６回、１４時間。中学校は、各校の英語科教員１名以上を対
象に６回、１４時間。高等学校は、各校の英語科教員１名以上を対象に５回１４時間）

担当課 関係課

事業の概要

　外国人と直接コミュニケーションを図る機会を増やし、異文化を受容する態度を育成するた
め、小・中・高等学校へＡＬＴを配置します。
　４技能（聞くこと、話すこと、読むこと、書くこと）をより効果的に伸ばす授業展開の工夫
につなげるため、教員研修の充実を図ります。

事務事業名 英語教育推進事業

事業計画 英語教育推進リーダー研修の実施

小・中・高等学校外国語（英語）教
育指導力向上研修の実施

総合教育センター
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

理科支援員を全小学校に配置

CST修了者による教員研修の実施と
校内理科指導教員の育成

横浜国立大学と連携した中核理科教
員(CST)養成プログラムの実施

課題と今後の取組

●

●

●
●

市内全小学校（１１３校）に理科支援員を配置して、理科授業における観察・実験活動の充実及び教員の資
質向上を図りました。
横浜国立大学と共同で地域の理科教育における中核的な役割を担う教員（ＣＳＴ）の養成を行いました。
（今年度の修了者は８名。）また、ＣＳＴ養成プログラム修了者による教員研修を３回行いました。
中学校理科初任者に対する観察・実験の悉皆研修を年８回（８日）実施しました。
理科への関心を高める取組として、経済労働局や 地方独立行政法人神奈川県立産業技術総合研究所
（KISTEC）と連携し、市内の企業や研究所から先端科学技術の研究者等による派遣授業を市内小・中学校あ
わせて１６回行いました。

事務事業名

担当課 関係課

理科教育推進事業

●
●

●

●

理科支援員については、人材の確保が課題ですが、今後も引き続き全ての小学校に配置していきます。
来年度６３名になる市内のＣＳＴ養成プログラム修了者を区ごとに再組織化し、初任者や理科支援員に対し
てアドバイスを行いやすくするとともに、センター理科室にある物品を貸し出すなど、有効活用を図りま
す。
中学校理科初任者に対する研修については、研修の回数を減らしつつ、授業力向上のための研修内容の充実
を図ります。
先端科学技術者による派遣授業については、授業の様子を多くの教諭が集まる機会で紹介するなどして派遣
授業の活用の促進を図ります。

事業の概要
　企業や研究機関、大学と連携して、技術者、研究者の派遣授業などを進めるとともに、理科
支援員の配置や中核理科教員（ＣＳＴ）の養成などにより、理科授業における観察・実験の機
会を保障することで、魅力ある理科教育を推進します。

総合教育センター

市内小中学校でのCST実習生の受入

中学校・高等学校理科初任者に対す
る観察実験の悉皆研修の実施

実施状況

先端科学技術者の派遣授業の実施

事業計画
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●

●

●

全５１中学校区で「連携教育推進協議会」を開き、小中連携教育の計画・実施・ふりかえりを行うなかで連
携教育の推進が図られました。
２中学校区で「キャリア在り方生き方教育」「外国語活動・英語」に係るカリキュラム開発研究（２年間の
継続研究の１年目）を行いました。
各校区の取組を共有するため、前年度の実践報告集を作成・配布するとともに、小中連携教育担当者会議を
開催しました。

●

●

小中一貫教育の充実が求められ、カリキュラムマネジメントの重要性が説かれている中、さらなる活性化を
めざす必要があるため、小中連携教育推進担当者会を開催するなどして連携教育を推進します。
カリキュラム開発研究を推進し、２年継続研究の２年目を行います。

実施状況

課題と今後の取組

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

事業計画

全中学校区での、小中連携教育の推
進

指定中学校区での、今日的課題を中
心としたカリキュラムの円滑な接続
に係る研究の推進

事務事業名 小中連携教育推進事業

担当課 教育改革推進担当 関係課

事業の概要
 小中９年間の学びの連続性確保の取組や、円滑な接続に係る研究を進めるなど、小学校と中
学校が連携した取組の推進を図ります。
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創意工夫を生かした特色ある教育活動の推進として、今年度は小学校・中学校・高等学校・特別支援学校、
計９校の研究推進校で研究報告を行いました。
各学校の教育課程編成、研究、研修活動等の支援のための講師派遣事業として、延べ３２校に講師の派遣を
行いました。
教育活動サポーターを小学校７３校に計３１２７回、中学校３３校に計１５０５回、高等学校１校に１５回
配置しました。
環境、福祉、国際理解等、横断的・総合的な課題についての学習の推進については、小倉小学校、橘小学
校、川中島中学校で研究を行いました。環境に関しては、７月に多摩川の生き物生態や環境についての研修
会を開催しました。福祉に関しては、７月に地区社会福祉協議会と連携し研修会を行いました。また、国際
理解等に関しては、国際教育研究会の研修会を行いました。
中学校夜間学級については、入学希望者に対して個々に事前相談を行い、今年度は１学年５名、３学年１名
の生徒が入学・編入しました。

環境、福祉、国際理解等、横断的・総合的な課題についての学習の推進に関しては、各学校の実情に応じた
カリキュラムの編成が必要です。具体的な事例を研究会と連携して発信していくとともに、校内において、
次年度にスムーズに活動ができるよう円滑な引継ぎを行います。
多忙化する学校において個別の支援を必要とする児童生徒に対する教育活動サポーターの配置要請は、依然
として高い状況にあるため、引き続き教育活動に対する支援体制を継続していきます。
中学校夜間学級の入学については、様々なニーズがあり個々の状況に合わせた支援が必要です。今後も夜間
学級と教育委員会が連携を図り、入学希望者に多様な教育機会を提供できるよう相談支援を行います。

事業の概要

 児童生徒や学校、地域等の実態に応じて創意工夫を生かした特色ある教育活動を推進しま
す。
 教育活動サポーターの配置により、教育活動に対する支援体制の充実を図ります。
 社会の変化に対応できる資質・能力を育成する観点から、教科等を横断した学習を進めま
す。
 生徒の実態に応じた中学校夜間学級の編入相談および運営を進めます。

Ｈ２７

中学校夜間学級の運営

●

●

●

●

●

●

●

●

学校教育活動支援事業

担当課 総合教育センター 関係課

事務事業名

指導課

Ｈ２８ Ｈ２９

実施状況

課題と今後の取組

教育活動サポーターの配置

環境、福祉、国際理解等横断的・総
合的な課題についての学習の推進

事業計画

研究推進校による特色ある教育活動
の推進

校内研究・研修支援のための講師派
遣事業の実施
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Ｈ２８

●

●

文部科学省が行っている道徳教育の抜本的改善・充実に係る支援事業を活用して、道徳の授業が充実するよ
うに、道徳の授業で活用する教材の充実を図りました。
小・中学校において、道徳教育の重点目標を設定して道徳教育を推進できるように支援しました。

● 新学習指導要領に基づく道徳の授業の授業改善や道徳教育の重点目標の見直しを行うことができるように支
援します。

事業の概要 発達の段階に応じた指導内容の重点化、教材の充実などにより、道徳教育の充実を図ります。

事務事業名

担当課 関係課

道徳教育推進事業

Ｈ２９

総合教育センター

Ｈ２７

課題と今後の取組

道徳教育の重点目標に基づいた道徳
教育の推進

施策２ 豊かな心の育成

概要
　「豊かな心」を育成するためには、自らを律しつつ、他者と協調し、他人を思いやる心や感
動する心などを育んでいく必要があります。本施策では、読書活動、体験活動などを通して、
道徳教育や人権尊重教育等の充実を図り、いのち・心の教育を基盤としながら、豊かな人間性
を育む取組を推進していきます。

事業計画

道徳教育の抜本的改善・充実に係る
支援事業を活用した道徳教育の推進

実施状況
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学校司書のモデル配置

担当課 関係課

事業の概要
　子どもが音楽に親しみ、豊かな感性を育むよう、子どものためのオーケストラ鑑賞や市内の
貴重な音楽資源を活用した音楽の体験活動を推進します。

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

「子どものためのオーケストラ鑑
賞」の実施

課題と今後の取組

「子どもの音楽の祭典」の実施

総括学校司書を２１名配置するとともに、学校司書を配置するモデル校を１４校から２１校に拡大し、学校
図書館の充実及び児童生徒の読書活動の充実を図りました。
「読書のまち・かわさき　子ども読書活動推進計画（第３次）」を策定しました。

●

●

　子どもから大人までが読書に親しめるよう、さまざまな読書活動を推進するため、学校司書
等の配置を含めた読書環境の整備を推進します。

事務事業名

担当課 関係課

読書のまち・かわさき推進事業

事業計画

実施状況

ミューザ川崎シンフォニーホールを利用し、プロのオーケストラ演奏を鑑賞する機会を提供する「子どもの
オーケストラ鑑賞」を実施し、９２３９人が参加しました。
専門家によるオーディションを経て結成された吹奏楽団（ヤングかわさきジョイフルバンド）の演奏及び専
門家による事前審査を経て選考された出演者が演奏発表を行う「子どもの音楽の祭典」を実施しました。

●

●

● 子どものオーケストラ鑑賞事業については、公演回数を５回から６回に増やしたことにより、応募のあった
学校の児童全てが参加することができました。しかし、川崎北部の学校の応募が少ないことから、今後は開
催場所について検討する必要があります。

指導課

事務事業名

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

総括学校司書（学校図書館コーディ
ネーター）の配置（２１名）

総括学校司書（学校図書館コーディ
ネーター）の適正配置

事業計画 学校司書のモデル配置（７校）

指導課

事業の概要

実施状況

● モデル校での取組を踏まえ、総括学校司書及び学校司書の配置による学校図書館の充実に引き続き取り組み
ます。

課題と今後の取組

子どもの音楽活動推進事業

川崎フロンターレ等との連携による
読書活動の推進
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子どもの権利学習資料の作成、配布

事業の概要
　教職員及び子どもたちの人権感覚の向上を図ります。
　「子どもの権利に関する条例」の正しい理解の促進と周知に取り組みます。

事務事業名

「外国人教育推進連絡会議」を年２回開催するとともに、「民族文化講師ふれあい事業」については、実施
校を選定し、年度当初の計画に沿って実施校に対し延べ１５１名の講師派遣を実施しました。
全市立学校を対象とした、ふれあい事業の実践報告会を開催し、事業向上に向けて情報交換を行いました。

● 外国人教育推進連絡会議での情報交換等から出てきた意見を踏まえながら、民族文化講師ふれあい事業を継
続するとともに、事業内容の改善を図りつつ、多文化共生教育を推進します。

民族文化講師ふれあい事業の実施

外国人教育推進連絡協議会の開催

多文化交流会の開催

実施状況

●

●

●

●

各関係機関との連絡調整をしながら、教職員や保護者の人権意識の向上と子どもたちの人権感覚の育成を推
進し、人権尊重教育全般の充実を図りました。
人権尊重教育推進会議を２回開催し、学校教育や社会教育における人権尊重教育の推進を図りました。人権
尊重教育研究推進校・実践校の研究支援及び教職員やＰＴＡを対象とした研修を実施（計21回）し、人権意
識の向上に努めました。
子どもの権利に関して効果的に学ぶ「子どもの権利学習資料」（小学校１年生、小学校５年生、中学校１年
生対象）や、職業による差別偏見をなくすための人権教育補助教材「はたらくひとびと」（小学校１年生対
象、全教職員）を作成・配布し、子どもたちの人権感覚の向上を図りました。
子どもの権利学習派遣事業を小学校30校98学級、中学校６校25学級、特別支援学校１校１学級で実施し、子
どもの権利条例の正しい理解の促進と周知に取り組みました。

●
●

児童生徒や教職員、保護者の人権意識の向上を図るための研修や研究校への支援に継続して取り組みます。
中学生対象の子どもの権利学習派遣事業については、ＮＰＯ法人と調整を図りながら、次年度も継続して行
います。

●

●

課題と今後の取組

事業の概要
 子どもたちの異文化理解と相互尊重をめざした学習を推進します。
 多文化共生と多様性を尊重した意識と態度の育成を図ります。

事務事業名 多文化共生教育推進事業

Ｈ２８ Ｈ２９

事業計画

課題と今後の取組

実施状況

Ｈ２７

担当課 人権・共生教育担当 関係課

人権・共生教育担当

人権尊重教育推進事業

担当課 関係課

事業計画

人権尊重教育推進会議の開催

人権研修の実施及び研究校への研究
支援

人権尊重教育補教材の作成、配布

子どもの権利学習講師派遣事業の実
施

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

30



事業の概要
　児童生徒の健全な心身の育成をめざし、地域スポーツ人材も活用しながら学校体育活動を充
実します。

施策３ 健やかな心身の育成

概要

　生涯にわたって健やかに生き抜く力を育むために、心身の調和的な発達を図ることは大変重
要です。「健やかな心身」を育成するには、たくましく生きるための健康な体や体力を育んで
いくことが必要となります。本施策では、子どもの体力向上のための方策の推進やさらなる食
育の充実など、生涯を通じて健康で活力ある生活を送る基礎を培うための取組を推進していき
ます。

事務事業名 子どもの体力向上推進事業

担当課 健康教育課 関係課

モデル校の研究成果に基づき、各学
校の実態に応じた取組を全校で展開

武道等指導者の派遣による武道授業
の充実

部活動指導者の派遣による中学校、
高等学校、特別支援学校の運動部活
動の充実

実施状況

課題と今後の取組

事務事業名 健康教育推進事業

担当課 健康教育課 関係課

●
●
●
●
●

中学校総合体育大会、市立小学校地区別運動会、小学校陸上記録会を実施しました。
モデル校での実践を踏まえ、「子どもの体力向上課題対策プロジェクト」を実施しました。
武道等指導者の派遣を行いました。（派遣校数：６０校）
部活動指導者の派遣を行いました。（派遣校数：４３校）
オリンピアン・パラリンピアン交流推進事業を１０中学校で実施しました。

● 子どもの体力向上推進事業については、体力テストの結果が経年変化では緩やかに上昇傾向が見られること
から、現在、取り組んでいる事業を継続して進めていきます。

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

事業計画

対外競技派遣事業の見直し

中学校総合体育大会、市立小学校地
区別運動会、小学校陸上記録会の実
施

事業の概要
　疾患を早期発見し健やかな学校生活を送るため、健康診断や健康管理、学校医等の配置を行
います。また、子どもたちの望ましい生活習慣の確立、心の健康の保持・増進、喫煙・飲酒・
薬物乱用防止等、各学校における健康教育の一層の充実を図ります。

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

事業計画

学校保健安全法施行規則の改正に伴
う定期健康診断の検討

学校保健安全法施行規則の改正に伴
う定期健康診断項目の実施

学校保健統計調査の結果を活用した
事業展開

スクールヘルスリーダー派遣の継続
実施
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●
●
●
●

喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育等の健康教育を推進しました。
児童生徒のアレルギー疾患への適切な対応を推進しました。
学校保健安全法に基づく各種健康診断を実施しました。
スクールヘルスリーダー派遣による若手の養護教諭等の支援を行いました。（派遣数：５名）

実施状況

実施状況

課題と今後の取組

平成２９年１月から自校方式２校・小中合築校方式２校での完全給食の実施に続き、同年９月に南部、同年
１２月に中部・北部学校給食センターの稼働により、市立中学校全校で完全給食を実施しました。
市内３か所の学校給食センターについては、ＰＦＩ方式による整備を進め、予定どおり完成しました。
中学校給食を活用した食に関する指導を効果的に進めることができるよう、平成２８年１１月に「学校にお
ける食に関する指導プラン＜中学校＞」を改訂し、各学校へ配布しました。
中学校給食では、中学生の食生活の現状や課題（野菜不足、肥満、やせなど）、食育の観点等を踏まえ、
「健康給食」をコンセプトとして、米飯給食を中心に野菜を豊富に取り入れた献立や、「かわさきそだち」
など地場産物を取り入れた献立を提供しました。
平成３０年２月に、学校給食センター配送校を対象に「中学校給食に関するアンケート」を実施した結果、
生徒、保護者ともに概ね高い評価を得ました。
（生徒）
　　問　　給食は「おいしい」ですか。
　　回答　「おいしい」、「どちらかといえばおいしい」に回答　８３．３％
（保護者）
　　問　　中学校給食が始まったことについて、どう思いますか。
　　回答　「よい」、「どちらかといえばよい」に回答　９７．５％

●

●
●

●

●

中学校完全給食の全校実施を機に、本市の将来を担う子どもたちの心身の健全な発達のため、小中９年間を
通じた食育を推進していきます。そのため、「学校における食に関する指導プラン」について、小中９年間
にわたる一貫した食育の推進を踏まえ、平成３０年度から改訂に向けた取組を進めます。
安全・安心で温かく美味しい給食の提供とともに、ＰＦＩ事業モニタリングの適切な実施など、円滑な給食
運営を進めていきます。

●

●

事業の概要
　中学校完全給食の全校実施に向けた取組を進めます。
　中学校完全給食を活用した食育推進の取組を進めます。

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

事業計画

中学校完全給食の試行実施（東橘中
学校）

安全・安心で温かい中学校完全給食
の一部実施
・自校方式２校
（犬蔵中学校、中野島中学校）
・小中合築校２校
（東橘中学校、はるひ野中学校）

安全・安心で温かい中学校完全
給食の全校実施
（センター方式３箇所）

中学校完全給食を活用した食育推進
の検討

中学校完全給食を活用した食育推進
の実践

民間活力を活かした手法による給食
施設等の整備推進

民間活力を活かした手法による
給食施設等の整備完了

課題と今後の取組

事務事業名 中学校給食推進事業

担当課 健康給食推進室（元：中学校給食推進室） 関係課

● 現在取り組んでいる事業を継続して進めてまいります。
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実施状況

課題と今後の取組

●

●

中学校完全給食全校実施に伴い増加した食数に対応し、今後も安定的に安全・安心で良質な給食物資を供給
するため、効率的な現執行体制を維持しつつ、品質・規格・産地等を確認しながら随時確認検査や理化学検
査等を着実に実施します。
小学校等で培った学校給食費未納対策のノウハウを中学校でも活かし、引き続き学校給食制度の公平性を確
保します。

●

●

学校給食会の効率的な運営等については、引き続き衛生検査等（年４２９件）を実施しながら安定的に良質
な約１１万食分の給食物資を学校へ供給するとともに、中学校完全給食全校実施に伴う新たな役割に対応す
る現体制について検証を行い、効率的な執行体制であり今後も継続していくことを（公財）川崎市学校給食
会と確認しました。
中学校完全給食の実施への円滑な対応については、学校現場の意見を取り入れつつ開発した新たな給食管理
システムを導入したことにより、（公財）川崎市学校給食会及び学校の給食事務の負担軽減を図りました。

実施状況

課題と今後の取組

事務事業名 学校給食会補助事業

担当課 健康給食推進室（元：健康教育課） 関係課

●

●

●

●

食の指導に係る全体計画等に基づく食育の推進については、より効果的に食育に取り組めるよう、各校の状
況を的確に把握し、取組事例を取りまとめて全校へ周知することで、計画内容の底上げを図りました。
地場産食材を活用した食育の推進については、神奈川県学校給食会と連携を図り、統一献立において県内産
の食材をより多く使用した学校給食を年３回提供しました。
給食の安定供給については、不測の故障等に対応しつつ計画に基づき老朽機器を更新しました。
（Ｈ２７：２９校、Ｈ２８：２５校、Ｈ２９：３４校）
学校給食調理業務については、学校給食調理員の退職動向等にあわせて委託化を実施しました。
（Ｈ２７：３校、Ｈ２８：５校、Ｈ２９：２校）

●

●

中学校完全給食全校実施に伴い、小中９年間の学校給食を活用した体系的・計画的な連続性のある成長期の
子どもたちへの食育を推進するため、「学校における食に関する指導プラン」の改訂に取り組みます。
老朽機器の計画的更新や、学校給食調理員の退職動向等にあわせた学校給食調理業務の委託化を着実に実施
し、引き続き安全・安心で温かくおいしい魅力ある学校給食を提供します。

事業の概要
　学校給食の実施に際し、良質な給食物資の一括調達や安全性の確認を効率よく行うため、学
校給食会へ事業費の補助を行います。

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

事業計画

安全で良質な給食物資の安定的な調
達、学校給食会の効率的な運営の推
進

中学校完全給食の実施に向け、法人
の役割及び体制の検討

中学校完全給食の実施に対応した効
率的な運営の推進

事業の概要
　児童生徒の健全な身体の発達に資するために、小学校等において、安全で安心な学校給食の
提供を効率的に行います。

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

事業計画

食の指導に係る全体計画、年間指導
計画に基づく食育の推進

地場産の食材を活用した食育の推進

老朽機器の計画的更新による安全な
給食の安定供給

学校給食調理業務の委託化の実施

事務事業名 学校給食運営事業

担当課 健康給食推進室（元：健康教育課） 関係課
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「川崎市立学校における教育の情報化推進計画」における３つの方針に基づく２７項目の各事務事業の推進
を図りました。
教育情報化推進モデル校を指定し、研究に着手しました。
教員の授業力向上のための研修（希望研修・出張研修を含む）を年間計５６回行いました。
特別支援学校３校及び高等学校２校でのICT教育環境の更新、高等学校１校でのサーバーの増強、実物投影
装置の機器更新、教職員の増員に対応した校務用コンピュータの台数調整を行いました。
各校種における校務支援システムの活用状況について実態把握を行いました。

●

●
●
●

●

「川崎市立学校における教育の情報化推進計画」をもとに、新しい学習指導要領の内容を踏まえ、児童生徒
の情報活用能力の育成や教員の授業力向上、学校業務の効率化を目指します。

●

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

課題と今後の取組

事業計画

児童生徒の情報活用能力の育成に向
けた取組の推進

実施状況

教員のICT活用実践力育成のための
研修の推進

校務支援システムの検証及び安定的
な運用

小・中・高・特別支援学校のコン
ピュータ機器等の導入及び入替

「インターネット問題相談窓口」に
よる対応

「教育の情報化推進計画第２版」の
策定

施策４ 教育の情報化の推進

概要

　情報活用能力は、基礎的・基本的な知識・技能の確実な定着とともに、知識・技能を活用し
て行う言語活動の基盤となるものであり、「生きる力」を構成する重要な要素として、情報化
が進展した現代においては、ますますその向上が求められています。本施策では、社会で最低
限必要な情報活用能力を子どもたちに身につけさせるとともに、ＩＣＴの特性を活用した、よ
り学習効果の高い授業の実現に向けた取組を推進していきます。

事務事業名 教育の情報化推進事業

担当課 総合教育センター 関係課

事業の概要
　「教育の情報化推進計画」に基づき、ＩＣＴ機器整備や研修の充実を図り、児童生徒の情報
活用能力の育成、教員の指導力の向上、学校業務の効率化による教員の子どもとふれあう時間
の確保に取り組みます。

次世代型ICT環境を活用した実践の
検証・実践からの情報収集の推進
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●
●
●
●
●

幸高校（前商業高校）全日制普通科を開設し、施設の改修を予定通り実施しました。
商業高校定時制商業科を廃止し、川崎総合科学高校定時制商業科が開設しました｡
聴講生制度（4講座募集・3講座開講）、図書館開放日（250日）、市民開放講座（10回）を実施しました。
生徒が多様で専門的な学習をするため、外部講師による授業などを実施しました。
国の高大接続改革や県立高校改革の取組の情報を把握しながら、今後の高校改革に向けた研究を進めまし
た。

●

●

●

生徒や市民の多様な学習ニーズに応じるために、各校の特色を生かした魅力ある市立高等学校づくりを継続
していきます。
学校と地域との連携の重要性は高まっており、開かれた学校づくり推進のため、現状の事業内容を継続する
必要があります｡
「市立高等学校改革推進計画　第１次計画」における取組を検証評価するとともに、それを踏まえながら
「第２次計画」策定に向けた検討を継続して行います。

事業計画

商業高校定時制商業科の移管に向
け、川崎総合科学高校の必要施設の
改修等、環境整備

商業高校定時制商業科の川崎総
合科学高校への一斉移管

「市立高等学校改革推進計画　第２
次計画」の策定に向けての検討

担当課 指導課（元：教育改革推進担当） 関係課

事務事業名 魅力ある高校教育の推進事業

事業の概要
　「市立高等学校改革推進計画」に基づく取組を進めるとともに、「第２次計画」の策定に向
けた検討を進めます。
　生徒・保護者・市民のニーズに応じた魅力ある高校づくりを推進します。

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

課題と今後の取組

実施状況

商業高校全日制普通科の教育理念、
教育活動等の周知活動支援

商業高校全日制普通科の開設
必要施設の改修、環境整備

聴講生制度、図書館の開放、開放講
座の実施

専門学科の魅力づくりの推進

施策５ 特色ある高等学校教育の推進

概要

　グローバル化、情報化などの社会状況の変化に伴い、生徒の能力や適性、興味、関心、進路
希望等が一層多様化しています。本施策では、市立高等学校の生徒一人ひとりが、変化の激し
い社会においてたくましく生き抜くことに必要な「生きる力」を身につけることを目指し、中
高一貫教育の推進をはじめ、各校の特色を生かした多様な学習ニーズに対応する教育活動を推
進し、魅力ある市立高等学校づくりに向けた取組を推進していきます。
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●

●

中学・高校の教員ともに、他県市の実践の視察や研究会への参加などにより、中高一貫教育のあり方につい
て研究を推進しました。
中学・高校において、特色ある教育活動を推進するための研修を開催しました。
附属中学校の入学者の募集及び決定については、学校説明会（１８６２名参加）、入学志願者説明会（１０
７７名参加）などの説明会を開催し、５３５名が入学志願しました。

高い志を持って主体的に学び、将来国際社会で活躍する資質を身につけた生徒を育成するために、体験・探
究、ＩＣＴ活用、英語国際理解など、特色ある教育活動を体系的・継続的に推進していきます。
併設型中高一貫教育の課題とされる、中高の円滑な接続を視野に入れ、６年間の特色ある中高一貫教育を推
進していきます。

●

●
●

担当課 指導課（元：教育改革推進担当） 関係課

事業の概要

　市民のニーズに応える中高一貫教育の取組を推進します。
　川崎高校附属中学校入学者の募集及び決定に関する適正な業務に取り組みます。
　高い志を持って主体的に学び、これからの国際社会で活躍する資質を身につけた生徒を育て
ていくため、中高一貫教育校における6年間の体系的・継続的な、特色ある教育を推進しま
す。

事務事業名 中高一貫教育推進事業

課題と今後の取組

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

事業計画

中高一貫教育校外構工事完了、施設
全面供用開始

６年間の体系的・継続的な教育の研
究の推進

附属中学校入学者の募集及び決定

教員養成・研修等の人材育成の推進

実施状況
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児童支援活動推進校における
支援の必要な児童の課題改善
率

87%
（Ｈ２６）

参考指標
※ 基本政策の目標の達成度を評価する際に参考とするための数値であり、この数値のみをもって基本政策の成果とす
るものではありません。基本政策の評価は、事業の進捗状況等を踏まえて総合的に行います。

Ｈ２８

88%

目標値（Ｈ２９）Ｈ２９

97%90%

児童支援活動推進校において把握している支援の必要なすべての児童数に対して、その後の支援によって課題が改善及び改善傾向に
ある（６月時点）児童の割合【出典：川崎市教育委員会調べ】

指標名

90%

Ｈ２７実績値

　児童支援コーディネーターをすべての小学校で専任化したことで、支援が必要な児童の情報を集約・整
理し、より迅速に校内の教職員への共通理解を図ることができるようになりました。また、家庭訪問や電話
連絡が適切に行われたことで、不登校児童の見取りが丁寧に行われるようになるとともに、保護者との連
携が図りやすくなる等、学校全体の支援力・課題解決力が高まりました。

　医療的ケアを希望した１４名の児童生徒への看護師派遣の実施や、特別支援学校・通級指導教室が、
地域の小・中学校に助言・相談対応を行うセンター的機能の強化など、小・中学校における教育的ニーズ
に応じた児童生徒への支援の充実が図られました。

　スクールカウンセラーの全中学校への配置や、学校巡回カウンセラーの小学校・高等学校・特別支援学
校への派遣により、児童生徒の心のケアや学校の相談活動の充実を図りました。また、スクールソーシャ
ルワーカーを派遣することで、課題解決に向け関係機関と連携を図りながら支援を行うなど、問題行動等
の未然防止や早期対応につなげました。

　日本語を使った学校生活に不安がある児童生徒に対しての教育相談や、日本語指導等協力者の派遣
による初期の日本語指導などにより、児童生徒の日本語能力の向上を図るとともに、心のケアや、保護者
と学校の連携についての支援も行いました。

　これまで入学後の７月に支給していた新中学１年生への新入学児童生徒学用品費について、新入学準
備金として入学前の３月に支給時期を変更するとともに、高等学校奨学金の申請基準と採用基準の乖離
をなくし、申請基準を満たしたすべての生徒に奨学金を支給するなど、経済的理由により就学・修学が困
難な児童生徒への支援の充実が図られました。

基本政策Ⅲ 一人ひとりの教育的ニーズに対応する
達成
状況 A

政策目標

　すべての子どもがいき
いきと個性を発揮できる
よう、障害の有無にかか
わらず、一人ひとりの教
育的ニーズに適切に対応
していく教育（支援教
育）を学校教育全体で推
進します。

現状と課題
・特別支援学校や特別支援学級に在籍する児童生徒数が増加傾向にあ
り、また、障害も重度化、多様化しているため、指導に当たる教員の専
門性や学級経営力をいかに高めるかが課題となっています。

・通常の学級に在籍する特別な教育的ニーズのある児童生徒に対し、校
内支援体制のさらなる充実を図るとともに、高等学校においては、外部
機関及び支援人材の活用等による効果的な支援の在り方を検討する必要
があります。

・いじめの態様が年々変容し、新たな問題も生じる中で、学校、家庭、
地域において、いじめ防止への意識を高く保っていくことが求められて
います。

・不登校や貧困など、子どもが抱える今日的課題に対して適切な支援が
求められていることから、一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援を推
進します。

主な取組成果
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実績値 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

* 参考指標「いじめの解消率」及び「不登校児童生徒の出現率」については、出典もとの調査取りまとめの関係で、１年度前の数値
を記入しています。

3.47%

80%

90%

3.82%3.34%

0.41%

83.2%

91.8%

100%

100%

0.30%

78.7%

66.4%

87.1%

78.3% 77.9%

66.7%64.2%

3.65%

0%3.4%2.7%
（Ｈ２６）

76.8%

（Ｈ２６）

すべての市立小・中・高等学校数に占める、通常の学級に在籍する支援の必要な児童生徒に対して個別の指導計画を作成した学校の
割合【出典：川崎市教育委員会調べ】

児童支援活動推進校において把握しているすべての支援の必要な児童数に対して、その後の支援が実施できなかった（６月時点）児
童の割合【出典：川崎市教育委員会調べ】

個別の指導計画の作成率
（小・中・高等学校） 60% 65% 70%72%56%

（Ｈ２６）

60%

86.2%

（Ｈ２５）

（Ｈ２５）

目標値（Ｈ２９）指標名

0.34%
（Ｈ２５）

（Ｈ２５）

何らかの心理的、情緒的、身体的、あるいは社会的要因・背景により、連続又は継続して30日以上欠席した児童生徒数の割合（不登
校児童生徒数／全児童生徒数×100）【出典：市立小・中学校における児童生徒の問題行動等の状況調査結果】

65.8%

83.2%
いじめの解消率 *

小学校

中学校

「いじめはどんなことがあってもいけないことだと思う」と回答した児童生徒の割合【出典：全国学力・学習状況調査】

不登校児童生徒の出
現率 *

小学校

中学校

いじめが解消した割合（解消した件数／認知件数×100）【出典：市立小・中学校における児童生徒の問題行動等の状況調査結果】

いじめに関する意識

小６

中３

（Ｈ２６）

62.2%

0.52%0.38%

主な課題
　今後も、いじめ、不登校をはじめとするさまざまな課題に対して、校内支援体制の構築による組織的な支
援とともに、専門機関との連携による支援を総合的に推進することが必要です。

　特別支援学校や特別支援学級の在籍者をはじめ、支援を必要としている児童生徒が増加傾向にあり、
支援ニーズも多様化していることから、担当教職員の専門性の向上などにより、それぞれの児童生徒の状
況に応じた支援を充実させる必要があります。

　新小学１年生への新入学児童生徒学用品費の入学前支給（新入学準備金）についても、円滑に実施す
る必要があります。

4.5% 2.0%
児童支援活動推進校における
支援の必要な児童に対する支
援の未実施率（小学校）

3.48%

77.0%
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教育改革推進会議における意見内容

今後の取組の方向性

　いじめに対する子どもの意識については、児童会などにおいても子どもが自分たちでできることを考えな
がら取り組んでいくことが必要であり、学校としても、豊かな人間関係を育む「共生・共育プログラム」につ
いて、引き続き取り組んでいってほしい。

　特別な教育的ニーズのある児童生徒が増加していることや、配慮すべき内容も多様化・複雑化している
ことを把握することが大事であり、そのような現状把握ができていると思う。引き続き、現状把握をした上
で、コーディネーターの配置や日本語指導の必要な子どもへの支援などを進めていってほしい。

　教育の機会を確保する取組として、不登校については、単に学校に来ないことをいけないことと捉えず、
学校以外の居場所を整えることも重要であるため、適応指導教室のような取組は大事である。また、経済
的理由により就学が困難な児童生徒の保護者に対して就学援助を実施することも重要な取組の一つであ
る。

　いじめ・不登校の未然防止、早期発見・解決を図るため、「川崎市いじめ防止基本方針」に基づく取組を
進めるとともに、「かわさき共生＊共育プログラム」エクササイズ集（改訂版）に対応した職員研修の実施な
どの取組を進めます。また、警察や児童相談所等の専門機関と積極的に連携し、総合的な支援をしていき
ます。

　「第２期川崎市特別支援教育推進計画」に基づき、特別支援教育の対象児童生徒への支援を充実させ、
さらに障害の有無に関わらず、教育的ニーズのあるすべての子どもを対象に、一人ひとりに応じた適切な
支援を行います。

　適応指導教室での体験活動、ICTを活用した学習支援、フリースクール等との連携など、さまざまな取組
を通して児童生徒の自己肯定感を高め、登校支援を行うとともに、夜間学級での学び直しも含めて、一人
ひとりのニーズに応じた教育の機会を確保し、社会的な自立のための支援を行います。

　就学等支援事業において、平成31年度に新小学1年生となる就学予定者の保護者に対し、新入学準備
金として新入学児童生徒学用品費の入学前支給を実施します。
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課題と今後の取組

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

小学校６５校で児童支援
コーディネーターを専任化

児童支援コーディネーター
専任化の推進事業計画

実施状況

小学校全校（１１３校）で児童支援コーディネーターの専任化を実施しました。
また、全５回の児童支援活動推進会議や児童支援コーディネーター研修（全６回、うち２回は悉皆
研修）等の研修を実施し、外部機関との連携や、若手教員の育成など、コーディネーターが中心と
なった、適切な支援と教育の推進体制の構築を進めました。

●
●

全ての小学校において児童支援コーディネーターを核とした校内支援体制の整備をさらに促進する
ため、児童支援活動推進会議等によるコーディネーター間の情報共有や各種研修の実施等により、
教育的ニーズのある児童の支援の充実を今後も推進していきます。

●

担当課 指導課 関係課

事業の概要

　小学校における児童支援コーディネーター専任化により、ニーズに応じた
支援体制を構築し、外部機関との連携や幼保との連携・中学校への引継ぎ、
若手教員の育成など、小学校段階における早期の適切な支援と教育を実施し
ます。

支援教育の推進

　すべての子どもが必要な教育的支援を受け、できる限り同じ場で学ぶことを通
じて、学習に参加している実感・達成感を持ちながら、充実した時間を過ごす中
で助け合い、支え合って生きていく力を身につけることを目指します。

事務事業名

施策１

概要

児童支援コーディネーター専任化事業
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事業の概要

　第２期特別支援教育推進計画に基づき、特別支援教育を推進します。
　共生社会の形成をめざした支援教育の推進に向けたインクルーシブ教育シ
ステムを構築します。
　教育的ニーズに応じた多様な学びの場を整備します。
　小・中・高等学校における支援体制を整備します。
　教職員の専門性の向上を図ります。
　相談や保護者支援のあり方を検討します。

事務事業名 特別支援教育推進事業

担当課 指導課 関係課

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

支援教育の理念の理解促進

特別支援教育サポーターの
配置（120 名）

小・中・高等学校への状況
に応じた特別支援教育サ
ポーターの配置

事業計画

小・中学校通級指導教室の
課題への対応検討

入院・入所児童生徒や医療
的ケアを必要とする児童生
徒の学習支援の実施

児童思春期病棟入院児童生
徒への訪問指導の実施

小児がん等の入院児童生徒
への訪問指導の実施

中央支援学校高等部分教室
拡充等改修工事実施設計

中央支援学校高等部分教室
拡充等改修工事

拡充された中央支援学校高
等部分教室の供用開始

特別支援教育推進モデル校
（中学校）の報告会等で取
組の成果を発信

高等学校における特別支援
教育を推進するための検討
委員会の設置

高等学校における支援体制
の充実

専門職（自立活動教員）の
配置の検討

課題と今後の取組

実施状況

専門性を高めるための研修
の実施

サポートノートの効果的な
活用の推進

（仮称）こども心理ケアセ
ンター内学級の教育課程の
編成等開設準備

（仮称）こども心理ケアセ
ンター内学級の開設

特別支援教育サポーターについては、高校への拡充により、特別支援教育サポーター配置を21,310
回実施し、一人ひとりの子どもの状況に応じた支援の充実を図りました。
情緒関連通級指導教室全１０校にセンター的機能を担当する教員を配置し、小・中学校への支援を
実施しました。
小・中学校等に在籍する医療的ケアを必要とする児童生徒への支援については、最大週２回（１８
０分間）、希望した１４名に看護師訪問を実施するとともに、支援のあり方について検討を進めま
した。
教員の専門性を高めるため、特別支援学級担当者向け２０回、通級担当者向け２８回、特別支援教
育コーディネーター向け１３回の必修研修を実施しました。
専門職の配置については、理学療法士及び看護師を田島支援学校に、作業療法士を中央支援学校
に、言語聴覚士を聾学校に、それぞれ自立活動教員として配置しました。

●

●

●

●

●

医療的ケアを必要とする児童生徒については、児童生徒の状況に応じた支援を実施できるよう、よ
り一層の支援の充実に取り組んでいく必要があります。
通常の学級に在籍する教育的ニーズのある児童生徒の支援の充実を目的に、言語通級指導教室にお
いても専門性を生かした取組を推進します。
高等学校における特別支援教育の充実について、より一層取り組んでいく必要があります。
通級指導教室センター的機能を担当する教員や特別支援学校地域支援部の訪問等を通じて、教員の
指導力向上やサポートノートの効果的な活用のさらなる推進を図ります。

●

●

●
●
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●

●

市立中学校全５２校にスクールカウンセラーを配置し、小学校・特別支援学校へは学校からの要請
に応じて、市立高等学校全５校へ週１回程度計画的に、学校巡回カウンセラー７名を派遣し、課題
を抱えた児童生徒達への支援として、相談活動を行いました。
各区に１名以上（川崎区に２名。計８名）のスクールソーシャルワーカーを配置し、当該児童生徒
が置かれた環境への働きかけや関係機関とのネットワークの構築など、多様な手法を用いて課題解
決への対応を図りました。

● 学校における様々な相談のニーズに迅速かつ適切に対応するために、専門性を生かした相談体制を
維持・拡充する必要があります。今後も、学校や家庭において様々な課題を抱え生活している児童
生徒、保護者に対し、カウンセラーによる心理面からの支援、児童生徒が置かれている環境の調整
を行うスクールソーシャルワーカーによる支援を継続して取り組みます。また、組織的に関わるた
めの校内相談体制の充実を図り、地域・関係機関・関係部署との連携強化について取り組みます。

事業計画

実施状況

課題と今後の取組

各区１名のスクールソー
シャルワーカーの配置

市立小学校、高等学校への
学校巡回カウンセラー７名
の派遣

研究推進校での効果測定に
ついての検証

事業の概要

　スクールカウンセラーを市立全中学校に配置するとともに、市立小学校・
高等学校に学校巡回カウンセラーを派遣し、各学校で不登校やいじめの問題
への対応だけでなく、子どもたちの豊かな心を育むためにその活用を促進
し、充実させます。
　子どもが置かれている環境の調整を行うスクールソーシャルワーカーを各
区に１名配置し、関係機関との連携により問題の解決を支援します。
　組織的に対応する校内体制づくりや、地域や関係機関等との連携を推進
し、児童生徒理解・相談体制の充実を図ります。

課題と今後の取組

事務事業名

担当課 総合教育センター 関係課 教育改革推進担当

児童生徒指導・相談事業

実施状況

● プログラムの効果的な実践には教職員の理解や、継続のための校内体制づくり、エクササイズで学
んだことの日常化・定着化が必要なので、引き続き担当者研修会や要請訪問研修を行います。

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

市立全中学校へのスクール
カウンセラーの配置

担当課 教育改革推進担当 関係課

事業の概要

　豊かな人間関係を育む「かわさき共生＊共育プログラム」を実践し、いじ
め・不登校の未然防止等を図ります。
　「効果測定」の活用により、子どもへの理解を深め、児童生徒指導の充実
を図ります。

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９
各学校における「かわさき
共生＊共育プログラム」年
間６時間実施の推進

事業計画 年間３回、担当者研修の実
施

●
●

●

●

共生・共育担当者研修会を２回（４月、８月）開催しました。
指導者育成の充実のため、エクササイズ集の改訂を行うとともに、校内研修等（のべ３６回）を実
施しました。
研究協力校１７校において効果検証等の調査研究を行いました。研究協力校情報交換会を開催し、
学校での取組を支援しました。
いじめ、不登校等の未然防止と早期発見・解決のための「効果測定」の活用を推進しました。

事務事業名 共生・共育推進事業
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●

●

メンタルフレンド（ボラン
ティア学生）の募集及び配
置

実施状況

事業計画

市内６箇所の適応指導教室を、不登校の状態にある児童生徒が安全に安心して過ごす場所として、
また自分らしく居られる心の居場所として運営し、一人ひとりのニーズに応じた支援を行いまし
た。小集団による体験活動や学習活動等を通して、不登校の状態にある児童生徒の自尊感情を高め
ることや自主性を育むこと等、学校や社会への復帰につながる支援をしました。通級する児童生徒
の中で、年度途中に学校へ登校できるまでの状態に改善した者もおり、中学３年生は、就学・進学
等、進路を決定することができました。
平成２９年度は１３名のメンタルフレンド（学生ボランティア）が、通級している児童生徒の活動
支援を週１回程度行いました。

● 不登校の状態にある児童生徒の教育の機会として、また、安全に安心して活動できる居場所とし
て、市内６箇所の適応指導教室の運営を継続しながら、不登校の状態の改善に向けた機能をさらに
充実させる必要があります。学校をはじめとした関係諸機関等との連携を強化し、児童生徒の様態
や環境に応じた支援につながるよう取り組みます。

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

市内６箇所での適応指導教
室の運営

事業の概要

　不登校の児童生徒の居場所（安心安全感を得る場所）として適応指導教室
「ゆうゆう広場」を運営し、小集団による体験活動・学習活動の他、きめ細
やかな相談活動を通して、子どもたちの自主性の育成や、人間関係の適性・
自尊感情を高めることにより、状況の改善を図り、学校や社会への復帰につ
ながるように取り組みます。

事務事業名

担当課 総合教育センター 関係課

適応指導教室事業

課題と今後の取組
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実施状況

課題と今後の取組

●

●

●

●

●

海外帰国・外国人児童生徒に対する教育相談は年々増加する傾向にあり、それに伴い、日本語指導
等協力者の派遣件数も急激に増加しています。引き続き、児童生徒一人一人の教育的ニーズに対応
した支援を充実させていくために、日本語指導等協力者派遣事業の充実を図るとともに、特別の教
育課程による日本語指導体制づくりを進めていく必要があります。
日本語指導や学校生活への対応支援を充実させるために、今後も帰国・外国人児童生徒教育担当者
研修会、国際教室担当者連絡協議会を継続し、内容の充実を図ります。

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

担当課 総合教育センター 関係課

海外帰国・外国人児童生徒相談事業

事業の概要

　総合教育センターを中心に、区・教育担当、各学校と連携した相談・就学
体制づくりを進めます。
　日本語指導が必要な児童生徒に、日本語指導等協力者（学習支援員）を派
遣します。
　日本語指導が必要な児童生徒に対して、特別の教育課程による日本語指導
体制づくりを進めます。

事務事業名

海外帰国・外国人児童生徒
に対する教育相談の充実

事業計画

日本語指導等協力者の派遣
による、初期の日本語指導
及び中学３年生への学習支
援の推進

帰国・外国人児童生徒教育
担当者会の実施

国際教室（日本語教室）に
おける特別の教育課程の実
施に向けた準備

日本語指導が必要な児童生徒等の相談・就学体制づくりを進め、海外帰国・外国人児童生徒に対し
て教育相談を実施し、１７６名の相談活動を行いました。
初期の日本語指導及び中学３年生への学習支援として、日本語指導等協力者を新規に１８２名派遣
しました。
日本語指導や学校生活への対応支援を充実させるために、帰国・外国人児童生徒教育担当者研修会
を年２回（７月・１月）と、国際教室担当者連絡協議会（６月・１２月）を実施しました。

国際教室（日本語教室）に
おける特別の教育課程の実
施

小・中・特別支援学校にお
ける特別の教育課程の実施
に向けた検討
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課題と今後の取組

実施状況

事業計画

●

●

高等学校奨学金については、意欲、能力ある生徒が将来社会的に自立するために有効な支援策であ
るため、今後についても、申請基準を満たした生徒に対して奨学金を支給していきます。
大学奨学金については、国の奨学金制度と併用している方が多いことを踏まえ、引き続き国の動向
を注視するとともに、他都市の制度を調査・分析しながら見直しを視野に入れた検討を行います。

実施状況

奨学金認定・支給事務

就学援助・就学事務

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

全保護者への申請書の配布
及び申請意思の確認、所得
照会を行うことにより、援
助を必要とする対象者への
確実な援助費の支給

事務事業名

学齢簿のオンライン化準備 学齢簿のオンライン化

関係課

事業の概要
　経済的理由のため就学困難と認められる学齢児童又は生徒の保護者に対
し、必要な援助金を支給します。
　学校教育法等法令に基づき、学齢児童及び生徒の就学事務を行います。

●

●

●

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

高校奨学金及び大学奨学金
の制度見直し検討

事務事業名

事業の概要
　経済的理由のため修学が困難な高校生に対し、奨学金を支給します。
　経済的理由のため修学が困難な大学生に対し、奨学金を貸与します。

課題と今後の取組

担当課 学事課

事業計画

担当課 学事課

関係課

●

●

●

就学援助について、およそ１万人分の認定者への支給手続が、各小・中学校及び学事課の事務処理
として大きな負担となっているため、今後就学援助システムを導入することにより、就学援助の申
請手続の簡略化、認定・支給事務の円滑化・効率化を進めます。
これまで７月に支給していた新入学児童生徒学用品費について、平成３１年度に新たに小学校１年
生となる就学予定者の保護者に対しては、小学校入学前の３月に支給する予定です。
就学事務について、平成２９年１月から本稼働した「就学事務システム」により、事務の正確化・
効率化を推進します。

高等学校奨学金について、平成２９年度は、申請基準を満たした奨学生２２４名（入学支度金）、
７８０名（学年資金）を採用し、奨学金を支給しました。
大学奨学金について、平成２９年度の採用者１０名を含めた計３７名の奨学生に対し、奨学金を貸
付しました。また、政令指定都市を中心とした他都市の状況や課題を文書で照会し、制度見直しに
関する検討を進めました。

就学援助について、引き続き、全保護者への申請書の配布及び申請意思の確認を行うことにより、
援助を必要とする方への確実な援助費の支給を実施しました。
これまで７月に支給していた新入学児童生徒学用品費について、平成３０年度に新たに中学校１年
生となる児童の保護者に対して、中学校入学前の３月に支給しました。
就学事務について、平成２９年１月から、住民基本台帳システムと連携する「就学事務システム」
（学齢簿のオンライン化）の本稼働を開始し、事務の正確化・効率化を推進しています。

●

●
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参考指標

基本政策Ⅳ 良好な教育環境を整備する
達成
状況 A

政策目標

　スクールガード・リー
ダーや地域交通安全員を配
置し、地域におけるさまざ
まな危険から子どもたちを
守る取組や防災教育研究推
進校の取組を支援するな
ど、学校安全の推進を図り
ます。

　「学校施設長期保全計
画」に基づく取組を進め、
より多くの学校の教育環境
を早期に改善します。ま
た、トイレの快適化やエレ
ベータ設置によるバリアフ
リー化、学校施設防災機能
強化に向けた取組を推進
し、安全・安心で快適な教
育環境を整備します。

現状と課題

・登下校中の事件や事故、自然災害の発生など、子どもたちの安全を脅
かす事案が後を絶たない現状がある中で、子どもたちが安全に日々の生
活を送る基礎を培うとともに、安全で安心な社会作りに貢献する態度を
育てるため、学校教育活動全体を通じた安全に関する教育の充実や、地
域社会や家庭と連携した学校安全の推進に取り組んでいます。

・本市の学校施設の老朽化や、トイレの快適化などの新たな社会的要請
に対応することが求められている状況を受けて、平成２６年３月に「学
校施設長期保全計画」を策定し、老朽化対策と質的改善を併せて行う再
生整備と予防保全によって、学校施設の長寿命化と支出の縮減・平準化
を進めます。

・地域の避難所である学校の防災機能の強化を推進しています。

・本市の学齢人口は今後も増加傾向にあることから、児童生徒の増加に
的確に対応し、良好な教育環境を確保することが求められています。

主な取組成果
　登下校時の安全対策のため、スクールガード・リーダー２０名の配置や、地域交通安全員の９２箇所への
配置を実施しました。また、通学路安全対策会議を開催し、安全対策について要望のあった危険か所の改
善のためガードレールの設置や速度制限の設定などを実施し、学校安全の推進を図りました。

　各学校の防災力の向上を図るため、学校防災教育研究推進校を４校指定し、地震や火災のほか水害
や、土砂災害、不審者への対応など、学校や地域の実情に応じた防災教育を推進しました。

　学校施設長期保全計画に基づき再生整備と予防保全による改修工事を実施することにより、学校の教
育環境改善や施設の長寿命化を図るとともに、新たに校舎１４校、体育館１６校の設計に着手しました。ま
た、１３校について学校トイレの快適化を実施しました。

　小杉駅周辺地区における児童数の増加を受けて、小杉小学校の平成３１(２０１９)年度開校に向け工事
に着工するとともに、地域住民、保護者等と協議し、通学区域等を決定しました。

61.5% 69.5% 70.1%74.7%
エレベータ設置校数の割合
（小・中・高・特別支援学
校）

60.9%
（Ｈ２６）

※ 基本政策の目標の達成度を評価する際に参考とするための数値であり、この数値のみをもって基本政策の成果とす
るものではありません。基本政策の評価は、事業の進捗状況等を踏まえて総合的に行います。

目標値（Ｈ２９）Ｈ２９

75.8%75.8%

学校トイレ整備事業のトイレ快適化整備校（対象校　小学校91校・中学校41校）の割合【出典：川崎市教育委員会調べ】

指標名

70.5%

Ｈ２７実績値

トイレ快適化整備校数の割合 65.2%

Ｈ２８

59.8%
（Ｈ２６）

校舎増改築や既存校舎改修によるエレベータの設置校の割合【出典：川崎市教育委員会調べ】
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目標値（Ｈ２９）指標名 実績値 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

87.9%
（Ｈ２６）

56.2%
（Ｈ２６）

　地域交通安全員のように人を配置する方法とともに、危険か所を減らしていく取組も重要であるので、引
き続き、区役所や警察との綿密な調整を行ってほしい。

　主な取組成果から、学校防災教育研究推進校の指定、地震や火災のほか水害や、土砂災害、不審者へ
の対応など、学校や地域の実情に応じた防災教育を推進したことがわかる。市内全校がこのような防災教
育を行えるよう展開することが重要である。

教育改革推進会議における意見内容

体育館・格技室の吊り天井落下防止対策の実施校の割合【出典：川崎市教育委員会調べ】

防災教育研究推進の実施校の
割合（小・中・高・特別支援
学校）

77.0% 100% 100% 100%

防災教育研究推進の実施校の割合【出典：川崎市教育委員会調べ】

　通学路の危険か所を点検し、改善が必要な場所については関係機関と連携しながら、安全対策を進め
ます。また、スクールガード・リーダーや地域交通安全員を配置し、PTAや地域の方々と連携をとりながら、
登下校時の安全確保をはじめ、さまざまな危険から子どもたちを守る取組を進めます。

　学校防災教育研究推進校による先導的な研究の推進や、各学校の実態に応じた防災教育を推進し、学
校の防災力や子どもたちの防災意識の向上を図ります。

　子どもたちの健康面と関連性が高く、児童生徒や保護者等からのニーズも高いトイレ改修を加速化し、平
成３４（２０２２）年度末の完了をめざして、高等学校等を含めた本市のすべての学校においてトイレの快適
化を推進するなど、安全安心で快適な教育環境の整備を進めていきます。

主な課題
　子どもたちが危険を予測し、回避する能力を育成するとともに、登下校時の交通事故など地域におけるさ
まざまな危険から子どもたちを守るため、関係機関と連携し安全対策を進めていくなど、引き続き安全教育
と安全管理の両面から取り組む必要があります。

　熊本地震、鳥取中部地震、九州北部豪雨災害等、大きな災害が続いていることや、水防法、土砂災害法
の改正への対応などが求められていることから、学校の防災機能強化に向けた取組を推進することが必
要です。

　児童生徒や保護者等からのニーズが高いトイレの快適化については、改修を加速化させるとともに、学
校施設長期保全計画に基づき、計画的に施設整備を実施する必要があります。

体育館・格技室の吊り天井落
下防止対策の実施校の割合
（小・中・高・特別支援学校）

100% 100% 100% 100%

校舎・体育館の再生整備の設計着手校の割合【出典：川崎市教育委員会調べ】

今後の取組の方向性

14.1% 23.5% 28.2%

41.7%41.7%31.3%

校舎

体育館

再生整備の設計着手
校の割合（築31年以上
（平成25年４月１日基準
日）の小・中・高・特別支
援学校　校舎85校、体育館
48校）

9.4%9.4%
（Ｈ２６）

10.4%
（Ｈ２６）

20.8%
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

事業計画

スクールガード・リーダーを２０人
配置

スクールガード・リーダーの配置

通学路安全対策会議での議論を踏ま
えた危険箇所の改善を推進

防災教育研究推進校による先導的な
研究を推進するとともに、各学校の
実態に応じた防災教育を推進

学校防災担当者の研修を開催し、学
校防災力の向上を推進

実施状況

地域交通安全員を９８箇所配置 地域交通安全員の適正配置

担当課 関係課

事業の概要
　スクールガード・リーダーや地域交通安全員の配置、通学路の交通危険箇所の解消・改善に
取り組み、学校の安全対策を推進します。
　防災教育研究推進校の指定や学校防災担当者の研修を充実させ、防災教育を推進します。

学校安全の推進

　学校安全を推進するためには、安全教育と安全管理の両面からの取組が大切であり、学校の
教育活動全体を通じた計画的・組織的な活動として、子どもたちの安全確保に取り組むことが
求められています。本施策では、スクールガード・リーダーや地域交通安全員を配置し、地域
におけるさまざまな危険から子どもたちを守る取組を推進します。また、防災教育研究推進校
を指定する等により各学校の防災力の向上を図るとともに、教育実践を通して、子どもたちの
防災意識を高めます。

事務事業名

施策１

概要

学校安全推進事業

健康教育課

通学路における交通危険箇所への社会的なニーズは高く、水防法や土砂災害法の改正への対応など、防災教
育の必要性も高いことから、事業を着実に推進していく必要があります。

●
●
●
●

●

スクールガード・リーダーを20名配置しました。
子どもたちの見守り活動を実施する地域交通安全員を91箇所に配置しました。
通学路安全対策会議を開催し、学校から安全対策について要望のあった危険箇所の改善を実施しました。
学校防災教育研究推進校を４校指定し、学校防災担当者の研修を４回開催しました。

課題と今後の取組
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築後２０年以下の予防保全の校舎２
校・体育館２校設計着手

築後３１年以上の再生整備の校舎８
校・体育館５校設計着手

築後３１年以上の再生整備の体育館
５校設計着手

事業の概要
　既存学校施設の改修等の再生整備手法により、より多くの学校の教育環境改善を図るととも
に、老朽化対策、質的改善、環境対策による長寿命化を推進します。また、計画的に予防保全
を実施します。

施策２ 安全安心で快適な教育環境の整備

概要
　｢学校施設長期保全計画｣に基づき、学校施設の老朽化対策、質的向上、環境対策等を改修に
よる再生整備と予防保全により実施し、長寿命化を推進します。また、学校施設利用者のニー
ズの高いトイレの快適化やエレベータ設置によるバリアフリー化を図ります。天井等の非構造
部材の耐震化等、避難所機能強化に向けた取組を関係局と連携の上、推進します。

事務事業名

担当課 関係課

学校施設長期保全計画推進事業

Ｈ２８ Ｈ２９

教育環境整備推進室

Ｈ２７

築後２１年以上の再生整備の校舎４
校・体育館９校設計着手

事業計画

校舎再生整備モデル校２校工事

課題と今後の取組

再生整備及び予防保全の実施

築後３１年以上の再生整備の校舎８校・体育館５校の設計に着手しました。
築後２１年以上の再生整備の校舎４校・体育館９校の設計に着手しました。
築後２０年以下の予防保全の校舎２校・体育館２校の設計に着手しました。
再生整備及び予防保全の改修工事を実施しました。

●
●
●
●

●
●
学校施設長期保全計画に基づき、計画的に再生整備と予防保全を実施します。
設計・工事が輻輳していく状況においても、個別課題への対応を踏まえながら計画的に取組を進めていきま
す。

築後３１年以上の再生整備の校
舎８校・体育館５校設計着手

築後２１年以上の再生整備の校舎４
校・体育館９校設計着手

築後２１年以上の再生整備の校
舎４校・体育館９校設計着手

築後２０年以下の予防保全の校舎２
校・体育館２校設計着手

築後２０年以下の予防保全の校
舎２校・体育館２校設計着手

実施状況
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学校トイレについては、７校２３箇所で工事を実施しました。また、学校施設長期保全計画においても６校
でトイレの快適化を実施しました。
エレベータについては、９校に設置しました。
緑のカーテンについては、７校に設置しました。

●

●
●

教育環境整備推進室担当課 関係課

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

　教育環境の向上を目指し、トイレの快適化やバリアフリー化、エコスクール化を進めます。
また、地域の防災力の向上のために、非構造部材の耐震化など、学校施設の防災機能の向上に
向けた取組を推進します。

事務事業名 学校施設環境改善事業

事業の概要

学校トイレの環境整備（７校、２３
箇所）

学校トイレの環境整備（７校、２５
箇所）

事業計画
緑のカーテン設置（９校）

既存校のエレベータ設置（５校） 既存校のエレベータ設置

教育環境整備推進室

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

学校施設・設備の保守・点検や維持
管理、補修などの実施

● 学校施設・設備の保守・点検・維持管理に関する各種業務について、適切に各専門業者に委託することによ
り、快適な教育環境の維持・管理を図るとともに、学校からの申請に基づき適切に営修繕を実施し、児童生
徒が安全に学校生活を送れるよう、設備機能の維持・向上を図りました。

● 高度成長期に整備された各施設・設備インフラの老朽化が進んでいることに加え、人件費等の管理コストも
年々上昇しており、限られた予算の中で効率的かつ安全で快適な教育環境の維持管理を図っていくことが求
められています。

課題と今後の取組

事務事業名 学校施設維持管理事業

吊り天井の落下防止対策（体育館１
校・対策完了、格技室１８校・対策
完了）

実施状況

● 学校トイレの快適化及びエレベータについては、計画的に工事を実施するとともに、学校施設長期保全計画
においても整備を推進していきます。

課題と今後の取組

事業計画

担当課 関係課

事業の概要 　学校施設・設備の保守・点検や維持管理、補修などを計画的に実施します。

実施状況
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　児童生徒の増加に的確に対応した教育環境整備を実施します。
　各学校の将来推計値に基づき、学校や地域の実情を踏まえ、教室の転用、校舎の増改築、新
校設置、通学区域の見直し等の対応策を検討し、良好な教育環境の維持に努めます。

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

事業計画

概要
　将来人口推計を踏まえ、児童生徒の増加傾向を注視しながら、住宅開発・人口動態を捉
えた児童生徒推計を算出し、特に増加地域においては、通学区域の変更や一時的余裕教室
等の普通教室への転用、校舎の増築、小学校の新設等を計画的に行います。

事務事業名 児童生徒増加対策事業

担当課 企画課 関係課 教育環境整備推進室

小杉駅周辺地区の小学校新設に向け
た取組の推進

新川崎地区の小学校新設に向けた取
組の推進

●

●

●

新川崎Ｆ地区については、引き続き、地区の開発動向に注視していくとともに、地権者との協議を継続して
行っていく必要があります。
開発状況調査等の調査結果に基づき児童生徒数の推計を算出し、状況を注視していくとともに、地域ごとの
対応策を検討し、校舎増築や学校新設等について計画的に実施していきます。
児童生徒の増加に伴い学級数が増えていることから、良好な教育環境確保のための的確な対応が求められて
います。

実施状況

課題と今後の取組

子母口小・東橘中の合築工事の実施

久末小校舎増築・体育館改築の実施

御幸小・大師中・富士見中・白鳥中
校舎増築の実施

●

●

●
●

小杉駅周辺地区については、小杉小学校の工事着工、通学区域の決定等平成３１年４月の開校に向けた取組
を推進しました。
新川崎Ｆ地区については、開発動向の分析を行うとともに、学校建設予定地に係る地権者との協議を行いま
した。また、開校予定時期の検討を行い、開校に向けたスケジュールを見直しました。
校舎増築等の設計・工事等については、計画どおり実施できました。
児童生徒急増地域等においては、開発状況調査等を実施して児童生徒数の推計を算出し、動向に応じた対応
策の検討を行いました。

下小田中小・末長小・西梶ヶ谷小校
舎増築の実施

児童生徒数の動向等に応じて地域ご
との対応を検討

施策３ 児童生徒増加への対応

古川小・下沼部小・臨港中校舎増築
の実施

事業の概要
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参考指標

基本政策Ⅴ 学校の教育力を強化する
達成
状況 B

政策目標

　学校が保護者、地域と連
携しながら、地域の教育資
源や人材を活用し、子ども
や保護者、地域の実態に応
じた創意工夫ある教育活動
を進め、特色ある学校づく
りを推進します。

　ライフステージに応じた
研修や教育実践等を通じて
教職員一人ひとりの資質能
力を高めるとともに、その
力を組織的に機能させ、学
校の教育力を高めます。

現状と課題

・地域に根ざした特色ある教育活動を行うため、各学校に設置されてい
る学校教育推進会議や学校運営協議会など、家庭・地域との連携による
教育活動の継続、充実が求められています。

・教育課題の解決を図るために、各区・教育担当を中心にきめ細やかな
学校支援を行うとともに、教職員が授業研究や児童生徒と向き合うため
の時間を確保するため、業務の効率化等に取り組む必要があります。

・学校全体の教育力の向上を目指して、教職員のライフステージに応じ
た研修の充実やミドルリーダーとしての中堅職員の育成など、学校の組
織力の強化に取り組んでいます。

・平成29年度からの県費負担教職員の給与負担・定数決定等の権限移譲
に向けた準備を進め、移譲後の学校運営体制のあり方について検討を進
めています。

主な取組成果
　学校・家庭・地域社会が連携しながら、特色ある学校づくりを推進するため、学校運営協議会設置校（コ
ミュニティ・スクール）の運営を支援するとともに、コミュニティ・スクール以外に設置されている学校教育推
進会議の活性化を図りました。また、コミュニティ・スクール連絡会やコミュニティ・スクール・フォーラムの開
催、コミュニティ・スクール・ガイドの作成・配布を通して、各コミュニティ・スクールの特色ある取組の共有や
実践成果の普及・啓発が図られました。

　各区・教育担当による学校訪問等を通して、学校運営への支援や、学校間及び学校と地域の連携強化
が図られたほか、突発的な事案等に対しても、関係機関等と適切に連携することにより、学校や家庭・地
域においてますます多様化・複雑化しているニーズに対して迅速かつ適切な対応が図られました。

　教職員一人ひとりの資質を高めるため、ライフステージに応じた悉皆研修を実施することで、若手及び中
堅教員を中心とした資質の向上を図るとともに、教職員が抱える今日的課題を取り上げた特設研修の内
容については、参加者の約９５％が「校内で活用している」または「これから活用する状況である」と回答し
ており、教職員一人ひとりの教育力を高めることができました。また、改正教育公務員特例法に基づき、教
員等育成指標を策定し、翌年度以降の研修体制の見直しの基礎をつくりました。

　創意と活力に溢れた優秀な人材を確保するため、全国の教員養成系大学や市内外での採用説明会を
開催するとともに、九州地方（熊本大学）においても１次試験を実施し、３７名が受験、うち７名が新規採用
となりました。

98.3% 98.8% 100%97.6%学校の組織・チーム力

※ 基本政策の目標の達成度を評価する際に参考とするための数値であり、この数値のみをもって基本政策の成果とす
るものではありません。基本政策の評価は、事業の進捗状況等を踏まえて総合的に行います。

目標値（Ｈ２９）Ｈ２９

89%92.7%

学校全体の学力傾向や課題について、全教職員の間で共有している【出典：全国学力・学習状況調査】

93.3%
(Ｈ２６)

87.3%

Ｈ２７実績値

学校における教育活動や様々な活動に保護者や地域の人の参加を得ている【出典：全国学力・学習状況調査】

指標名 Ｈ２８

83%
(Ｈ２６)

地域の教育資源や人材を活用
した特色ある学校づくり 85.9%
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教職員の資質向上、学校の組
織・チーム力 95.9% 97.6%93.9%

指標名 実績値 Ｈ２７ Ｈ２８

(Ｈ２６)

　「地域とともにある学校づくり」として、各学校が保護者や地域の方々の理解と参画を得て、創意工夫しな
がら特色ある教育活動に取り組めるようコミュニティ・スクールや学校教育推進会議等の活用推進を図りま
す。

　区・教育担当を中心にきめ細やかに学校を支援することにより、困難を抱える子どもの小さなサインも見
逃さない支援体制づくりを推進します。

　教職員の業務の効率化や円滑な学校運営に向け、業務内容等の検討を行うとともに、教職員の勤務実
態調査の結果に基づき、学校業務の効率化等による教職員の働き方・仕事の進め方改革に向けた取組を
推進します。

　教員同士の学び合いを促進し、日常の授業研究の充実や校内研修の活性化を図り、教員の授業力向上
に向けた取組を進めます。

主な課題
　「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の改正に伴い努力義務化された学校運営協議会の設置
について、本市での取組内容を検討していく必要があります。

　今後も、区・教育担当が関係機関と相互連携を図り、学校運営への支援や学校と地域との連携強化を進
める必要があります。

　教職員の働き方改革が求められる中、学校に求められる役割が拡大する状況において、新たな教育課
題等に対応するためには、教員が授業や学級経営、児童生徒指導等の本来的な業務に一層専念できる
よう、学校運営体制の再構築に向けた取組が必要です。

　改正教育公務員特例法に基づいて設置した教員等育成協議会を有効に活用し、教職員に求められる資
質・能力を効果的に向上させる研修体制の構築が必要です。

95.8%

教育改革推進会議における意見内容

今後の取組の方向性

　すでにある地域教育会議、コミュニティ・スクール、学校教育推進会議等の仕組みを活用し、学校、家庭、
地域が協働する環境づくりが重要である。

　全国的にも話題になっている教員の長時間勤務を改善するため、会議の精選や校務支援システムによ
る効率化など、教職員の働き方改革を進めていく必要がある。

　学校現場の年齢構成が以前と比べて、経験年数１０年未満の若手が多くなっていることを踏まえ、教員
同士の協力やOJTの充実を図ることが重要である。

教職員は、校内外の研修や研究会に参加し、その成果を学校教育活動に積極的に反映させている【出典：全国学力・学習状況調査】

Ｈ２９ 目標値（Ｈ２９）

97%
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担当課 関係課

事業の概要

　学校教育推進会議の充実を図るとともに、学校・家庭・地域社会が一体となって学校運営に
取り組む学校運営協議会（コミュニティ・スクール）を各区に指定し、その取組成果を他の学
校に波及させるなどにより、学校・家庭・地域社会が連携して、より良い教育の実現を目指し
ます。

学校運営の自主性、自律性の向上

　各学校が保護者や地域の方々の理解と参画を得ながら、創意工夫に基づく特色ある教育
活動に取り組めるよう、学校教育推進会議や学校運営協議会制度、学校評価、夢教育２１
推進事業等の活用の推進を図ります。
　学校が抱えるさまざまな課題を地域社会との連携を強化して解決していくために、区に
おける教育支援を充実します。

事務事業名

施策１

概要

地域等による学校運営への参加促進事業

教育改革推進担当

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

事業計画

地域に開かれた信頼される学校づく
り、地域の創意工夫を活かした特色
ある学校づくりを目指した学校運営
の推進

学校運営協議会の運営支援（１０
校）

コミュニティ・スクール連絡会、コ
ミュニティ・スクール・フォーラム
等の開催

取組成果をまとめたパンフレットの
作成

実施状況

●

●

●
●

●

学校運営協議会の開催や委員の任免に係る事務を適切に行い、運営を支援しました。
コミュニティ・スクール連絡会、コミュニティ・スクール・フォーラムを開催し、実践成果の普及・啓発を
行いました。
コミュニティ・スクールの取組成果をまとめたパンフレットを作成・配布し、実践成果の普及・啓発を行い
ました。

課題と今後の取組

「地域とともにある学校を創る」取組をさらに推進し、学校・家庭・地域が一体となった学校運営をさらに
充実させるため、コミュニティ・スクールを含めた地域の様々な取組をきめ細やかに支援していきます。
引き続き学校運営協議会の円滑な運営を支援するとともに、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改
正を踏まえ、川崎らしい学校運営協議会制度の在り方を研究していきます。
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担当課 関係課 生涯学習推進課

事業の概要
　各区に配置した区・教育担当を中心に、区役所と連携しながら、学校と地域、関係機関との
連携強化や学校へのきめ細やかな支援を推進します。

事務事業名 区における教育支援推進事業

教育改革推進担当

事務事業名 地域に開かれた特色ある学校づくり推進事業

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

区における教育支援の推進
①学校運営全般に対する支援
②学校間及び学校と地域の連携強化
③地域諸団体・機関との連携強化に
よる子ども支援の推進

事業計画

●

●

学校訪問等を通して学校運営状況を把握し、教育活動の工夫・改善や学校評価の充実等、必要な支援を行い
ました。
「区・学校支援センター」による学校支援協力者の登録・学校への紹介等の取組を推進しました。

● 複雑化・多様化するニーズに対応するため、区役所と連携しながら、学校と地域との連携強化や学校へのき
め細やかな支援を推進します。

課題と今後の取組

　各学校の創意工夫を活かした教育活動の充実を図るため、地域人材の活用や学校の自主性、
自律性を高めるなど、特色ある学校づくりを進めます。また、学校の取組を自主的・自律的に
改善するための仕組みとして学校評価を推進していきます。

課題と今後の取組

事業計画
学校評価の推進

●

●

学校運営は地域と密接につながっており、各々の地域に見守られながら学校独自の特色を有効に生かす必要
があることから、特色ある学校づくりを一段と推進していきます。
各校の特色や学校経営計画に沿った教員を学校相互に募集する「教員公募制」を継続的に実施することによ
り、一層の利用促進を図っていきます。

学校教育ボランティアの活動の支援

指導課

教員公募制の実施

●
●

●

各校の地域性、個性を生かし、創意工夫に富んだ特色ある学校づくりを推進しました。
教育ボランティアコーディネーターを小学校１０９校、中学校２７校、特別支援学校３校に配置し、学校教
育活動全般を支援しました。
教員公募制を実施し、小学校２８校、中学校６校に各１名を応募者の中から配置しました。

実施状況

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

「区・学校支援センター」による取
組推進

担当課 関係課 教育改革推進担当・教職員課(H29:教職員人事課)

事業の概要

実施状況

「夢教育２１推進事業」等を活用し
た、特色ある学校づくりの推進
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事務事業名

担当課 関係課 庶務課

学校の管理運営支援事業

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

事業の概要

　学校の円滑な管理運営を支援する取組を進めます。
　各学校毎に立案した学校運営計画や環境整備計画を実行するため予算調整制度を実施しま
す。
　効果的な理科教材の整備、また、高等学校の実習等に必要な指導教材の整備を進めます。

学事課

●
●

●
●

●

学習効果向上のための理科教材等の
整備

事業計画

学校法律相談の実施

各学校の学校運営計画等に沿った予
算調整制度の実施による予算の適正
措置

学校業務効率化の促進に向けた学校
業務検討委員会の実施

実施状況

課題と今後の取組

●

●

学校業務検討委員会等により、教育委員会事務局及び学校が共通認識等をもって業務の効率化に向けた取組
を進めていきます。
各学校の運営計画に沿った予算配当を行うことにより、特色のある学校づくりや、児童生徒の教育環境の整
備を推進するため、今後も継続して本事業に取り組んでいきます。

学校向けに行っている調査・照会等を把握し、業務改善へ向けた検討を進めました。
市立学校教職員の勤務時間等の実態及び勤務状況に関する意識を把握するため、教職員の勤務実態調査を実
施しました。
学校法律相談を計２１回行いました。
各学校の運営計画に沿った効率的・効果的な予算とするため、予算調整制度を活用し、学校毎に特色のある
予算配当を実施しました。
理科教材整備計画や産業教育の充実を図るため、効果的に整備ができるような予算配当を実施しました。
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Ｈ２８ Ｈ２９
ライフステージに応じた悉皆研修の
充実

総合教育センター

Ｈ２７

課題と今後の取組

教職を目指す人のための「輝け☆明
日の先生の会」の充実

事業計画

担当課

●

●
●

●

●

●

●

今年度策定された教員等育成指標に基づき、ライフステージに応じた悉皆研修や特設研修をはじめとする希
望研修の見直しを図り、教職員研修の充実に努めます。
平成１９年度から実施している拡大要請訪問は各学校の授業改善や教育課程編成の取組等の支援として効果
を上げています。今後も引き続き実施するとともに、授業後に行う教職員に対する分科会の時間を十分にと
り、具体的な指導をより充実したものにし、授業力向上に取り組みます。

リクエスト研修の充実

実施状況

ライフステージに応じた悉皆研修を計画通り実施し、特に若手及び中堅教員の資質向上に資する研修内容の
充実を図りました。
希望研修の充実を図るために、教職員が抱える今日的課題を取り上げた特設研修を５講座実施しました。
各学校の教育課程の編成や授業力向上に向けた校内研修や研究を支援するために、指導主事をチームで派遣
する拡大要請訪問を２４校で実施しました。
各学校からの依頼、希望を受け、学校とセンターが協働して作っていくリクエスト研修に、計１０５回延べ
２９７４人が参加しました。
本市の教職を目指す大学生、臨時的任用教員、非常勤講師など１２７人を対象に、教員としての資質や指導
力向上を目指した「輝け☆明日の先生の会」をNPO法人に事業を委託して実施しました。

特設研修をはじめとする希望研修の
充実

拡大要請訪問の充実

事務事業名

関係課

教職員研修事業

事業の概要

　子どもたちと共に学び続ける教員であるために、ライフステージに応じた教職員研修を推進
します。
　特に、学校全体の教育力向上を目指して、若手教員の資質向上とミドルリーダー育成の充実
を図ります。

施策２ 教職員の資質向上

概要

　採用に関する広報活動の充実を図り、試験方法等を改善し、人間的魅力を備え、創意と活力
に溢れた人材を確保します。教職員が研修・研究に取り組む時間の確保に努めるとともに、ラ
イフステージ研修、校内研修の充実など、様々な研修機会を活用して、資質・指導力の向上を
図ります。
  県費負担教職員の給与負担・定数決定等の権限移譲について、円滑な移行に向けた準備と移
譲後の本市が目指す学校教育の取組の実現に向けた検討を進めます。
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課題と今後の取組

● 引き続き、教職員採用に関する広報活動を充実させるとともに、試験方法等について検討改善を加え、創意
と活力に溢れた魅力的な人材の確保を図ります。

事業の概要
　学校における教育活動の質的向上を図る人事評価及び管理職登用制度を推進し、人事異動方
針に基づいた教職員の意欲を引き出す人事異動を実施します。

事務事業名

関係課

担当課 関係課

事業計画

教職員の選考・任免業務

教職員の人事・定数配置業務

事務事業名

管理職登用制度及び人事異動方針に
基づく職員配置の実施

教職員人事課（元：教職員課）

課題と今後の取組

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

事業計画

第一次試験の効果的・効率的な実施

特別選考試験及び大学推薦制度の実
施

大学及び一般会場における説明会の
実施

次年度に向けた試験内容の検討・改
善

担当課

●

●

●

人事評価制度については、制度の目的や評価手法等について周知を図り、客観的で公正な制度運用を行いま
した。
管理職登用制度については、意欲ある若手教員などから管理職登用を進めるため｢チャレンジ教頭選考」を
実施しました。
職員配置については、人事異動方針に基づき全市的な視野にたった人事異動を実施し、適材適所の職員配置
を図りました。

引き続き、学校における教育活動の質的向上を図る人事評価制度及び管理職登用制度を推進し、人事異動方
針に基づき教職員の意欲を引き出す人事異動を実施します。

●

●
●

全国の主な教員養成系大学及び市内外８箇所の一般会場において採用説明会を開催しました。
九州地方（熊本大学）において１次試験を実施し、３７名が受験、うち７名が新規採用となりました。

教職員人事課（元：教職員課）

実施状況

実施状況

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

人事評価制度の適正な運用の実施

事業の概要
　教職員採用に関する広報活動を充実させるとともに、試験方法や試験対象等について検討改
善を加えながら、創意と活力に溢れた優秀な人材の確保を図ります。
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課題と今後の取組

事業の概要
　本市における教育の振興に資するため、校長会や各教科の研究団体など、主体的に事業を
行っている各種教育研究団体の活動を支援します。

事務事業名 教育研究団体補助事業

団体の活動支援

Ｈ２８ Ｈ２９

事業計画

実施状況

Ｈ２７

担当課 指導課 関係課

● 教職員が主体的に研鑽を積むことで自身の能力を高め、本市教育活動の振興の一助とするよう補助金を交付
しました。

● 各種教育研究団体の活動から得られる様々な情報や研究成果は、本市の教育活動の振興に非常に有益ではあ
りますが、公費負担につきましては、申請内容、団体の状況等と併せて、可能な範囲で予算調整を行い、今
後も引き続き適正な額を交付していきます。
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23,253人

Ｈ２７実績値

家庭教育関連事業の参加者数 23,378人

Ｈ２８

20,888人
（Ｈ２５）

※ 基本政策の目標の達成度を評価する際に参考とするための数値であり、この数値のみをもって基本政策の成果とす
るものではありません。基本政策の評価は、事業の進捗状況等を踏まえて総合的に行います。

目標値（Ｈ２９）Ｈ２９

21,000人26,041人

教育文化会館・市民館・分館で実施する家庭・地域教育学級、ＰＴＡ等の企画する家庭教育学級、その他家庭教育関連事業で悩みや
不安が解消・軽減した人の割合※事業参加者を対象に平成２７年度からアンケート実施予定【出典：川崎市教育委員会調べ】

教育文化会館・市民館・分館で実施する家庭・地域教育学級、ＰＴＡ等の企画する家庭教育学級、その他家庭教育事業の参加者数
【出典：教育文化会館・市民館活動報告書】

指標名

― 91.4% 92.4% 平成27年度
実績の５％増

（96.4％）

95.6%
家庭教育関連事業を通じて悩
みや不安が解消・軽減した割
合

参考指標

基本政策Ⅵ 家庭・地域の教育力を高める
達成
状況 A

政策目標

　各家庭における教育や、
地域による子どもや若者の
育ちを支える取組を支援す
るとともに、地域の様々な
大人が子どもたちの教育や
学習をサポートする仕組み
づくりを進めることによっ
て、大人も子どもも学び合
い、育ち合うための環境づ
くりや、子どもたちが地域
の一員として夢や希望を
持って豊かに育つことがで
きる環境づくりに取り組ん
でいきます。

現状と課題

・核家族化の定着や地域社会の変化により、親子の育ちを支える人間関
係が弱まっている中で、家庭教育について地域全体で考え、支えあって
いく基盤づくりが必要となっています。

・家庭教育を支援する取組に参加できない家庭や、時間的・生活的に余
裕がなく家庭教育を十分に行えない家庭などへのアプローチとして、
様々な主体と連携し、新たな方策を講じていくことが求められていま
す。

・学校・家庭・地域の連携を推進し、地域の教育力の向上を図る自主的
な活動組織である地域教育会議の更なる活性化に向けた取組を充実させ
ていく必要があります。

・地域全体で子どもの育ちを支え、多世代で学びあう拠点作りを進める
「地域の寺子屋事業」のほか、地域に根ざす団体との連携を図りなが
ら、地域の教育力を高める取組を推進しています。

主な取組成果
　寺子屋の運営を担う人材や事業をサポートする人材を確保するため、寺子屋先生養成講座や寺子屋
コーディネーター養成講座、寺子屋同士の情報交換会を開催しました。また、地域全体で子どもたちの育
ちを見守り、多世代が学び合う、地域の寺子屋を３８か所に拡充しました。こうした取組の結果、まちで寺子
屋先生と子どもたちが出会った時に挨拶しあえるような関係が生まれており、確実に子どもたちと地域の
大人との関わりが増えています。

　各行政区・各中学校区に設置されている地域教育会議の活性化に向けて、リーフレットや研修用DVDを
作成したほか、研修会を開催するなど、地域の教育力の向上につなげられるよう各地域教育会議の活動
を推進しました。

　市民館等における家庭・地域教育学級、PTAによる家庭教育学級、家庭教育事業を円滑に進めることを
目的とした家庭教育推進連絡会や企業等との連携による家庭教育支援講座を開催するなど、家庭教育等
に関する悩みや不安の解消につなげる取組を実施し、家庭の教育力の向上を図りました。
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135回
（Ｈ２５）

76.2%
（Ｈ２６）

87.6%
（Ｈ２６）

地域教育会議が開催する「教育を語る集い」等の事業において、「子どもや地域のことを考えるきっかけとなった」と答えた参加者
の割合【出典：川崎市教育委員会調べ】

地域の寺子屋事業に参加する
児童の意識の変化 90.7% 88.6% 91.9% 92%

教育改革推進会議における意見内容

今後の取組の方向性

　子どもたちが意見を表明したり、社会参加をする機会を設けることは、子どもたちの成長のために重要な
ことであるとともに、そのような機会を地域教育会議のような地域主体で設けることが、学校と地域の協働
につながる。

　家庭教育については、仕事を持つ保護者等、受講が難しい場合が多いと思われるため、そのような受講
が難しい要因や受講してもらうために整えるべき条件等を把握する必要がある。

ＰＴＡ・企業・子育て関連部署等と連携して実施した家庭教育関連事業の開催数【出典：川崎市教育委員会調べ】

ＰＴＡ・企業等多様な主体と
連携して実施した家庭教育関
連事業数

159回 172回 150回

　子ども会議や地域教育会議の活動をはじめとして、学校と地域が連携して、子どもたちの意見表明と社
会参加を促進し、地域の一員としての自覚を育みます。

　企業等との連携による家庭教育事業の実施など、仕事を持つ保護者のほか、これまで各種事業を受講
できなかった家庭の方々が学べる機会や場を提供します。

　「地域の寺子屋事業」について、全小・中学校への展開に向けて取組を推進します。地域の多様な大人
との関わりの中で、子どもたちの学ぶ意欲の向上や豊かな人間性の形成を図るとともに、多世代で学ぶ生
涯学習を推進します。

主な課題
　地域の寺子屋事業の拡充のためには、引き続き、事業の運営を担う団体や人材、活動をサポートする人
材を確保することが必要です。

　地域の教育力向上のため、各地域教育会議の活動を活性化させる支援を、継続して行う必要がありま
す。

　仕事を持つ保護者のほか、これまで各種家庭教育事業を受講できなかった家庭に対し、学べる機会や
場の提供をするため、企業等の様々な主体と引き続き連携し、学習機会を充実させる必要があります。

１８２回

地域教育会議における参加者
の意識の変化 89.2% 88.8% 92.9% 80%

地域の寺子屋事業に参加した児童を対象とした意識アンケートにおいて、親や教師以外の地域の大人と知り合うことができた割合
【出典：川崎市教育委員会調べ】

目標値（Ｈ２９）指標名 実績値 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９
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実施状況

担当課 関係課

事業の概要

　子育て支援啓発事業、ＰＴＡ家庭教育学級等を実施します。
　円滑な事業実施に向けて、川崎市・各区家庭教育推進協議会において協議・検討を行いま
す。
　既存の事業ではアプローチが十分でなかった部分に対し、区役所の子育て支援・福祉関係部
署、市民団体、学校、図書館、企業、大学等との連携による事業を促進します。

生涯学習推進課

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

事業計画

市民館等における家庭・地域教育
学級等家庭教育に関する学習機会
の提供

ＰＴＡによる家庭教育学級開催の
支援

全市・各区家庭教育推進協議会の
開催

企業等との連携による家庭教育事
業の実施

家庭教育支援の充実

　関係部局や団体、企業、大学等、様々な主体と連携しつつ、これまで各種家庭教育事業を受
講できなかった家庭へのアプローチを行うなど、家庭教育事業の推進に取り組み、家庭の教育
力の向上を図っていきます。

事務事業名

施策１

概要

家庭教育支援事業

市民館等において家庭・地域教育学級（２６講座）を開催し、家庭教育に関する学習機会の提供を行いまし
た。
ＰＴＡによる家庭教育学級（１６２校開催）の開催に際し、講座内容や講師選定の助言等による支援を行い
ました。
家庭教育推進協議会については、名称を改め「家庭教育推進連絡会」として、全市と各区で２回ずつ実施
し、各区PTAや地域教育会議、校長会等との間で家庭教育学級の計画や課題の共有を行いました。
企業等との連携による家庭教育事業を２回実施しました。

●

●

●

●

家庭の教育力の向上を図るため、引き続き、市民館等における家庭教育に関する学習機会の提供や、ＰＴＡ
家庭教育学級の支援に取り組むとともに、企業等との連携による取組を進め、家庭教育支援の充実を図って
いきます。

●

課題と今後の取組
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基本政策Ⅵ

各行政区、中学校区地域教育会議の活性化に向けて、リーフレットや研修用ＤＶＤを作成するとともに、研
修会を開催するなど、各地域教育会議の活動を推進しました。
２月17日全市交流会を開催しました。
川崎市子ども会議と各行政区子ども会議の連携を図り、各子ども会議の活動を推進しました。

地域教育会議の活動の担い手不足や、実施していく事業のマンネリ化など、各地域教育会議で抱える課題の
解決に向けて、引き続き支援を行っていきます。

●

●
●

●

担当課

事業の概要

課題と今後の取組

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

各行政区・中学校区における地域
教育会議の推進

事業計画

各行政区・中学校区地域教育会議
の活性化に向けた支援

●
●

平成28年度末に30か所だった寺子屋を平成29年度末までに38か所へ拡充しました。
寺子屋の運営を担う人材や、寺子屋事業をサポートする人材の確保に向けて、寺子屋先生養成講座やコー
ディネーター養成講座、地域の寺子屋推進フォーラムの開催、市政だよりやHP、回覧版での広報活動などに
取り組むとともに、既存の寺子屋のサポートに向けて研修会などを開催しました。

実施状況

　地域教育会議の活性化や、地域の寺子屋事業の推進など、地域の多様な人材や資源を活かして、地
域の教育力向上を図る仕組みづくりを進めていきます。

生涯学習推進課

施策２ 地域における教育活動の推進

概要

本格実施

関係課

地域における教育活動の推進事業

事務事業名

担当課 関係課

地域の寺子屋事業

事業の概要
　地域ぐるみで子どもの学習や体験活動をサポートし、多世代で学ぶ生涯学習の拠点づくりを
進めます。

生涯学習推進課

Ｈ２８ Ｈ２９

全市２１箇所のモデル実施

Ｈ２７

 地域社会でいきいきと活動する市民や、子どもたちの成長を見守り支えている市民の意欲・
力を、社会全体の活力や地域の教育力の向上につなげられるよう支援します。
 さらに、川崎市子どもの権利に関する条例に基づき、地域における子どもの育ちや意見表明
を促進します。

課題と今後の取組

事務事業名

地域の寺子屋フォーラム等の開催

寺子屋先生養成講座の実施事業計画

より多くの地域へ寺子屋を拡充していくために、引き続き、寺子屋の運営を担う団体や人材、活動をサポー
トする人材の確保に努めていきます。

●

実施状況

川崎市地域教育会議交流会の開催

川崎市子ども会議の推進と各行政
区・各中学校区子ども会議との連
携
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89,677人

Ｈ２７実績値

教育文化会館・市民館・分館
の社会教育振興事業参加者数 79,326人

Ｈ２８

81,432人
（Ｈ２５）

※ 基本政策の目標の達成度を評価する際に参考とするための数値であり、この数値のみをもって基本政策の成果とす
るものではありません。基本政策の評価は、事業の進捗状況等を踏まえて総合的に行います。

目標値（Ｈ２９）Ｈ２９

85,000人84,304人

川崎市立図書館全館の所蔵図書の全タイトル数。所蔵図書の多様性を表す指標【出典：川崎市教育委員会調べ】

教育文化会館・市民館・分館で実施する各種社会教育事業（学級、集会など、家庭教育振興事業は除く）を通じて新しい知り合いが
増えた人の割合 ※事業参加者を対象に平成２７年度からアンケート実施【出典：川崎市教育委員会調べ】

市立図書館図書タイトル数 83万件 84万件 85万件

教育文化会館・市民館・分館で実施する各種社会教育事業（学級、集会など、家庭教育振興事業は除く）に参加した人の数【出典：
教育文化会館・市民館活動報告書】

指標名

ー 67.5% 70.4%
平成27年度
実績の５％増

(72.5％)

67.1%

85万件

社会教育振興事業を通じて新
たなつながりが増えた割合

81万件
（Ｈ２５）

参考指標

基本政策Ⅶ いきいきと学び、活動するための環境づくり 
達成
状況 B

政策目標

　市民の「学ぶ力」を育
み、市民の自治力の基礎を
培うため、自ら課題を見つ
け、自主的に学び、その成
果を活かす学びの機会提供
を促進します。

　社会教育の展開を通じ
て、市民の学びを通じた出
会い（「知縁」）を促進
し、それが新たな「絆」
「つながり」を生み出すよ
う支援するとともに、地域
における社会教育の担い手
を育成していきます。

　社会教育施設の長寿命化
の推進など生涯学習環境の
充実を図ります。

現状と課題

・社会の様々な変化に対応していくためには、市民が自ら学び、生活を
向上させる「学ぶ力」を育成することが求められます。

・地域のつながりの希薄化が指摘されている現状では、相互に理解し協
力して地域社会で生きていくための「つながる力」が必要であり、社会
教育を通じて「絆」づくりを促進していく必要があります。

・地域の課題などが多様化している中で、各個人が学び、つながった成
果を活かして地域の課題を解決する「市民力」の形成が求められていま
す。

・より多くの市民を学びと活動の循環へ取り込み、さらに市民の学びを
活動へつなげるために地域の大学など様々な主体と連携を強め、各区の
特色を活かしながら「学ぶ力」「つながる力」「市民力」を育成し、
様々な社会教育振興事業を推進する必要があります。さらに、地域の中
で自ら社会教育を担っていくことができる人材を育成する必要がありま
す。

・生涯学習の拠点作りとして、社会教育施設の老朽化への対応など生涯
学習環境の整備を進めていくとともに、職員の専門性や資質を向上する
ことが必要です。また、図書館においては、地域における読書活動の支
援をさらに推進する必要があります。

主な取組成果
　市民自治の実現を担う人材を育成するため、大学等高等教育機関との連携を進めるとともに、教育文化
会館・市民館・分館において、市民自主学級・市民自主企画事業等、様々な社会教育振興事業を実施しま
した。

　市立図書館ホームページのスマートフォン版の開発を行い、市民の利便性向上を図りました。

　市民の生涯学習や地域活動の拠点である社会教育施設について、安定的・継続的な施設運営を図るた
め、幸文化センター空調設備改修工事や麻生市民館大ホール設備改修工事などの改修・補修を計画的に
行いました。また、川崎区の市民館機能のあり方を検討し、平成３０年３月に再編整備の方向性をまとめま
した。
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教育改革推進会議における意見内容

今後の取組の方向性

　地域にはいろいろな経験や知識を有する方々がいるはずであるが、それらを教える機会や人材を発掘す
ることが少ないと思われるため、コーディネートする人材の育成は重要な取組である。

 市民館については、児童生徒の保護者は利用する機会がある一方で、子どもが卒業すると保護者が利
用する機会がなくなるため、子どもが卒業してからも利用したくなるような仕組みや魅力的な講座などがあ
るとよい。

　社会教育施設運営への民間活力の活用について、地域との深いつながりや密な連絡調整ができなくな
るようなことがないよう、量的なものだけでなく、質的なサービス向上を見据えた検討が必要である。

　市民館での市民ニーズに則した魅力的な講座や地域の課題解決につながる企画の実施等を通じて、市
民の自主的な学習や活動をコーディネートしていく人材を育成し、地域活動のネットワーク化を図ることで、
さまざまな市民の社会参加と知縁づくりに努めます。

　教育文化会館の市民館機能を労働会館の１階～３階に移転する方針が決定したことから、平成34(2022)
年度の供用開始をめざし、川崎区における生涯学習の拠点としての市民館機能の整備を行います。

　社会教育施設の市民サービス向上を図る効率的・効果的な運営のため、民間活力の適正な活用につい
て検討します。

主な課題
　「社会教育振興事業への参加者数」や「社会教育振興事業を通じて新たなつながりが増えた割合」が減
少している中、より多くの方に参加していただける事業の実施が必要です。また、市民による地域の学び
のコーディネート等を行う人材の育成をするとともに、市民による地域の学びの機会提供や学習の成果を
地域へ還元できる仕組みの構築が必要です。

　市立図書館の入館者数が減少していることから、その要因を分析し、市民ニーズに応じた図書館サービ
スを検討する必要があります。

　市民の生涯学習や地域活動の拠点としての社会教育施設が老朽化していることから、劣化状況に基づ
く、長寿命化の推進が求められるとともに、工事期間中等の市民利用への影響を最小限に止めるよう、計
画的な改修・補修が求められます。

　市民・地域の課題解決を支援する機能の充実など、市民サービスの向上に向けて、社会教育施設の管
理運営における民間活力の適正な活用について検討を進める必要があります。
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

事業計画

学習の成果を地域へ還元する人材
や、市民自らの手で学習や活動を
コーディネートしていく人材の養成
に向けた検討

寺子屋コーディネーターの養成

大学等高等教育機関との連携促進

学習相談事業の実施

社会参加・共生推進学習事業の実施

教育文化会館・市民館・分館において、様々な社会教育振興事業を実施しました（受講者８４，３０４名）。
寺子屋のコーディネーター養成については、複数館で連携をして市内３か所で開催しました。
大学等高等教育機関と連携し、市民への生涯学習機会の提供に努めました。

●
●
●

地域の教育力等の向上を図るため、引き続き、様々な事業を実施して多くの方の参加を目指し、市民による地
域の学びのコーディネート等を行う人材の育成に向けた取り組みを進めていきます。

課題と今後の取組

●

市民学習・市民活動活性化学習事業
の実施

実施状況

視聴覚教材の活用等学習環境整備事
業の実施

市民・行政協働、ネットワーク学習
事業の実施

社会や地域のニーズに対応した学習
事業の実施

自ら学び、活動するための支援の充実

　区役所や関係部局、大学、NPO等と連携しながら、市民が自ら学び、学んだ成果を地域づくり
や市民活動に活かす生涯学習事業を展開し、知縁による新たな絆、コミュニティを創造するとと
もに、市民自治の実現を担う人材を育成していきます。

事務事業名

施策１

概要

社会教育振興事業

生涯学習推進課担当課 関係課

事業の概要
　教育文化会館・市民館・分館において、市民の学習や活動の支援、社会教育に係る団体やボ
ランティアの育成、市民のネットワークづくりなどを行うとともに、学習の成果や地域の人材
資源の活用を図り、市民の力による地域の教育力とまちづくり力の向上を図ります。

市民自治基礎学習事業の実施
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課題と今後の取組

実施状況

平成28年度から引き続き、全館の選書担当者が定期的に中原図書館に集い、所蔵の是非や所蔵冊数等を検討し
た上で図書資料を購入し、市民ニーズに応えた適正な資料整備を行いました。
課題解決に役立つ地域資料等の広範な収集・提供、また、ＩＣＴを活用した効率的な運営、図書館総合システ
ムの円滑な稼動、来館困難者や聴覚障害者等への支援サービスの実施等、継続して行いました。
市立図書館ホームページのスマートフォン版の開発を行い、市民の利便性向上を図りました。

● 今後も引き続き市民の広範な読書要求に応え、市民の課題解決に資するよう、引き続きそれぞれの事業を推進
していきます。

●

●

●

事業の概要
　市民の読書要求に応える読書施設としての機能に加えて、地域情報や生活情報などあらゆる
分野で市民が必要とする資料や情報の提供発信を行います。

課題解決に役立つ地域資料等の広範
な資料の収集・提供

ＩＣＴ機器を活用した効率的な図書
館運営管理

図書館総合システムの円滑な稼動の
推進

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９
多様な市民ニーズに応えるための資
料の充実・タイトル数の確保

事業計画

来館困難者や視覚障害者等への支援
サービス実施

生涯学習推進課担当課 関係課

事務事業名 図書館運営事業
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事務事業名

担当課 関係課

生涯学習施設の環境整備事業

事業の概要 　市民の生涯学習や地域活動の拠点として、生涯学習施設の環境整備に取り組みます。

Ｈ２８ Ｈ２９
劣化状況に基づく、生涯学習施設設
備の長寿命化対策の推進

社会教育施設の管理運営における民
間活力の適正な活用方法の検討事業計画

生涯学習推進課

Ｈ２７

課題と今後の取組

●

●

●

生涯学習施設設備の安定的・継続的な施設運営を図るため、関係局と連携・調整し、休館等を伴う市民館利用
への影響を最小限に止めるよう、計画的に改修・補修を行います。
プラザ館（市民館・図書館分館）の管理運営における民間活力の適正な活用については、引き続き検討しま
す。
引き続き、学校施設の有効活用をはかり、市民の活動を支援していきます。

学校施設の有効活用や学校施設を活
用した生涯学習事業の実施

実施状況

●

●

●
●

幸市民館空調設備改修工事（２箇年目）、麻生市民館大ホール設備改修工事、高津図書館屋上防水・外壁工
事、生涯学習プラザ空調改修工事、八ヶ岳少年自然の家屋根改修工事等を実施しました。
市民館・図書館における新たな管理運営のあり方について、委託実施の可否について整理するため、委託業務
範囲の精査、職員体制について検討するとともに、分館業務の実態調査等行いました。
川崎区の市民館機能のあり方を検討し、労働会館内に移転することを決定しました。
学校施設の活用については、平成29年度は校庭140校、体育館165校、特別教室135校で開放を行うとともに、
生涯学習事業を実施する取組なども行いました。

施策２ 生涯学習環境の整備

概要 　市民の主体的な学びを支援するため、学校施設の有効活用を促進するとともに、社会教育施設
の長寿命化を推進し、生涯学習環境の充実を図っていきます。
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●

●

生涯学習財団やＰＴＡ、川崎市女性連絡協議会等の活動に対して、生涯学習機会の提供に向けた支援を行いま
した。
市民の生涯学習情報の収集と提供について、生涯学習財団と連携して進めました。

● 引き続き、各種団体への支援を行うとともに、連携しながら市民と行政の協働によるまちづくりを推進してい
きます。

シニア活動支援事業への支援

　地域における生涯学習の主体として、社会教育関係団体・市民活動組織・ＮＰＯ等の活動を
支援するとともに、相互の連携を図りながら市民と行政の協働によるまちづくりを推進しま
す。

担当課 関係課

社会教育関係団体等への支援・連携事業

課題と今後の取組

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

関係団体との協働や他都市との交流
事業など、各種生涯学習機会の提供
の支援

事業計画
市民のニーズに応じた多彩な体験講
座等の実施への連携

生涯学習推進課

事業の概要

事務事業名

実施状況

全市的な生涯学習情報の収集と効率
的な提供に向けた情報提供システム
構築の支援、連携
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参考指標

基本政策Ⅷ 文化財の保護活用と魅力ある博物館づくり
達成
状況 A

政策目標

　「川崎市文化財保護活用
計画」に基づき、新たな文
化財保護制度の整備に取り
組むなど、文化財の保護・
活用を推進します。

　博物館施設｢日本民家
園」、「かわさき宙と緑の
科学館」の博物館活動の充
実により、各施設のさらな
る魅力向上を図り、本市の
魅力として発信します。

現状と課題

・指定・登録文化財以外の文化財についても保存・活用を図るため、文
化財保護制度の整備に取り組んでいます。

・橘樹官衙遺跡群は、平成２９年度に策定した保存活用計画に基づき、
史跡基本計画を策定し、整備・活用を図っていく予定です。

・多様な担い手により文化財を保護・活用する体制を構築し、市民共通
の財産として次世代へ伝える取組を推進する必要があります。

・「日本民家園」、「かわさき宙と緑の科学館」では、各施設の特性・
専門性を活かした展示等、博物館活動の充実を図るとともに、各施設の
魅力向上に向けた事業実施に取り組みます。

・日本民家園の開園５０周年に向けて生田緑地の魅力を更に発信すると
ともに、海外からの観光客にも対応した展示・広報活動の充実など、本
市の魅力を発信する必要があります。

主な取組成果
　「文化財保護活用計画」に基づく文化財の調査・保護・活用事業の推進のため、文化財指定制度を補完
する新たな制度として「川崎市地域文化財顕彰制度」を創設し、未指定文化財の顕彰と記録を推進する制
度の運用を開始しました。また、文化財ボランティア養成講座において、絵画、彫刻、史跡等幅広い分野の
文化財についてボランティアとしての知識を高める講座を開催し、登録ボランティアとなる人材の育成を図
りました。

　市内に建築された近世名主住宅長屋門として貴重な存在である「深瀬家長屋門」を川崎市重要歴史記
念物に指定し、１日限定の指定記念特別公開に３０４人が来場しました。

　市内初の国史跡に指定された橘樹官衙遺跡群については、将来にわたり保存し、史跡の価値と魅力を
広く伝えていくため、有識者会議、庁内検討委員会、パブリックコメント等の意見を踏まえ、「国史跡橘樹官
衙遺跡群保存活用計画」を策定しました。

　日本民家園、かわさき宙と緑の科学館の共催により、お月見行事を開催するなど、生田緑地各施設の連
携を深めました。また、日本民家園開園５０周年記念事業では、５０周年を振り返る記念企画展、式典を兼
ねた芸能公演、開園以来初めて廻り舞台を使用した歌舞伎公演、古民家の旧所在地である南砺市・甲州
市・福島市と連携した芸能公演や物産展、多摩区役所と連携したオペラ公演等を展開しました。

日本民家園の年間入園者数(入園料一般500円、中学生以下・市内65歳以上無料)及びかわさき宙と緑の科学館の年間入館者数(入館料
無料)【出典：川崎市教育委員会調べ】

従来の国・県・市の指定・登録の文化財件数に加え、「川崎市文化財保護活用計画」に基づく新たな文化財制度の取り組みとして、
（仮称）「認定」文化財の件数を追加【出典：川崎市教育委員会調べ】

288,130人 305,000人

「日本民家園」「か
わさき宙と緑の科学
館」入園（館）者数

116,053人 116,772人 120,000人118,887人

科学館

109,710人
（Ｈ２５）

民家園

301,399人
（Ｈ２５）

293,333人 283,423人

Ｈ２８

※ 基本政策の目標の達成度を評価する際に参考とするための数値であり、この数値のみをもって基本政策の成果とす
るものではありません。基本政策の評価は、事業の進捗状況等を踏まえて総合的に行います。

目標値（Ｈ２９）Ｈ２９

170件160件

指標名

159件

Ｈ２７実績値

158件
（Ｈ２５）

158件
市内の指定・登録・認定等の
文化財件数
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民家園「日本民家園」「か
わさき宙と緑の科学
館」来園（館）者ア
ンケート満足度

（Ｈ２５）

96%

85%
（Ｈ２５）

95.8% 94% 97%

主な課題

「良かった・満足した」と回答した来園（館）者の割合【出典：川崎市教育委員会調べ】

指標名 実績値 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 目標値（Ｈ２９）

86% 86% 85% 90%

93%

科学館

　橘樹官衙遺跡群については、平成３０（２０１８）年度中に整備基本計画を策定し、本市の貴重な宝として
将来を見据えた整備を行い、全国にその魅力を発信していきます。

　日本民家園及びかわさき宙と緑の科学館は、「『生田緑地』の観光強化」として、市の「新・かわさき観光
振興プラン」（平成２８年２月）にも位置づけられており、外国人観光客にも対応した展示・広報活動の充実
や利便性・回遊性の向上、食の魅力の開発・発信などの要素も含めて利用者サービスの充実に努め、東
京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会等を機会として集客力を強化し、広域観光の魅力づくりを図
ります。

今後の取組の方向性

　橘樹官衙遺跡群のような貴重な遺跡をより多くの市民に知ってもらうための広報や、親しんでもらえるよ
うな整備をしてくことが必要である。

　博物館については、展示やイベントが魅力的であれば、市民でなくても足を運ぶものである。今後、観光
資源としても情報発信するのであれば、どうしたら皆が振り向いてくれるか、よく検討してほしい。

教育改革推進会議における意見内容

　今後とも文化財保護活用計画に基づき、市内の多くの文化財を適切に保存・活用することが必要です。
また、橘樹官衙遺跡群については、本市の貴重な宝として将来を見据えた整備を行い、全国にその魅力を
発信し、さらなる文化的発展につなげていくため、公有地化等を含めた整備計画の策定が必要です。

　日本民家園における文化財建造物補修事業として、計画的な保存修理工事が求められる一方で、限り
ある財源の中で計画を進めるため、施設整備について、ふるさと応援寄附金制度を活用します。共感いた
だいた方から広く協力を得られるよう、広報活動や魅力向上の取組の強化が必要です。

　日本民家園およびかわさき宙と緑の科学館においては、より多くの方に来ていただくため、関係部局と連
携しながら国内、および海外向けに広報活動の充実が必要です。また、日本民家園における園路の整備
など、来園者の利便性向上が求められます。
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●

●

●

●
●

●

文化財指定制度を補完する新たな制度として「川崎市地域文化財顕彰制度」を創設し、未指定文化財の顕彰と
記録を推進する制度の運用を開始しました。
文化財保護活用計画に基づき、彫刻・絵画・無形民俗文化財に関する文化財保存状況調査や、指定文化財等現
地特別公開（法雲寺所蔵川崎市重要歴史記念物「木造阿弥陀如来坐像」他所蔵文化財を１０月１３日～１５日
現地公開。来場者数３５３人）をはじめとした各種活用事業を実施しました。
幸区の個人所有の建造物「深瀬家長屋門」を川崎市重要歴史記念物に指定し、指定記念現地特別公開（１１月
２５日。来場者数３０４人）により新指定文化財を周知しました。
川崎市重要歴史記念物「長念寺本堂・庫裏」の保存修理を実施しました。
文化財ボランティア養成講座修了生により構成される登録ボランティアによる、文化財普及活用事業のサポー
トや養成講座受講生の指導を実施しました。また、文化財ボランティア第２期生の養成講座（２４人。全８日
間）を開催しました。
周知の埋蔵文化財包蔵地（遺跡）内での開発行為に伴う試掘調査や、市内重要遺跡の内容確認調査及び個人住
宅建設等に伴う発掘調査等を適切に実施しました。

● 今後とも市民の郷土に対する認識を深め、地域の人々の心のよりどころとなるよう、文化財保護活用計画に基
づき、市内の多くの文化財の適切な保存と活用に努め、文化財を活かした魅力あるまちづくりを推進します。

課題と今後の取組

文化財の保護・活用の推進

　「川崎市文化財保護活用計画」に基づき、新たな文化財保護制度の整備に取り組むとともに、
市民が文化財に親しむ機会の充実を図り、文化財ボランティア等の地域人材の育成・確保を図り
ます。また、橘樹官衙遺跡群の保存管理・史跡整備等を計画的に推進します。

事務事業名

施策１

概要

文化財保護・活用事業

文化財課

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

実施状況

新たな文化財保護制度の検討 新たな文化財保護制度の整備
新たな文化財保護制度に基づく取
組の実施

担当課 関係課

事業の概要
　市内の多くの文化財の適切な保存と活用に努め、文化財を活かした魅力あるまちづくりを推
進します。

事業計画

川崎市文化財保護活用計画に基づく
文化財の調査・保護・活用事業の推
進

指定文化財の保存修理等の実施

文化財ボランティアの育成・確保

埋蔵文化財の発掘調査等の実施

文化財保護活用拠点の整備に向けた
取組
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●

●

学識者等による橘樹官衙遺跡群調査整備委員会3回、庁内検討委員会2回、パブリックコメントの実施等を行
い、「国史跡橘樹官衙遺跡群保存活用計画」を策定しました。
橘樹官衙遺跡群への市民の理解を促進するため、史跡めぐりのほか、発掘調査現地見学会、小学校への出前授
業の実施、市民講座等への講師、研究会・シンポジウム等の発表等を行いました。

●

●

史跡めぐりのほか、発掘調査現地見学会、小学校への出前授業の実施、市民講座等への講師、研究会・シンポ
ジウム等の発表等、市民への理解・認識を深めるための活用事業への参加者数は、毎年増加する傾向が見られ
ることから、市民のニーズに対応するため、今後も継続して事業を実施していくことが必要です。
橘樹官衙遺跡群の将来にわたる保存・活用を図るため、国から国史跡範囲の拡大等が求められているが、その
ためには橘樹官衙遺跡群の調査・研究の進展が不可欠であるとともに、国史跡範囲の拡大に伴う公有地化もあ
わせて進展させる必要があり、これらに係る事務等の増加に対応できる体制の整備が求められています。

事業の概要
　橘樹郡衙跡及び影向寺遺跡は全国的にも貴重な歴史文化遺産であり、橘樹官衙遺跡群とし
て、市内初の国史跡に指定されました。今後は保存管理計画を策定するとともに、史跡整備計
画の手法等の検討を行い、活用を図ります。

文化財課

事務事業名 橘樹官衙遺跡群保存整備・活用事業

事業計画
橘樹官衙遺跡群調査整備委員会の開
催

史跡めぐり等活用事業の実施

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

橘樹官衙遺跡群保存管理計画の検討
橘樹官衙遺跡群保存管理計画の策
定

課題と今後の取組

市民との協働による環境整備・維持
管理の実施

橘樹官衙遺跡群史跡整備計画・手
法等の検討

実施状況

担当課 関係課

橘樹官衙遺跡群の調査・研究・保存
事業の実施
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●

●

●
●

●

文化財建造物補修事業として、山下家耐震補強工事、広瀬家屋根葺き替え工事をはじめ、文化財の保存修理工
事を進めます。施設整備について、ふるさと応援寄附金制度を導入し、共感いただいた方からの協力を広く募
集します。また調査研究事業として、『民家園叢書１４　旧鈴木家住宅耐震補強工事報告』と民俗調査報告書
『シリーズ暮らしと家３』を刊行します。
企画展を２本開催して展示の充実を図るとともに、子ども展示解説やワークショップなど子ども向けのプログ
ラムを充実させ、教育普及活動を強化します。
社会教育委員会議日本民家園専門部会による事業評価を引き続き実施し、園の運営に反映させます。
関係部局と連携しながら国内、および海外からの旅行者等に向けた広報活動の充実を図ります。また、園路の
整備を行い、来園者の利便性の向上を図ります。
生田緑地の横断的管理運営の推進のため、第２期指定管理者との円滑な協力体制を推進します。

●

●

●

●
●

●

文化財建造物補修事業として、三澤家の免震工事と屋根葺き替え工事、岩澤家の屋根葺き替え工事等を行いま
した。また調査研究事業として、調査報告書『シリーズ暮らしと家２　民家の一年』を刊行しました。
展示の充実に向け、企画展「５０周年記念　日本民家園今昔ものがたり」「結び展」を開催した他、４カ国語
対応の音声ガイドアプリの配信を開始しました。また教育普及活動の充実に向け、スタンプシートとスタンプ
ハウスのリニューアル等を行いました。
５０周年記念事業として、記念式典を兼ねた芸能公演、廻り舞台を初めて使用した記念歌舞伎公演、ミューザ
川崎と連携したコンサート、多摩区役所と連携したオペラ公演等を実施しました。
社会教育委員会議日本民家園専門部会により事業評価を実施し、園の運営に反映させました。
５０周年に合わせて広報活動を充実させ、小田急電鉄やＪＲ東日本と連携したポスターの駅貼りや、街路灯フ
ラッグの掲出等を行いました。また、利便性の向上のため、船越の舞台の客席整備工事やトイレのリニューア
ル工事等を行いました。
お月見行事をかわさき宙と緑の科学館と共催で開催するなど生田緑地各施設との連携を深めた他、生田緑地の
横断的管理運営の推進のため、次期指定管理者選定に向けた作業を行いました。

施策２ 博物館の魅力向上

課題と今後の取組

生田緑地の横断的管理運営、施設間
の連携の推進

実施状況

５０周年記念事業の実施

広報活動の充実と利便性の向上

展示及び教育普及事業の充実(ボラ
ンティア支援等）

５０周年記念に向けた取組

文化財課

事務事業名

担当課 関係課

外部評価等の活用による園の魅力向
上

日本民家園管理運営事業

事業の概要
　国・県・市の指定文化財２５件を有する日本有数の古民家の野外登録博物館として、その貴
重な文化財を適切に保存・活用し魅力ある博物館運営を行います。

概要
　教育委員会所管施設である「日本民家園」及び「かわさき宙と緑の科学館」では、市民文化局
所管施設である「市民ミュージアム」及び「岡本太郎美術館」、その他の関連施設と相互に連携
しながら、各施設の特性や専門性の充実を図るとともに、学校・地域等との連携等により博物館
活動を推進し、各施設の魅力向上を図ります。

事業計画

Ｈ２８ Ｈ２９
文化財建造物・民具などの保存・整
理、調査研究と補修の推進(屋根補
修、耐震補強等）

Ｈ２７
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プラネタリウム投影や各種体験学習事業を豊富な内容により幅広い世代向けに実施するとともに、各分野にお
ける資料収集及び系統化した整理、調査研究活動の推進等により、博物館機能の強化を図りました。土日祝日
のプラネタリウム投影回数をこれまでの４回から５回に増やし、利用者へのサービス向上を図りました。
天文サポーター研修会、科学サポーター研修会を実施するとともに、修了者等は各種イベント等へ協力・参加
し、博物館活動をサポートしました。
社会教育委員会議青少年科学館専門部会により外部評価を実施し、事業活動に反映させました。
指定管理者が情報発信力を最大限に活かせるよう連携を強化し、多様なメディアを活用した広報活動を推進
し、主催事業の幅広い周知を図りました。
お月見行事を日本民家園と共催で開催するなど生田緑地各施設との連携を深めた他、生田緑地の横断的管理運
営の推進のため、次期指定管理者選定に向けた作業を行いました。

かわさき宙と緑の科学館及び生田緑地の魅力向上・発信のため、引き続き、学芸業務の充実を図るとともに、
第２期指定管理者や生田緑地内の他の博物館施設との円滑な協力体制を推進します。

●

●

●
●

●

●

文化財課

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９
自然・天文・科学の3分野における
資料収集整理、調査研究、展示、教
育普及等博物館活動の充実

青少年科学館管理運営事業

担当課 関係課

事業の概要
　川崎市唯一の自然系登録博物館として、天文・自然・科学の3つの柱を中心に、魅力ある博物
館運営を行います。

事務事業名

課題と今後の取組

生田緑地の横断的管理運営、施設間
の連携の推進

事業計画 外部評価等の活用による館の魅力向
上

広報活動の充実と利便性の向上

実施状況

ボランティア、市民活動団体等の育
成・支援と体験学習の推進
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１ 教育委員会会議の活動状況

・教育委員会定例会 １２回 ・教育委員会臨時会 １０回

２ 教育委員会会議での審議状況

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」及び「川崎市教育委員会教育長に
対する事務委任等に関する規則」に基づき、９２件の審議を行いました。
また、請願・陳情及びその他報告事項についても次のとおり取り扱いました。

○請願・陳情 ４件 ○その他報告事項 ７３件

３ 教育委員会会議以外の活動状況

（１）スクールミーティングの実施
平成１９年度から、学校を訪問し、児童生徒・教職員・保護者等との交流や

意見交換等を通じて、学校現場と教育委員会の相互理解を深めることを目的に
実施しています。平成２９年度は、小・高等学校で２回のスクールミーティング
を実施しました。

・井田小学校・・・・ ４年生の児童を対象に、濱谷由美子委員による「食育
～命を大切に！～」をテーマとした特別授業を行う

とともに、５年生各クラスの授業視察を行いました。
また、地域の方々やＰＴＡ会長との懇談会を行い、
「井田の子どもたちのためにできること」をテーマに
活発な意見交換が行われました。

・高津高等学校・・・・保護者・教育委員会との懇談会を行い、「今、高校生
に求められているものとは？」をテーマに、保護者・
校長・教育委員との間で活発な意見交換が行われました
。教育長からは、「高校生は社会とつながっているとい
う意識を持ち、異なる立場の意見と折り合いを付けられ
るコミュニケーション能力を養ってほしい」と期待する
声がありました。

（２）総合教育会議
平成２９年度は、２回の会議を開催し、市長と教育委員会（教育長及び教育

委員）との間で、川崎市教育大綱の今後の取扱い、支援教育の推進等について
意見交換を行いました。

（３）その他行事等
成人の日を祝うつどいや各種行事に出席したほか、教員採用候補者選考試験

の面接官を務めました。

４ 教育委員会の公開

市民に開かれた教育委員会を目指し、ホームページを中心に教育委員会について紹
介をしています。なお、ホームページでは、教育委員の紹介をはじめ、教育委員会の
概要や教育委員会会議録等、広く情報を公開しております。
また、教育委員会会議の開催日時及び議案等について、事前にホームページに掲載

するとともに、告示を行っています。

教育委員会会議情報
http://www.city.kawasaki.jp/880/category/11-1-0-0-0-0-0-0-0-0.html

第１章 教育委員会の活動状況
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第２章 かわさき教育プランについて

第２次川崎市教育振興基本計画かわさき教育プラン（以下「かわさき教育プラン」といいます。）
は、子どもたちの豊かで健やかな成長を願うとともに、市民の生涯学習の充実を目指し、平成２７年
３月に策定されました。

◇このプランは、平成２７年度から３７年度までの概ね１０年間を対象期間とし、計画期間全体を
通して実現を目指すものをプランの基本理念と基本目標として掲げながら、具体的な取組は、

「基本政策（８）」、「施策（１８）」、「事務事業（５３）」として体系的に整理しています。
◇本市では、かわさき教育プランを、教育基本法第１７条第２項に定める教育振興基本計画として
位置付けています。

かわさき教育プラン 第１期実施計画の全体像

夢や希望を抱いて生きがいのある人生を送るための礎を築く

基本理念

基本目標

変化の激しい社会の中で、誰もが多様な個性、能力を伸ば
し、充実した人生を主体的に切り拓いていくことができるよ
う、将来に向けた社会的自立に必要な能力・態度を培うこと

個人や社会の多様性を尊重し、それぞれの強みを生かし、
ともに支え、高め合える社会をめざし、共生・協働の精神を
育むこと

自主・自立

共生・協働

基本政策

基本政策Ⅰ 基本政策Ⅱ 基本政策Ⅲ 基本政策Ⅳ

基本政策Ⅴ 基本政策Ⅵ 基本政策Ⅶ 基本政策Ⅷ

人間としての在
り方生き方の軸
をつくる

学校の教育力を
強化する

学ぶ意欲を育て、
「生きる力」を
伸ばす

一人ひとりの教
育的ニーズに対
応する

良好な教育環境
を整備する

家庭・地域の教
育力を高める

いきいきと学び、
活動するための
環境づくり

文化財の保護活
用と魅力ある博
物館づくり

★キャリア在り方生き
方教育の推進

★県費教職員の移管に
伴う学校運営体制の
構築

★地域の寺子屋事業
の推進

★地域の生涯学習の担
い手を育てる仕組み
の構築

★：９つの重点事業

★学校施設長期保全
計画の推進

★橘樹官衙遺跡群の
史跡整備の推進

★「児童支援コーディ
ネーター」の専任化
の推進

★総合的な学力向上策の
実施
★中学校完全給食の早期
実施に向けた取組
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◆「かわさき教育プラン」の８つの基本政策～５３の事務事業について、
川崎市総合計画との整合を図りながら、点検及び評価を行うことに
より、プランを推進していきます。

第３章 かわさき教育プランの点検及び評価の項目

川崎市教育改革推進会議

◆評価・当該年度の主な取組状況についての意見聴取
◆次年度に向けた課題の検討

ホームページ等で公表

「かわさき教育プラン」は、計画（PLAN）－実行（DO）－点検・評価（CHECK）－ 改善（ACTION）の
サイクルで推進していきます。

◇ 点検及び評価の項目は、かわさき教育プラン第１期実施計画の８つの基本政策から、５３の事務
事業までを対象としています。

◇ 点検及び評価は、学識経験者・市民代表・教職員代表で構成される「川崎市教育改革推進会議」
から御意見をいただきながら行いました。

かわさき教育プラン

点検及び評価の実施体制

議会へ提出

点検・評価
の項目

事務事業

施 策

基本政策

基本理念
基本目標

基本政策の達成状況

Ａ 順調に進捗 政策目標の実現に向けた事業が順調に進んでいる

Ｂ 一定の進捗 政策目標の実現に向けた事業がある程度進んでいる

Ｃ 進捗の遅れ 政策目標の実現に向けた事業の進捗が遅れている

※指標の数値についてはあくまで参考とし、政策目標の達成に向けて各事業が順調に推移したかを判断の基準としています。
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基本政策Ⅰ 人間としての在り方生き方の軸をつくる

第４章 かわさき教育プラン 第１期実施計画

①「キャリア在り方生き方ノート」や手引きの活用方法について研修等を行うことにより周知を図る
など、教職員一人ひとりの意識の醸成を図るとともに、各学校への要請訪問研修によって計画策定
を支援することなどにより、全ての学校において学校の実情に応じたキャリア在り方生き方教育に
取り組むことができました。

②各学校でのキャリア在り方生き方教育の取組を、啓発用リーフレットや教育だよりかわさきで保護
者等関係者に広報・啓発することにより、学校だけでなく、家庭や地域においてもキャリア在り方
生き方教育に取り組めるよう、意識の共有を図りました。

③キャリア在り方生き方教育研究推進校を３校指定し、その先進的な取組を情報交換会や報告会で紹
介することにより、すべての学校での情報共有を図りました。また、手引き、ノート、リーフレッ
トの作成・配布や活用方法の周知など、全市をあげてキャリア在り方生き方教育に取り組んだこと
で、文部科学大臣からキャリア教育優良教育委員会として表彰されました。

主な取組成果

参考指標

「キャリア在り方生き方教育」をすべての学校で計画的に推進し、
すべての子どもに、社会で自立して生きていくための基礎を育み
ます。

Ａ
政策

目標

達成

状況

指標名 実績値 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 目標値（Ｈ２９）

自尊意識

小６ 6.2% 6.7% 6.6％ 5.8％ 0%
（Ｈ２６）

中３ 10.0% 9.4% 9.7％ 9.0％ 0%
（Ｈ２６）

「自分にはよいところがあると思わない」と回答した児童生徒の割合 【出典：全国学力・学習状況調査】

将来に関する意識

小６ 85.1% 84.6% 83.1％ 83.9％ 87%
（Ｈ２６）

中３ 69.7% 69.6% 67.9％ 68.4％ 72%
（Ｈ２６）

「将来の夢や目標を持っている、どちらかといえば持っている」と回答した児童生徒の割合 【出典：全国学力・学習状況調査】

「キャリア在り方生き方教育」の推進状況 ０校 29校 178校
（全校）

177校
（全校）

178校
（全校）

（Ｈ２６）

「キャリア在り方生き方教育全体計画」作成校数【出典：川崎市教育委員会調べ】
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①各学校での取組を充実させるため、教師用資料である「キャリア在り方生き方教育の手引き」の活
用や研修会などを通じて、全校での取組を支援していきます。

②高等学校における「キャリア在り方生き方ノート」を作成・配布し、各学校の実情に応じた活用が
できるよう支援していきます。

③「キャリア在り方生き方教育」については、「キャリア教育」に、共生・協働の精神を培う視点と、
郷土を愛し、将来のふるさと川崎の担い手を育成する視点を加え、取り組んでいるところですが、
引き続き、全ての市立学校で推進します。

今後の取組の方向性

①各学校での取組を充実させるため、研修会などの場で好事例の紹介や職員間の情報共有をしていく
ことが大切である。

②「キャリア在り方生き方教育」の取組は、長期的に子どもを見守り、その教育的効果を捉えていく
必要があるため、小学校、中学校、高等学校の継続的な実施が重要。

③一人一人の社会的・職業的自立に向けた「キャリア教育」については新学習指導要領においても重
要視されており、川崎では独自の視点を加えた上で、全市的に取り組んでいることがわかる。この
ような先進的な取組を今後も実施してほしい。

教育改革推進会議における意見内容

①各学校の実情に応じた研修の実施などにより、教員の意識の醸成を図りながら、各学校の特色を生
かしたキャリア在り方生き方教育の取組を支援する必要があります。

②子どもたちのキャリア発達を計画的・系統的に促すため、高等学校における「キャリア在り方生き
方ノート」が必要とされています。高校生の発達の段階に応じたノートの作成や、活用方法について、
検討していく必要があります。

③将来の夢や目標を持っている児童生徒の割合は前年度より上昇しているものの、依然として全国平
均より低い状況にあります。子どもたち一人ひとりが直面する諸課題に柔軟かつたくましく対応でき
る力を育て、自信を持って可能性に挑戦することができるよう、すべての教育活動を通じた「キャリ
ア在り方生き方教育」が今後も必要です。

主な課題
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①各学校の実情に応じて「習熟の程度に応じたきめ細やかな指導」をすべての小・中学校で実施したことで、市
学習状況調査においても授業の理解度が上がっています。

②英語教育推進リーダーを講師とする指導力向上研修の実施により教員の英語力と授業力の向上を図るととも
に、ALTを活用した授業を実施することなどにより、積極的に英語を活用する児童生徒の割合が増加していま
す。

③学校司書配置モデル事業を進め、各区３名計２１名の学校司書を配置したことにより、貸出数の増加等、子ど
もの読書活動の充実が図られました。

④オリンピック・パラリンピック交流推進事業として中学校１０校にオリンピアン・パラリンピアンを派遣し、
競技者の経験談等の講演を通して、生徒たちはスポーツへの興味・関心を高め、諦めない心や夢への向き合い
方について学びました。

⑤全ての市立中学校で完全給食が開始され、野菜を豊富に取り入れた献立や、地場産物を取り入れた献立にする
などの「健康給食」により、生徒から「おいしい」、「給食が始まる以前よりも野菜を食べるようになった」
などの意見が得られるなど、食育の推進が図られています。

⑥幸高校全日制や川崎総合科学高校定時制商業科の開設など、市立高等学校改革推進計画に基づく取組を進める
とともに、定時制自立支援事業を新たに高津高校で開始するなど、多様な学習ニーズに対応する教育活動の充
実が図られました。

主な取組成果

基本政策Ⅱ 学ぶ意欲を育て、「生きる力」を伸ばす

学ぶ意欲を高め、「確かな学力」「豊かな心」「健やかな心身」
をバランスよく育み、一人ひとりが社会を生き抜くために必要な
「生きる力」を確実に身に付けることを目指します。

政策

目標
Ａ

達成

状況

指標名 実績値 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 目標値（Ｈ２９）

授業の理解度

小５ 88.3% 89.0% 89.5％ 90.9％ 90%
（Ｈ２６）

中２ 73.4% 74.2% 76.1％ 77.2％ 75%
（Ｈ２６）

「授業がわかる、どちらかといえばわかる」と回答した児童生徒の割合 【出典：川崎市学習状況調査】
小５：国語、算数、理科、社会の平均
中２：国語、数学、理科、社会、英語の平均

授業の好感度

小５ 74.2% 74.4% 75.6％ 77.8％ 76%
（Ｈ２６）

中２ 57.8% 59.2% 61.8％ 61.2％ 60%
（Ｈ２６）

「学習はすき、どちらかといえばすき」と回答した児童生徒の割合 【出典：川崎市学習状況調査】
小５：国語、算数、理科、社会、総合の平均
中２：国語、数学、理科、社会、英語の平均

授業の有用度

小５ 89.4% 90.2% 89.2％ 93.8％ 92%
（Ｈ２６）

中２ 70.7% 71.5% 68.9％ 76.1％ 72%
（Ｈ２６）

「授業で学んだことが、生活の中で役に立っていると思う、どちらかといえば思う」と回答した児童生徒の割合 【出典：川崎市学習状況調査】
小５：国語、算数、理科、社会、総合の平均
中２：国語、数学、理科、社会、英語の平均

規範意識

※平成２８年度は設問がなかった
ため、右頁の「補足指標」を参照

小６ 94.0% 93.4% 97％
（Ｈ２６）

中３ 94.4% 93.6% 97％
（Ｈ２６）

「「人の気持ちが分かる人間になりたいと思う」に当てはまる、どちらかといえば当てはまる」と回答した児童生徒の割合 【出典：全国学力・学習状況
調査】

参考指標
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①全ての市立小・中学校において実施している、算数・数学を対象とした習熟の程度に応じた指導と合わせて、
「きめ細やかな指導実践編」の冊子を活用した取組を実施します。また英語教育については、ＡＬＴの更なる
活用や教員の指導力・英語力の育成などを通じて児童・生徒の英語力向上を図ります。

②東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を契機に、子どもたちの運動・スポーツに対する関心・意欲
を向上させるとともに、体育や健康に関する指導を充実させ、運動する習慣を身につける取組を行います。

③子どもが本に親しむことで、人生をより豊かでより深く生きていくことができるよう、学校司書等の配置を進
めるとともに、図書担当教諭や図書ボランティアの資質向上を図るための研修の実施など、読書環境の充実を
図ります。

④小学校から中学校までの９年間を通じた体系的、計画的な食育の推進により、さまざまな経験を通じて「食」
に関する正しい知識と望ましい食習慣を身につけ、生涯健康な生活を送るための基礎を育みます。

⑤「市立高等学校改革推進計画 第１次計画」の取組成果を踏まえ、近年の高等学校を取り巻く社会状況の変化
に対応するため、「市立高等学校改革推進計画 第２次計画」を策定します。

今後の取組の方向性

①授業の好感度や有用度のような意識の視点と、理解度のような客観的な視点を合わせて、指導に役立てながら、
「習熟の程度に応じたきめ細やかな指導」を引き続き実施してほしい。

②子どもの体力については、子ども達が自分でもやってみようと思うような刺激が大切であり、オリンピック・
パラリンピック交流推進事業のようなスポーツへの意識を高める取組を今後も展開してほしい。

③子どもの頃に本を読むことは、非常に大事なことであり、学校司書配置モデル事業によって読書活動の充実が
図られるということなので、今後も進めてほしい。

教育改革推進会議における意見内容

①３年間のきめ細やかな指導・学び研究推進校における研究の総括結果から作成した冊子「習熟の程度に応じた
きめ細やかな指導 実践編」を有効に活用していく必要があります。

②平成３２年度からの新学習指導要領における小学校での英語教科化に向け、先行実施期間に円滑に授業を実施
するとともに、小学校教員の英語指導力の向上を図ることが必要です。

③児童生徒の全国体力テストの結果は、神奈川県との比較において小学校では同水準ですが、中学校では依然と
して低い状況にあるので、運動する機会の充実や、スポーツへ参加する機運を高める必要があります。

④中学校全校での「健康給食」の実施に続き、小学校においても「健康給食」を推進するとともに、生涯健康な
生活を送るための基礎を育めるよう、小中９年間にわたる体系的・計画的な食育を推進する必要があります。

⑤国の高大接続改革や県立高校改革の取組などの動向を注視しつつ、「市立高等学校改革推進計画 第１次計
画」における取組を検証評価するとともに、各学校の施設の状況等を踏まえて「第２次計画」策定に向けた検
討を進める必要があります。

主な課題

指標名 実績値 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 目標値（Ｈ２９）

英語に関する意識 中２ 78.7% 81.7% 78.5％ 81.7％ 80%
（Ｈ２６）

「道で外国人に英語で話しかけられたとき、何とか英語で話そうとする」と回答した生徒の割合 【出典：川崎市学習状況調査】

子どもの体力の状況

小５(男) 99.7% 100.0% 100.0％ 100.0％ 100%
（Ｈ２６）

小５(女) 99.4% 100.5% 100.2％ 99.7％ 100%
（Ｈ２６）

中２(男) 92.9% 92.9% 93.1％ 92.9％ 100%
（Ｈ２６）

中２(女) 94.5% 95.1% 95.3％ 95.3％ 100%
（Ｈ２６）

体力テストの結果（神奈川県の平均値(体力合計点)を100とした際の本市の割合） 【出典：全国体力・運動能力、運動習慣等調査】

指標名 Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

規範意識
小６ 93.3% 93.7% 93.2% 92.6％

中３ 92.6% 91.8% 90.9% 90.9％

「「人の役に立つ人間になりたいと思う」に当てはまる、どちらかといえば当てはまる」と回答した児童生徒の割合【出典：全国学力・学習状況調査】

補
足
指
標
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①児童支援コーディネーターをすべての小学校で専任化したことで、支援が必要な児童の情報を集約・整理し、
より迅速に校内の教職員への共通理解を図ることができるようになりました。また、家庭訪問や電話連絡が適
切に行われたことで、不登校児童の見取りが丁寧に行われるようになるとともに、保護者との連携が図りやす
くなる等、学校全体の支援力・課題解決力が高まりました。

②医療的ケアを希望した１４名の児童生徒への看護師派遣の実施や、特別支援学校・通級指導教室が、地域の
小・中学校に助言・相談対応を行うセンター的機能の強化など、小・中学校における教育的ニーズに応じた児
童生徒への支援の充実が図られました。

③スクールカウンセラーの全中学校への配置や、学校巡回カウンセラーの小学校・高等学校・特別支援学校への
派遣により、児童生徒の心のケアや学校の相談活動の充実を図りました。また、スクールソーシャルワーカー
を派遣することで、課題解決に向け関係機関と連携を図りながら支援を行うなど、問題行動等の未然防止や早
期対応につなげました。

④日本語を使った学校生活に不安がある児童生徒に対しての教育相談や、日本語指導等協力者の派遣による初期
の日本語指導などにより、児童生徒の日本語能力の向上を図るとともに、心のケアや、保護者と学校の連携に
ついての支援も行いました。

⑤これまで入学後の７月に支給していた新中学１年生への新入学児童生徒学用品費について、新入学準備金とし
て入学前の３月に支給時期を変更するとともに、高等学校奨学金の申請基準と採用基準の乖離をなくし、申請
基準を満たしたすべての生徒に奨学金を支給するなど、経済的理由により就学・修学が困難な児童生徒への支
援の充実が図られました。

主な取組成果

基本政策Ⅲ 一人ひとりの教育的ニーズに対応する

政策

目標
Ａ

達成

状況

すべての子どもがいきいきと個性を発揮できるよう、障害の有無
にかかわらず、一人ひとりの教育的ニーズに適切に対応していく教
育（支援教育）を学校教育全体で推進します。

指標名 実績値 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 目標値（Ｈ２９）

児童支援活動推進校における支援の
必要な児童の課題改善率

87% 88% 90％ 90％ 97%
（Ｈ２６）

児童支援活動推進校において把握している支援の必要なすべての児童数に対して、その後の支援によって課題が改善及び改善傾向にある（６月時点）
児童の割合【出典：川崎市教育委員会調べ】

児童支援活動推進校における支援の
必要な児童に対する支援の未実施率
（小学校）

2.7% 4.5% 2.0％ 3.4％ 0%
（Ｈ２６）

児童支援活動推進校において把握しているすべての支援の必要な児童数に対して、その後の支援が実施できなかった（６月時点）児童の割合【出典：川
崎市教育委員会調べ】

個別の指導計画の作成率
（小・中・高等学校）

56% 60% 65％ 72％ 70%
（Ｈ２６）

すべての市立小・中・高等学校数に占める、通常の学級に在籍する支援の必要な児童生徒に対して個別の指導計画を作成した学校の割合【出典：川崎
市教育委員会調べ】

いじめの解消率* 
小学校 60% 65.8% 78.7％ 83.2％ 80%

（Ｈ２５）

中学校 86.2% 83.2% 87.1％ 91.8％ 90%
（Ｈ２５）

いじめが解消した割合（解消した件数／認知件数×100） 【出典：市立小・中学校における児童生徒の問題行動等の状況調査結果】

* 参考指標「いじめの解消率」及び「不登校児童生徒の出現率」については、１年度前の数値を記入しています。

参考指標
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①いじめ・不登校の未然防止、早期発見・解決を図るため、「川崎市いじめ防止基本方針」に基づく取組を進め
るとともに、「かわさき共生＊共育プログラム」エクササイズ集（改訂版）に対応した職員研修の実施などの
取組を進めます。また、警察や児童相談所等の専門機関と積極的に連携し、総合的な支援をしていきます。

②「第２期川崎市特別支援教育推進計画」に基づき、特別支援教育の対象児童生徒への支援を充実させ、さらに
障害の有無に関わらず、教育的ニーズのあるすべての子どもを対象に、一人ひとりに応じた適切な支援を行い
ます。

③適応指導教室での体験活動、ICTを活用した学習支援、フリースクール等との連携など、さまざまな取組を通
して児童生徒の自己肯定感を高め、登校支援を行うとともに、夜間学級での学び直しも含めて、一人ひとりの
ニーズに応じた教育の機会を確保し、社会的な自立のための支援を行います。

④就学等支援事業において、平成31年度に新小学1年生となる就学予定者の保護者に対し、新入学準備金として
新入学児童生徒学用品費の入学前支給を実施します。

今後の取組の方向性

①いじめに対する子どもの意識については、児童会などにおいても子どもが自分たちでできることを考えながら
取り組んでいくことが必要であり、学校としても、豊かな人間関係を育む「共生・共育プログラム」について
、引き続き取り組んでいってほしい。

②特別な教育的ニーズのある児童生徒が増加していることや、配慮すべき内容も多様化・複雑化していることを
把握することが大事であり、そのような現状把握ができていると思う。引き続き、現状把握をした上で、コー
ディネーターの配置や日本語指導の必要な子どもへの支援などを進めていってほしい。

③教育の機会を確保する取組として、不登校については、単に学校に来ないことをいけないことと捉えず、学校
以外の居場所を整えることも重要であるため、適応指導教室のような取組は大事である。また、経済的理由に
より就学が困難な児童生徒の保護者に対して就学援助を実施することも重要な取組の一つである。

教育改革推進会議における意見内容

①今後も、いじめ、不登校をはじめとするさまざまな課題に対して、校内支援体制の構築による組織的な支援と
ともに、専門機関との連携による支援を総合的に推進することが必要です。

②特別支援学校や特別支援学級の在籍者をはじめ、支援を必要としている児童生徒が増加傾向にあり、支援ニー
ズも多様化していることから、担当教職員の専門性の向上などにより、それぞれの児童生徒の状況に応じた支
援を充実させる必要があります。

③新小学１年生への新入学児童生徒学用品費の入学前支給（新入学準備金）についても、円滑に実施する必要が
あります。

主な課題

指標名 実績値 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 目標値（Ｈ２９）

いじめに関する意識

小６ 76.8% 77.0% 78.3％ 77.9％ 100%
（Ｈ２６）

中３ 62.2% 64.2% 66.4％ 66.7％ 100%
（Ｈ２６）

「いじめはどんなことがあってもいけないことだと思う」と回答した児童生徒の割合 【出典：全国学力・学習状況調査】

不登校児童生徒の出現率*
小学校 0.34% 0.38% 0.41％ 0.52％ 0.30%

（Ｈ２５）

中学校 3.65% 3.48% 3.34％ 3.82％ 3.47%
（Ｈ２５）

何らかの心理的、情緒的、身体的、あるいは社会的要因・背景により、連続又は継続して30日以上欠席した児童生徒数の割合（不登校児童生徒数／
全児童生徒数×100） 【出典：市立小・中学校における児童生徒の問題行動等の状況調査結果】
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①登下校時の安全対策のため、スクールガード・リーダー２０名の配置や、地域交通安全員の９２箇
所への配置を実施しました。また、通学路安全対策会議を開催し、安全対策について要望のあった危
険か所の改善のためガードレールの設置や速度制限の設定などを実施し、学校安全の推進を図りまし
た。

②各学校の防災力の向上を図るため、学校防災教育研究推進校を４校指定し、地震や火災のほか水害
や、土砂災害、不審者への対応など、学校や地域の実情に応じた防災教育を推進しました。

③学校施設長期保全計画に基づき再生整備と予防保全による改修工事を実施することにより、学校の
教育環境改善や施設の長寿命化を図るとともに、新たに校舎１４校、体育館１６校の設計に着手しま
した。また、１３校について学校トイレの快適化を実施しました。

④小杉駅周辺地区における児童数の増加を受けて、小杉小学校の平成３１(２０１９)年度開校に向け
工事に着工するとともに、地域住民、保護者等と協議し、通学区域等を決定しました。

主な取組成果

基本政策Ⅳ 良好な教育環境を整備する

スクールガード・リーダーや地域交通安全員を配置し、地域にお
けるさまざまな危険から子どもたちを守る取組や防災教育研究推進
校の取組を支援するなど、学校安全の推進を図ります。

「学校施設長期保全計画」に基づく取組を進め、より多くの学校
の教育環境を早期に改善します。また、トイレの快適化やエレベー
タ設置によるバリアフリー化、学校施設防災機能強化に向けた取組
を推進し、安全・安心で快適な教育環境を整備します。

Ａ
達成

状況
政策

目標

指標名 実績値 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 目標値（Ｈ２９）

トイレ快適化整備校数の割合 59.8% 65.2% 70.5％ 75.8％ 75.8%
（Ｈ２６）

学校トイレ整備事業のトイレ快適化整備校（対象校 小学校91校・中学校41校）の割合【出典：川崎市教育委員会調べ】

エレベータ設置校数の割合（小・中・高・特別支
援学校）

60.9% 61.5% 69.5％ 74.7％ 70.1%
（Ｈ２６）

校舎増改築や既存校舎改修によるエレベータの設置校の割合【出典：川崎市教育委員会調べ】

再生整備の設計着手校の割合
（築31年以上（平成25年４月１日基準日）の小・
中・高・特別支援学校 校舎85校、体育館48校）

校舎 9.4% 9.4% 14.1％ 23.5％ 28.2%
（Ｈ２６）

体育館 10.4% 20.8% 31.3％ 41.7％ 41.7%
（Ｈ２６）

校舎・体育館の再生整備の設計着手校の割合【出典：川崎市教育委員会調べ】

体育館・格技室の吊り天井落下防止対策
の実施校の割合（小・中・高・特別支援学校）

87.9% 100% 100％ 100％ 100%
（Ｈ２６）

体育館・格技室の吊り天井落下防止対策の実施校の割合【出典：川崎市教育委員会調べ】

防災教育研究推進の実施校の割合（小・中・
高・特別支援学校）

56.2% 77.0% 100％ 100％ 100%
（Ｈ２６）

防災教育研究推進の実施校の割合【出典：川崎市教育委員会調べ】

参考指標
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①通学路の危険か所を点検し、改善が必要な場所については関係機関と連携しながら、安全対策を進
めます。また、スクールガード・リーダーや地域交通安全員を配置し、PTAや地域の方々と連携をと
りながら、登下校時の安全確保をはじめ、さまざまな危険から子どもたちを守る取組を進めます。

②学校防災教育研究推進校による先導的な研究の推進や、各学校の実態に応じた防災教育を推進し、
学校の防災力や子どもたちの防災意識の向上を図ります。

③子どもたちの健康面と関連性が高く、児童生徒や保護者等からのニーズも高いトイレ改修を加速化
し、平成３４（２０２２）年度末の完了をめざして、高等学校等を含めた本市のすべての学校にお
いてトイレの快適化を推進するなど、安全安心で快適な教育環境の整備を進めていきます。

今後の取組の方向性

①地域交通安全員のように人を配置する方法とともに、危険か所を減らしていく取組も重要であるの
で、引き続き、区役所や警察との綿密な調整を行ってほしい。

②主な取組成果から、学校防災教育研究推進校の指定、地震や火災のほか水害や、土砂災害、不審者
への対応など、学校や地域の実情に応じた防災教育を推進したことがわかる。市内全校がこのよう
な防災教育を行えるよう展開することが重要である。

教育改革推進会議における意見内容

①子どもたちが危険を予測し、回避する能力を育成するとともに、登下校時の交通事故など地域にお
けるさまざまな危険から子どもたちを守るため、関係機関と連携し安全対策を進めていくなど、引
き続き安全教育と安全管理の両面から取り組む必要があります。

②熊本地震、鳥取中部地震、九州北部豪雨災害等、大きな災害が続いていることや、水防法、土砂災
害法の改正への対応などが求められていることから、学校の防災機能強化に向けた取組を推進する
ことが必要です。

③児童生徒や保護者等からのニーズが高いトイレの快適化については、改修を加速化させるととも
に、学校施設長期保全計画に基づき、計画的に施設整備を実施する必要があります。

主な課題
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①学校・家庭・地域社会が連携しながら、特色ある学校づくりを推進するため、学校運営協議会設置
校（コミュニティ・スクール）の運営を支援するとともに、コミュニティ・スクール以外に設置さ
れている学校教育推進会議の活性化を図りました。また、コミュニティ・スクール連絡会やコミュ
ニティ・スクール・フォーラムの開催、コミュニティ・スクール・ガイドの作成・配布を通して、
各コミュニティ・スクールの特色ある取組の共有や実践成果の普及・啓発が図られました。

②各区・教育担当による学校訪問等を通して、学校運営への支援や、学校間及び学校と地域の連携強
化が図られたほか、突発的な事案等に対しても、関係機関等と適切に連携することにより、学校や
家庭・地域においてますます多様化・複雑化しているニーズに対して迅速かつ適切な対応が図られ
ました。

③教職員一人ひとりの資質を高めるため、ライフステージに応じた悉皆研修を実施することで、若手
及び中堅教員を中心とした資質の向上を図るとともに、教職員が抱える今日的課題を取り上げた特
設研修の内容については、参加者の約９５％が「校内で活用している」または「これから活用する
状況である」と回答しており、教職員一人ひとりの教育力を高めることができました。また、改正
教育公務員特例法に基づき、教員等育成指標を策定し、翌年度以降の研修体制の見直しの基礎をつ
くりました。

④創意と活力に溢れた優秀な人材を確保するため、全国の教員養成系大学や市内外での採用説明会を
開催するとともに、九州地方（熊本大学）においても１次試験を実施し、３７名が受験、うち７名
が新規採用となりました。

主な取組成果

基本政策Ⅴ 学校の教育力を強化する

学校が保護者、地域と連携しながら、地域の教育資源や人材を活
用し、子どもや保護者、地域の実態に応じた創意工夫ある教育活動
を進め、特色ある学校づくりを推進します。

ライフステージに応じた研修や教育実践等を通じて教職員一人ひ
とりの資質能力を高めるとともに、その力を組織的に機能させ、学
校の教育力を高めます。

政策

目標

達成

状況

指標名 実績値 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 目標値（Ｈ２９）

地域の教育資源や人材を活用した特
色ある学校づくり

83% 85.9% 87.3％ 92.7％ 89%
(Ｈ２６)

学校における教育活動や様々な活動に保護者や地域の人の参加を得ている【出典：全国学力・学習状況調査】

学校の組織・チーム力 93.3% 98.3% 98.8％ 97.6％ 100%
(Ｈ２６)

学校全体の学力傾向や課題について、全教職員の間で共有している【出典：全国学力・学習状況調査】

教職員の資質向上、学校の組織・
チーム力

93.9% 95.9% 97.6％ 95.8％ 97%
(Ｈ２６)

教職員は、校内外の研修や研究会に参加し、その成果を学校教育活動に積極的に反映させている 【出典：全国学力・学習状況調査】

参考指標

Ｂ
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①「地域とともにある学校づくり」として、各学校が保護者や地域の方々の理解と参画を得て、創意
工夫しながら特色ある教育活動に取り組めるようコミュニティ・スクールや学校教育推進会議等の
活用推進を図ります。

②区・教育担当を中心にきめ細やかに学校を支援することにより、困難を抱える子どもの小さなサイ
ンも見逃さない支援体制づくりを推進します。

③教職員の業務の効率化や円滑な学校運営に向け、業務内容等の検討を行うとともに、教職員の勤務
実態調査の結果に基づき、学校業務の効率化等による教職員の働き方・仕事の進め方改革に向けた
取組を推進します。

④教員同士の学び合いを促進し、日常の授業研究の充実や校内研修の活性化を図り、教員の授業力向
上に向けた取組を進めます。

今後の取組の方向性

①すでにある地域教育会議、コミュニティ・スクール、学校教育推進会議等の仕組みを活用し、学
校、家庭、地域が協働する環境づくりが重要である。

②全国的にも話題になっている教員の長時間勤務を改善するため、会議の精選や校務支援システムに
よる効率化など、教職員の働き方改革を進めていく必要がある。

③学校現場の年齢構成が以前と比べて、経験年数１０年未満の若手が多くなっていることを踏まえ、
教員同士の協力やOJTの充実を図ることが重要である。

教育改革推進会議における意見内容

①「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の改正に伴い努力義務化された学校運営協議会の設
置について、本市での取組内容を検討していく必要があります。

②今後も、区・教育担当が関係機関と相互連携を図り、学校運営への支援や学校と地域との連携強化
を進める必要があります。

③教職員の働き方改革が求められる中、学校に求められる役割が拡大する状況において、新たな教育
課題等に対応するためには、教員が授業や学級経営、児童生徒指導等の本来的な業務に一層専念で
きるよう、学校運営体制の再構築に向けた取組が必要です。

④改正教育公務員特例法に基づいて設置した教員等育成協議会を有効に活用し、教職員に求められる
資質・能力を効果的に向上させる研修体制の構築が必要です。

主な課題
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①寺子屋の運営を担う人材や事業をサポートする人材を確保するため、寺子屋先生養成講座や寺子屋
コーディネーター養成講座、寺子屋同士の情報交換会を開催しました。また、地域全体で子どもたち
の育ちを見守り、多世代が学び合う、地域の寺子屋を３８か所に拡充しました。こうした取組の結果、
まちで寺子屋先生と子どもたちが出会った時に挨拶しあえるような関係が生まれており、確実に子ど
もたちと地域の大人との関わりが増えています。

②各行政区・各中学校区に設置されている地域教育会議の活性化に向けて、リーフレットや研修用DVD
を作成したほか、研修会を開催するなど、地域の教育力の向上につなげられるよう各地域教育会議の
活動を推進しました。

③市民館等における家庭・地域教育学級、PTAによる家庭教育学級、家庭教育事業を円滑に進めること
を目的とした家庭教育推進連絡会や企業等との連携による家庭教育支援講座を開催するなど、家庭教
育等に関する悩みや不安の解消につなげる取組を実施し、家庭の教育力の向上を図りました。

主な取組成果

各家庭における教育や、地域による子どもや若者の育ちを支える
取組を支援するとともに、地域の様々な大人が子どもたちの教育や
学習をサポートする仕組みづくりを進めることによって、大人も子
どもも学び合い、育ち合うための環境づくりや、子どもたちが地域
の一員として夢や希望を持って豊かに育つことができる環境づくり
に取り組んでいきます。

基本政策Ⅵ 家庭・地域の教育力を高める

Ａ
達成

状況政策

目標

参考指標

指標名 実績値 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 目標値（Ｈ２９）

家庭教育関連事業の参加者数 20,888人 23,378人 23,253人 26,041人 21,000人
（Ｈ２５）

教育文化会館・市民館・分館で実施する家庭・地域教育学級、ＰＴＡ等の企画する家庭教育学級、その他家庭教育事業の参加者数【出典：教育文化会
館・市民館活動報告書】

家庭教育関連事業を通じて悩みや
不安が解消・軽減した割合

― 91.4％ 92.4% 95.6％
平成27年度実
績の５％増

教育文化会館・市民館・分館で実施する家庭・地域教育学級、ＰＴＡ等の企画する家庭教育学級、その他家庭教育関連事業で悩みや不安が解消・軽減し
た人の割合 事業参加者を対象に平成２７年度からアンケート実施予定【出典：川崎市教育委員会調べ】

ＰＴＡ・企業等多様な主体と連携して
実施した家庭教育関連事業数

135回 159回 172回 182回 150回
（Ｈ２５）

ＰＴＡ・企業・子育て関連部署等と連携して実施した家庭教育関連事業の開催数【出典：川崎市教育委員会調べ】

地域教育会議における参加者の意
識の変化

76.2% 89.2％ 88.8％ 92.9％ 80%
（Ｈ２６）

地域教育会議が開催する「教育を語る集い」等の事業において、「子どもや地域のことを考えるきっかけとなった」と答えた参加者の割合【出典：川崎市教
育委員会調べ】

地域の寺子屋事業に参加する児童
の意識の変化

87.6% 90.7% 88.6％ 91.9％ 92%
（Ｈ２６）

地域の寺子屋事業に参加した児童を対象とした意識アンケートにおいて、親や教師以外の地域の大人と知り合うことができた割合【出典：川崎市教育委
員会調べ】
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①子ども会議や地域教育会議の活動をはじめとして、学校と地域が連携して、子どもたちの意見表明
と社会参加を促進し、地域の一員としての自覚を育みます。

②企業等との連携による家庭教育事業の実施など、仕事を持つ保護者のほか、これまで各種事業を受
講できなかった家庭の方々が学べる機会や場を提供します。

③「地域の寺子屋事業」について、全小・中学校への展開に向けて取組を推進します。地域の多様な
大人との関わりの中で、子どもたちの学ぶ意欲の向上や豊かな人間性の形成を図るとともに、多世
代で学ぶ生涯学習を推進します。

今後の取組の方向性

①地域の寺子屋事業の拡充のためには、引き続き、事業の運営を担う団体や人材、活動をサポートす
る人材を確保することが必要です。

②地域の教育力向上のため、各地域教育会議の活動を活性化させる支援を、継続して行う必要があり
ます。

③仕事を持つ保護者のほか、これまで各種家庭教育事業を受講できなかった家庭に対し、学べる機会
や場の提供をするため、企業等の様々な主体と引き続き連携し、学習機会を充実させる必要があり
ます。

主な課題

①子どもたちが意見を表明したり、社会参加をする機会を設けることは、子どもたちの成長のために
重要なことであるとともに、そのような機会を地域教育会議のような地域主体で設けることが、学校
と地域の協働につながる。

②家庭教育については、仕事を持つ保護者等、受講が難しい場合が多いと思われるため、そのような
受講が難しい要因や受講してもらうために整えるべき条件等を把握する必要がある。

教育改革推進会議における意見内容
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①市民自治の実現を担う人材を育成するため、大学等高等教育機関との連携を進めるとともに、教育文
化会館・市民館・分館において、市民自主学級・市民自主企画事業等、様々な社会教育振興事業を実
施しました。

②市立図書館ホームページのスマートフォン版の開発を行い、市民の利便性向上を図りました。

③市民の生涯学習や地域活動の拠点である社会教育施設について、安定的・継続的な施設運営を図るた
め、幸文化センター空調設備改修工事や麻生市民館大ホール設備改修工事などの改修・補修を計画的
に行いました。また、川崎区の市民館機能のあり方を検討し、平成３０年３月に再編整備の方向性を
まとめました。

主な取組成果

基本政策Ⅶ いきいきと学び、活動するための環境づくり

市民の「学ぶ力」を育み、市民の自治力の基礎を培うため、自ら課題
を見つけ、自主的に学び、その成果を活かす学びの機会提供を促進しま
す。

社会教育の展開を通じて、市民の学びを通じた出会い（「知縁」）を
促進し、それが新たな「絆」「つながり」を生み出すよう支援するとと
もに、地域における社会教育の担い手を育成していきます。

社会教育施設の長寿命化の推進など生涯学習環境の充実を図ります。

Ｂ
政策

目標

達成

状況

指標名 実績値 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 目標値（Ｈ２９）

教育文化会館・市民館・分館の社会
教育振興事業参加者数

81,432人 79,326人 89,677人 84,304人 85,000人
(Ｈ２６)

教育文化会館・市民館・分館で実施する各種社会教育事業（学級、集会など、家庭教育振興事業は除く）に参加した人の数【出典：教育文化会館・市民館
活動報告書】

社会教育振興事業を通じて新たな
つながりが増えた割合 ― 67.5％ 70.4% 67.1％

平成27年度実績
の５％増

教育文化会館・市民館・分館で実施する各種社会教育事業（学級、集会など、家庭教育振興事業は除く）を通じて新しい知り合いが増えた人の割合【出典：
川崎市教育委員会調べ】

市立図書館図書タイトル数 81万件 82万件 84万件 85万件 85万件
(Ｈ２５)

川崎市立図書館全館の所蔵図書の全タイトル数。所蔵図書の多様性を表す指標【出典：川崎市教育委員会調べ】

①「社会教育振興事業への参加者数」や「社会教育振興事業を通じて新たなつながりが増えた割合」
が減少している中、より多くの方に参加していただける事業の実施が必要です。また、市民による
地域の学びのコーディネート等を行う人材の育成をするとともに、市民による地域の学びの機会提
供や学習の成果を地域へ還元できる仕組みの構築が必要です。

②市立図書館の入館者数が減少していることから、その要因を分析し、市民ニーズに応じた図書館
サービスを検討する必要があります。

③市民の生涯学習や地域活動の拠点としての社会教育施設が老朽化していることから、劣化状況に基
づく、長寿命化の推進が求められるとともに、工事期間中等の市民利用への影響を最小限に止める
よう、計画的な改修・補修が求められます。

④市民・地域の課題解決を支援する機能の充実など、市民サービスの向上に向けて、社会教育施設の
管理運営における民間活力の適正な活用について検討を進める必要があります。

主な課題

参考指標
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①市民館での市民ニーズに則した魅力的な講座や地域の課題解決につながる企画の実施等を通じて、
市民の自主的な学習や活動をコーディネートしていく人材を育成し、地域活動のネットワーク化を
図ることで、さまざまな市民の社会参加と知縁づくりに努めます。

②教育文化会館の市民館機能を労働会館の１階～３階に移転する方針が決定したことから、平成
34(2022)年度の供用開始をめざし、川崎区における生涯学習の拠点としての市民館機能の整備を行
います。

③社会教育施設の市民サービス向上を図る効率的・効果的な運営のため、民間活力の適正な活用につ
いて検討します。

今後の取組の方向性

①地域にはいろいろな経験や知識を有する方々がいるはずであるが、それらを教える機会や人材を発
掘することが少ないと思われるため、コーディネートする人材の育成は重要な取組である。

②市民館については、児童生徒の保護者は利用する機会がある一方で、子どもが卒業すると保護者が
利用する機会がなくなるため、子どもが卒業してからも利用したくなるような仕組みや魅力的な講
座などがあるとよい。

③社会教育施設運営への民間活力の活用について、地域との深いつながりや密な連絡調整ができなく
なるようなことがないよう、量的なものだけでなく、質的なサービス向上を見据えた検討が必要で
ある。

教育改革推進会議における意見内容
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①「文化財保護活用計画」に基づく文化財の調査・保護・活用事業の推進のため、文化財指定制度を
補完する新たな制度として「川崎市地域文化財顕彰制度」を創設し、未指定文化財の顕彰と記録を
推進する制度の運用を開始しました。また、文化財ボランティア養成講座において、絵画、彫刻、
史跡等幅広い分野の文化財についてボランティアとしての知識を高める講座を開催し、登録ボラン
ティアとなる人材の育成を図りました。

②市内に建築された近世名主住宅長屋門として貴重な存在である「深瀬家長屋門」を川崎市重要歴史
記念物に指定し、１日限定の指定記念特別公開に３０４人が来場しました。

③市内初の国史跡に指定された橘樹官衙遺跡群については、将来にわたり保存し、史跡の価値と魅力
を広く伝えていくため、有識者会議、庁内検討委員会、パブリックコメント等の意見を踏まえ、「
国史跡橘樹官衙遺跡群保存活用計画」を策定しました。

④日本民家園、かわさき宙と緑の科学館の共催により、お月見行事を開催するなど、生田緑地各施設
の連携を深めました。また、日本民家園開園５０周年記念事業では、５０周年を振り返る記念企画
展、式典を兼ねた芸能公演、開園以来初めて廻り舞台を使用した歌舞伎公演、古民家の旧所在地で
ある南砺市・甲州市・福島市と連携した芸能公演や物産展、多摩区役所と連携したオペラ公演等を
展開しました。

主な取組成果

基本政策Ⅷ 文化財の保護活用と魅力ある博物館づくり

「川崎市文化財保護活用計画」に基づき、新たな文化財保護制
度の整備に取り組むなど、文化財の保護・活用を推進します。

博物館施設｢日本民家園」、「かわさき宙と緑の科学館」の博
物館活動の充実により、各施設のさらなる魅力向上を図り、本市
の魅力として発信します。

Ａ
政策

目標

達成

状況

指標名 実績値 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 目標値（Ｈ２９）

市内の指定・登録・認定等の文化財
件数

158件 158件 159件 160件 170件
（Ｈ２５）

従来の国・県・市の指定・登録の文化財件数に加え、「川崎市文化財保護活用計画」に基づく新たな文化財制度の取り組みとして、（仮称）「認定」文化財
の件数を追加【出典：川崎市教育委員会調べ】

「日本民家園」「かわさき宙
と緑の科学館」入園（館）者数

民家園 109,710人 118,887人 116,053人 116,772人 120,000人
（Ｈ２５）

科学館 301,399人 293,333人 283,423人 288,130人 305,000人
（Ｈ２５）

日本民家園の年間入園者数（入園料一般500円、中学生以下・市内65歳以上無料）及びかわさき宙と緑の科学館の年間入館者数（入館料無料）【出典：
川崎市教育委員会調べ】

「日本民家園」「かわさき宙と
緑の科学館」来園（館）者アン
ケート満足度

民家園 96% 93% 95.8％ 94％ 97%
（Ｈ２５）

科学館 85% 86% 86％ 85％ 90%
（Ｈ２５）

「良かった・満足した」と回答した来園（館）者の割合【出典：川崎市教育委員会調べ】

参考指標
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①橘樹官衙遺跡群については、平成３０（２０１８）年度中に整備基本計画を策定し、本市の貴重な
宝として将来を見据えた整備を行い、全国にその魅力を発信していきます。

②日本民家園及びかわさき宙と緑の科学館は、「『生田緑地』の観光強化」として、市の「新・かわ
さき観光振興プラン」（平成２８年２月）にも位置づけられており、外国人観光客にも対応した展
示・広報活動の充実や利便性・回遊性の向上、食の魅力の開発・発信などの要素も含めて利用者
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主な課題

19
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●本市の教育施策を総合的かつ体系的に推進し、今後目指すべき基本理念や目標などを実現するた
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｢第 2 次川崎市教育振興基本計画 かわさき教育プラン」を策定します。

●プランに基づく取組を着実に推進するため、PDCA サイクル「計画（PLAN）－実行（DO）－評価

（CHECK）－見直し（ACTION）」により、進捗管理を行います。評価結果については、次年度以降

の取組内容の見直し・改善に活用するとともに、広く市民の皆様に公表します。

第 2 次川崎市教育振興基本計画 

かわさき教育プラン第１期実施計画(2015～2017)【概要版】 
編 集 川崎市教育委員会総務部企画課 
 川崎市川崎区宮本町 6 番地 
 電話:044-200-3244 FAX:044-200-3950 Eメール: 88kikaku@city.kawasaki.jp

この冊子の詳しい内容は、ホームページのほか、かわさき情報プラザ、 
各市政資料コーナー、図書館、市民館で、ご覧いただけます。

●概ね１０年間の計画期間全体を通じて実現を目指すもの

をプランの基本理念及び基本目標として掲げながら、具

体的な取組内容は、基本政策、施策、事務事業の階層で

体系的に整理します。基本政策、施策、事務事業は、概

ね４年ごとに見直しを行う実施計画とすることで、新し

い課題や状況の変化に、より柔軟に対応できるような政
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●教育基本法第１７条第２項に定める教育振興基本計画に位置づけます。 

●本市総合計画をはじめ、本プランと関連する計画との整合を図りながら、教育施策を総合的に推進

します。

●平成２７年度から概ね１０年間を対象期間とします。

●教育委員会が所管する市立の小・中・高・特別支援学校での学校教育と、幼児から高齢者までに

わたる社会教育とします。

かわさき教育プラン 検 索

１ 策定の趣旨 

２ プランの位置付け 

３ 対象期間 

４ 対象分野 

５ プランの構成及び計画期間 

６ 進捗管理 

●各実施計画期間において、特に重点的に推進する取組を「重点事業」として位置づけます。

１ 基本理念･基本目標 …概ね１０年間

２ 基本政策 

３     施  策 …概 ね４年 間

４ 事務事業 （第１期実施計画は３年）

計画の概要 

概ね１０年間の計画期間全体を通じて本市の教育の指針となる考え方として、プランの基本理念と

基本目標を掲げ、その実現を目指した施策を実施計画に位置づけ、推進していきます。 
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個人や社会の多様性を尊重し、それぞれの強みを生かし、 
ともに支え、高め合える社会をめざし、共生・協働の精神を 
育むこと

プランの基本理念 

プランの基本目標 

川崎市の教育が目指すもの

変化の激しい社会の中で、誰もが多様な個性、能力を伸ばし、
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将来に向けた社会的自立に必要な能力・態度を培うこと 
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施策１．キャリア在り方生き方教育の推進

★｢キャリア在り方生き方教育」に関する研修の実施

やリーフレットによる啓発、推進協力校における

検証など、平成 28 年度からの全校実施に向けた

取組を進めます。 

★教師用資料である「キャリア在り方生き方教育の

手引き」を活用しながら、児童生徒のための「キ

ャリア在り方生き方ノート」を作成し、「キャリ

ア在り方生き方教育」を推進していきます。

「キャリア在り方生き方ノート」 

小学校１、２年 ふれあい 
小学校３、４年 ひろがり 
小学校５、６年 中学校１年 つながり 
中学校２、３年 はばたき教師用「キャリア在り方生き方教育の手引き」

学校から社会への移行が円滑に行われていない子ども・若者の実態が指摘されている背景として、

コミュニケーション能力の不足、低い自己肯定感、他者意識や他者への配慮の不足、規範意識の低

下など、「社会的自立」に必要な能力や態度に関わる子どもたちの様々な課題が存在しています。 

このことから、子どもたちのキャリア発達（社会の中で自分の役割を果たしながら、自分らしい生

き方を実現していく過程）を促すために、これまで取り組んできた本市の学校教育を「キャリア在り

方生き方教育」の視点から幅広く見直し、子どもたちの社会的自立に向けて必要な能力や態度を、

成長段階に応じて系統的・計画的に育む教育を推進します。 

第１期実施計画期間(平成27 年度～平成29 年度)の 
８つの基本政策及び主な取組 

関連するデータ

■「自分にはよいところがあると思う、 
どちらかといえばあると思う」と回答した
生徒の割合（中学校３年生）

50.0
55.0
60.0
65.0
70.0
75.0
80.0

H21 H26

川崎市

全国

（％）

資料：全国学力・学習状況調査

50.0
55.0
60.0
65.0
70.0
75.0
80.0

H21 H26

川崎市

全国

■「自分にはよいところがあると思う、 
どちらかといえばあると思う」と回答した
児童の割合（小学校６年生）

資料：全国学力・学習状況調査

（％）

★
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★

人間としての在り方生き方の軸をつくる基本政策

Ⅰ

ャリア在り方生き方ノート」を作成し、「キャリ

ア在り方生き方教育」を推進していきます。

「キャリア在り方生き方ノート」 「キャリア在り方生き方ノート」 

教師用「キャリア在り方生き方教育の手引き」

取組を進めます。 

教師用「キャリア在り方生き方教育の手引き」教師用「キャリア在り方生き方教育の手引き」
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施策１．確かな学力の育成

★総合的な学力向上策として、少人数学級・少人

数指導等きめ細やかな指導方法や指導体制の

充実を図るとともに、教員の授業力向上、学力

の状況の的確な把握と数値目標を有効に活用

しての授業改善など、学力向上の取組を推進し

ます。 

★積極的に外国人と英語でコミュニケーション

する児童生徒を育成するなど、英語教育の充実

を図るとともに、国際的な先端産業・研究開発

都市である本市の強みを活かした魅力ある理科

教育を展開します。 

積極的に英語でコミュニケーションしようとする態度を育む
外国語指導助手(ALT)との小学校外国語活動

 義務教育９年間の教育課程の内容は、本来すべての子どもたちが身に付けなくてはならないもの

です。また、学習指導要領の目指す「生きる力」は、生涯にわたる学習・生活の基礎となる力でも

あります。 

 学ぶ意欲を高め、「確かな学力」「豊かな心」「健やかな心身」をバランスよく育み、一人ひとりが

社会を生き抜くために必要な「生きる力」を確実に身に付けることを目指します。 

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

H21 H26

どちらかとい

えばわかる

わかる

■「授業がわかる、どちらかといえばわかる」
と回答した児童の割合（小学校５年生）

資料：川崎市学習状況調査
※国語、算数、理科、社会の平均値 

（％）

関連するデータ

習熟の程度に応じた少人数指導
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90

H21 H26

どちらかとい

えばわかる

わかる

■「授業がわかる、どちらかといえばわかる」
と回答した生徒の割合（中学校２年生）

※国語、数学、理科、社会、英語の平均値 
資料：川崎市学習状況調査

（％）

重点事業 総合的な学力向上策の実施★
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です。また、学習指導要領の目指す「生きる力」は、生涯にわたる学習・生活の基礎となる力でも

あります。 

 学ぶ意欲を高め、「確かな学力」「豊かな心」「健やかな心身」をバランスよく育み、一人ひとりが

社会を生き抜くために必要な「生きる力」を確実に身に付けることを目指します。 

0
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90

H21 H26

どちらかとい

えばわかる

わかる

■「授業がわかる、どちらかといえばわかる」
と回答した児童の割合（小学校５年生）

資料：川崎市学習状況調査
※国語、算数、理科、社会の平均値 

（％）

関連するデータ

習熟の程度に応じた少人数指導
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どちらかとい

えばわかる

わかる

■「授業がわかる、どちらかといえばわかる」
と回答した生徒の割合（中学校２年生）

※国語、数学、理科、社会、英語の平均値 
資料：川崎市学習状況調査

（％）

重点事業 総合的な学力向上策の実施★

学ぶ意欲を育て、「生きる力」を伸ばす基本政策

Ⅱ
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施策２．豊かな心の育成

●思いやり・公徳心・生命尊重等の「道徳教育」、

子どもの権利学習、多文化共生教育等の「人権

尊重教育」等の総合的な推進を図り、他者や社

会とのよりよい関係を築きながら、命の大切さ

を実感させる『いのち・心の教育』をすべての

教育活動の基盤とし、豊かな心を育む教育の推

進を図ります。 

●学校司書の適正配置を進めるとともに、図書担

当教諭や学校図書館ボランティアの資質向上

を図るための研修を実施するなど、学校図書館

の充実を図ります。 

●音楽の素晴らしさや楽しさを味わい、豊かな感

性等を育むため、オーケストラ鑑賞や子どもの

音楽の祭典等の取組を推進します。 

施策３．健やかな心身の育成

●健康教育の充実を図るとともに、誰もが運動す

る心地よさを味わい、生涯にわたって運動に親

しむことができるよう、学校、家庭、地域、行

政が連携を図りながら、子どもの体力向上を図

ります。 

★安全・安心で温かい中学校完全給食の早期実施

に向けた施設整備や学校給食を活用したさら

なる食育の充実に取り組みます。 

施策４．教育の情報化の推進

●児童生徒の情報活用能力の育成を目指す学習

活動の推進や、ICT を活用した分かりやすく理

解の深まる授業の推進などを図ります。

●教員が児童生徒とふれあう時間や教材研究の

時間が確保できるよう、校務の情報化の推進を

図ります。

施策５．特色ある高等学校教育の推進

●各校の特色を生かした多様な学習ニーズに対

応する教育活動を推進し、魅力ある市立高等学

校づくりに向けた取組を推進します。 

●川崎高校及び同附属中学校においては、中高一

貫教育の特色を活かし、６年間を見通した総合

的な学習の時間における特色ある取組や、ICT
を活用した新たな学習を推進するなど、６年間

の体系的・継続的な教育活動を展開します。 

PTA 代表、校長会代表、教職員
代表、教育委員会事務局で意見
交換を行う中学校給食推進連絡
協議会

中高一貫教育校の中高合同の
体育祭 

橘高校国際科生徒と大学生の
ワークショップ（国際理解）

小学校のキラキラ長縄
チャレンジの様子

重点事業 中学校完全給食の早期実施に
向けた取組★

子どもの音楽の祭典
ジョイフルバンド 
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施策１．家庭教育支援の充実 

●これまで各種家庭教育事業を受講できなかっ

た家庭へのアプローチを行うなど、家庭教育事

業の推進に取り組み、家庭の教育力の向上を図

ります。

施策２．地域における教育活動の推進

★シニア世代をはじめとする地域の幅広い世代

の方々と協働して、子どもたちの学習や体験を

サポートする「地域の寺子屋事業」を推進しま

す。地域の多様な大人との関わりの中で、子ど

もたちの学力向上や豊かな人間性の育成を図

るとともに、多世代で学ぶ生涯学習の拠点づく

りを進めます。 

●各行政区・中学校区地域教育会議の活性化に向

けた支援に取り組みます。

PTA による家庭教育学級
臨床心理士に、子どもの心の
健康について学ぶ

 各家庭における教育や、地域による子どもや若者の育ちを支える取組を支援するとともに、地域

の様々な大人が子どもたちの教育や学習をサポートする仕組みづくりを進めることによって、大人

も子どもも学び合い、育ち合うための環境づくりや、子どもたちが地域の一員として夢や希望を持

って豊かに育つことができる環境づくりに取り組んでいきます。

（※１）「男性雇用者と無職の妻からなる世帯」とは、夫が非農林業雇 

用者で、妻が非就業者（非労働力人口及び完全失業者）の世帯 

（※２）「雇用者の共働き世帯」とは、夫婦とも非農林業雇用者の世帯 

（※３）平成 22 年および平成 23 年の（ ）内の実数は、岩手県、宮城 

県及び福島県を除く全国の結果 

988 977 1,013 1,011 995 (973) (987)
1,054 1065

863 854 851 825 831
(771) (773) 787

745
600

700

800

900

1000

1100

1200

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

雇用者の共働き世帯

男性雇用者と無職の妻からなる世帯

■共働き等世帯数の推移（全国） 

資料：内閣府男女共同参画白書

（万世帯）

関連するデータ

放課後、寺子屋先生と一緒に
学習する子どもたち

地域教育会議交流会での
パネル展示交流

■｢地域の教育力」は自身の子ども時代と比べてど
のような状態にあると思われるか

以前に比べて

低下している

55.5%

以前と

変わらない

15.1%

以前に比べて

向上している

5.2%

わからない

22.7%

不明

1.5%

資料：文部科学省「地域の教育力に関する実態調査」
   （平成 17 年度）

重点事業 地域の寺子屋事業の推進 ★

5 

施策１．支援教育の推進

★小学校における包括的な児童支援体制を構築

するため、児童支援コーディネーターの専任化を

推進します。 

●「第 2 期特別支援教育推進計画」に基づき、発

達障害を含めた特別支援教育の対象である子

どもへの支援を充実させるとともに、さらに、

障害の有無にかかわらず、教育的ニーズのある

すべての子どもを対象に、一人ひとりに応じた

適切な支援を行います。 

●いじめ・不登校の未然防止、早期発見・解決を

図るため、「川崎市いじめ防止基本方針」に基

づく取組を進めるとともに、「かわさき共生＊

共育プログラム」の実施、教育相談体制の充実

などを図ります。 

児童との毎朝のあいさつの
中で、子どもの様子や変化に
気を配る児童支援コーディ
ネーター

 本市においては、特別支援学校や特別支援学級に在籍する児童生徒が増加しており、通常の学級

においても、発達障害の他、いじめや不登校、経済的に困難な家庭環境など、様々な教育的ニーズ

のある子どもが増加している現状があります。 

 そのような状況の中、すべての子どもがいきいきと個性を発揮できるよう、障害の有無にかかわ

らず、一人ひとりの教育的ニーズに適切に対応していく教育「支援教育」を学校教育全体で推進し

ます。

■市内特別支援学校の児童生徒数の推移

資料：川崎市教育委員会調べ

535
597 620

687 731 757 757 777

269 291 316 335 364 384 410
478
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市内県立 市養護学校 市聾学校
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小学校 中学校

■特別支援学級在籍者数の推移
（人）

資料：学校基本調査
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資料：市立小・中学校における児童生徒の
問題行動等の状況調査結果

■いじめ認知件数及び解消率
（%）（件）

■不登校児童生徒数

資料：学校基本調査

174 213 238
210 238

1,091 1,140 1,036 1,010 1,048

0

500

1,000

1,500
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小学校 中学校

（人）

関連するデータ

重点事業 ｢児童支援コーディネーター｣
の専任化の推進★

一人ひとりの教育的ニーズに対応する基本政策

Ⅲ
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施策１．学校安全の推進 

●防災教育研究推進校を指定し、先導的な研究を

推進するとともに、各学校の防災担当者への研

修等を通じた啓発を行うことにより、学校や地

域の実情に応じた防災教育を充実させ、学校の

防災力や子どもたちの防災意識の向上を図り

ます。 

●スクールガード・リーダーや地域交通安全員を配

置し、地域の各種団体などと連携をとりなが

ら、登下校時の安全確保をはじめ、地域におけ

るさまざまな危険から子どもたちを守る取組

を進めます。 

施策２．安全安心で快適な教育環境の整備

★「学校施設長期保全計画」に基づき、学校施設

の老朽化対策、質的向上、環境対策等を改修に

よる再生整備と予防保全により実施し、長寿命

化を推進します。 

●学校施設利用者のニーズの高いトイレの快適

化やエレベータ設置によるバリアフリー化を図

ります。 

●天井等の非構造部材の耐震化等、避難所機能強

化に向けた取組を関係局と連携の上、推進しま

す。 

施策３．児童生徒増加への対応  

●児童生徒数の動向等に応じて、地域ごとに必要

な対応策を検討し、計画的に増築等を実施しま

す。 

●大規模な集合住宅の開発が進展している武蔵

小杉駅や新川崎駅周辺の地域において、小学校

の新設に向けた取組を進めます。 

トイレの快適化

再生整備による内装改修

防災教育研究推進校でのブル
ーシートテントの設営及び体
験訓練

地域交通安全員による登下校の
見守り

 近年、登下校時に犯罪に巻き込まれる事件や交通事故、地震や津波などの自然災害の発生等、子

どもたちの安全を脅かす事案があとをたたない現状があることから、地域におけるさまざまな危険

から子どもたちを守る取組や防災教育研究推進校の取組を支援する等、学校安全を推進します。 

 また、本市の学校施設は、全体のおよそ７割が築年数 20 年以上を経過し、老朽化が進んでいるこ

とから、「学校施設長期保全計画」に基づく取組を進め、より多くの学校の教育環境を早期に改善す

る等、安全・安心で快適な教育環境を整備します。

重点事業 学校施設長期保全計画の推進★

6 

施策１．学校安全の推進 

●防災教育研究推進校を指定し、先導的な研究を

推進するとともに、各学校の防災担当者への研

修等を通じた啓発を行うことにより、学校や地

域の実情に応じた防災教育を充実させ、学校の

防災力や子どもたちの防災意識の向上を図り

ます。 

●スクールガード・リーダーや地域交通安全員を配

置し、地域の各種団体などと連携をとりなが

ら、登下校時の安全確保をはじめ、地域におけ

るさまざまな危険から子どもたちを守る取組

を進めます。 

施策２．安全安心で快適な教育環境の整備

★「学校施設長期保全計画」に基づき、学校施設

の老朽化対策、質的向上、環境対策等を改修に

よる再生整備と予防保全により実施し、長寿命

化を推進します。 

●学校施設利用者のニーズの高いトイレの快適

化やエレベータ設置によるバリアフリー化を図

ります。 

●天井等の非構造部材の耐震化等、避難所機能強

化に向けた取組を関係局と連携の上、推進しま

す。 

施策３．児童生徒増加への対応  

●児童生徒数の動向等に応じて、地域ごとに必要

な対応策を検討し、計画的に増築等を実施しま

す。 

●大規模な集合住宅の開発が進展している武蔵

小杉駅や新川崎駅周辺の地域において、小学校

の新設に向けた取組を進めます。 

トイレの快適化

再生整備による内装改修

防災教育研究推進校でのブル
ーシートテントの設営及び体
験訓練

地域交通安全員による登下校の
見守り

 近年、登下校時に犯罪に巻き込まれる事件や交通事故、地震や津波などの自然災害の発生等、子

どもたちの安全を脅かす事案があとをたたない現状があることから、地域におけるさまざまな危険

から子どもたちを守る取組や防災教育研究推進校の取組を支援する等、学校安全を推進します。 

 また、本市の学校施設は、全体のおよそ７割が築年数 20 年以上を経過し、老朽化が進んでいるこ

とから、「学校施設長期保全計画」に基づく取組を進め、より多くの学校の教育環境を早期に改善す

る等、安全・安心で快適な教育環境を整備します。

重点事業 学校施設長期保全計画の推進★

良好な教育環境を整備する基本政策

Ⅳ
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施策１．学校安全の推進 

●防災教育研究推進校を指定し、先導的な研究を

推進するとともに、各学校の防災担当者への研

修等を通じた啓発を行うことにより、学校や地

域の実情に応じた防災教育を充実させ、学校の

防災力や子どもたちの防災意識の向上を図り

ます。 

●スクールガード・リーダーや地域交通安全員を配

置し、地域の各種団体などと連携をとりなが

ら、登下校時の安全確保をはじめ、地域におけ

るさまざまな危険から子どもたちを守る取組

を進めます。 

施策２．安全安心で快適な教育環境の整備

★「学校施設長期保全計画」に基づき、学校施設

の老朽化対策、質的向上、環境対策等を改修に

よる再生整備と予防保全により実施し、長寿命

化を推進します。 

●学校施設利用者のニーズの高いトイレの快適

化やエレベータ設置によるバリアフリー化を図

ります。 

●天井等の非構造部材の耐震化等、避難所機能強

化に向けた取組を関係局と連携の上、推進しま

す。 

施策３．児童生徒増加への対応  

●児童生徒数の動向等に応じて、地域ごとに必要

な対応策を検討し、計画的に増築等を実施しま

す。 

●大規模な集合住宅の開発が進展している武蔵

小杉駅や新川崎駅周辺の地域において、小学校

の新設に向けた取組を進めます。 

トイレの快適化

再生整備による内装改修

防災教育研究推進校でのブル
ーシートテントの設営及び体
験訓練

地域交通安全員による登下校の
見守り

 近年、登下校時に犯罪に巻き込まれる事件や交通事故、地震や津波などの自然災害の発生等、子

どもたちの安全を脅かす事案があとをたたない現状があることから、地域におけるさまざまな危険

から子どもたちを守る取組や防災教育研究推進校の取組を支援する等、学校安全を推進します。 

 また、本市の学校施設は、全体のおよそ７割が築年数 20 年以上を経過し、老朽化が進んでいるこ

とから、「学校施設長期保全計画」に基づく取組を進め、より多くの学校の教育環境を早期に改善す

る等、安全・安心で快適な教育環境を整備します。

重点事業 学校施設長期保全計画の推進★

7 

施策１．学校運営の自主性、自律性の向上

●特色ある教育活動に取り組めるよう、学校業務

の効率化を促進するとともに、学校教育推進会

議や学校運営協議会（コミュニティ・スクール）

制度、学校評価、夢教育２１推進事業等の活用

の推進を図ります。 

●区・教育担当が、地域の子ども支援に関わる諸

団体、保健・福祉部門等の関係機関と連携する

とともに、学校の抱える様々な課題に組織的に

対応する校内体制づくりを支援することによ

り、困難を抱える子どもの小さな SOS も見逃

さない支援体制づくりを推進します。 

施策２．教職員の資質向上

●教職員に対して採用時からの経験年数等に応

じた体系的なライフステージ研修を実施し、教

職員の資質や指導力の向上を図ります。 

★学級編制基準や給与負担などの県から政令指

定都市への事務・権限の移譲に伴い、より一層、

学校の実情に即した教職員の配置を推進して

いくため、移譲後の学校教育・学校運営体制の

在り方の検討など、円滑な移管に向けた準備を

進めます。 

拡大要請訪問 
学校全体での授業の振り返り 

初任者研修 
八ヶ岳少年自然の家での
4 日間の宿泊研修

コミュニティ・スクールの取組成果をまとめた 
パンフレットを全校に配布

 学校が保護者、地域と連携しながら、地域の教

育資源や人材を活用し、子どもや保護者、地域の

実態に応じた創意工夫ある教育活動を進め、特色

ある学校づくりを推進します。 

 ライフステージに応じた研修や教育実践等を通

じて教職員一人ひとりの資質能力を高めるととも

に、その力を組織的に機能させ、学校の教育力を

高めます。 

0～5年
28.9%

6～10年
19.5%

11～15年
10.3%

16～20年
6.8%

21～25年
10.6%

26～30年
8.9%

31～35年
9.8%

36年以上
5.1%

■平成 26 年度在職年数別教員数（総数 5,627 人）

資料：川崎市教育委員会調べ

関連するデータ

重点事業 県費教職員の移管に伴う学校
運営体制の構築★

学校の教育力を強化する基本政策

Ⅴ
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施策１．家庭教育支援の充実 

●これまで各種家庭教育事業を受講できなかっ

た家庭へのアプローチを行うなど、家庭教育事

業の推進に取り組み、家庭の教育力の向上を図

ります。

施策２．地域における教育活動の推進

★シニア世代をはじめとする地域の幅広い世代

の方々と協働して、子どもたちの学習や体験を

サポートする「地域の寺子屋事業」を推進しま

す。地域の多様な大人との関わりの中で、子ど

もたちの学力向上や豊かな人間性の育成を図

るとともに、多世代で学ぶ生涯学習の拠点づく

りを進めます。 

●各行政区・中学校区地域教育会議の活性化に向

けた支援に取り組みます。

PTA による家庭教育学級
臨床心理士に、子どもの心の
健康について学ぶ

 各家庭における教育や、地域による子どもや若者の育ちを支える取組を支援するとともに、地域

の様々な大人が子どもたちの教育や学習をサポートする仕組みづくりを進めることによって、大人

も子どもも学び合い、育ち合うための環境づくりや、子どもたちが地域の一員として夢や希望を持

って豊かに育つことができる環境づくりに取り組んでいきます。

（※１）「男性雇用者と無職の妻からなる世帯」とは、夫が非農林業雇 

用者で、妻が非就業者（非労働力人口及び完全失業者）の世帯 

（※２）「雇用者の共働き世帯」とは、夫婦とも非農林業雇用者の世帯 

（※３）平成 22 年および平成 23 年の（ ）内の実数は、岩手県、宮城 

県及び福島県を除く全国の結果 

988 977 1,013 1,011 995 (973) (987)
1,054 1065

863 854 851 825 831
(771) (773) 787

745
600

700

800

900

1000

1100

1200

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

雇用者の共働き世帯

男性雇用者と無職の妻からなる世帯

■共働き等世帯数の推移（全国） 

資料：内閣府男女共同参画白書

（万世帯）

関連するデータ

放課後、寺子屋先生と一緒に
学習する子どもたち

地域教育会議交流会での
パネル展示交流

■｢地域の教育力」は自身の子ども時代と比べてど
のような状態にあると思われるか

以前に比べて

低下している

55.5%

以前と

変わらない

15.1%

以前に比べて

向上している

5.2%

わからない

22.7%

不明

1.5%

資料：文部科学省「地域の教育力に関する実態調査」
   （平成 17 年度）

重点事業 地域の寺子屋事業の推進 ★

家庭・地域の教育力を高める基本政策

Ⅵ

8 

施策１．家庭教育支援の充実 

●これまで各種家庭教育事業を受講できなかっ

た家庭へのアプローチを行うなど、家庭教育事

業の推進に取り組み、家庭の教育力の向上を図

ります。

施策２．地域における教育活動の推進

★シニア世代をはじめとする地域の幅広い世代

の方々と協働して、子どもたちの学習や体験を

サポートする「地域の寺子屋事業」を推進しま

す。地域の多様な大人との関わりの中で、子ど

もたちの学力向上や豊かな人間性の育成を図

るとともに、多世代で学ぶ生涯学習の拠点づく

りを進めます。 

●各行政区・中学校区地域教育会議の活性化に向

けた支援に取り組みます。

PTA による家庭教育学級
臨床心理士に、子どもの心の
健康について学ぶ

 各家庭における教育や、地域による子どもや若者の育ちを支える取組を支援するとともに、地域

の様々な大人が子どもたちの教育や学習をサポートする仕組みづくりを進めることによって、大人

も子どもも学び合い、育ち合うための環境づくりや、子どもたちが地域の一員として夢や希望を持

って豊かに育つことができる環境づくりに取り組んでいきます。

（※１）「男性雇用者と無職の妻からなる世帯」とは、夫が非農林業雇 

用者で、妻が非就業者（非労働力人口及び完全失業者）の世帯 

（※２）「雇用者の共働き世帯」とは、夫婦とも非農林業雇用者の世帯 

（※３）平成 22 年および平成 23 年の（ ）内の実数は、岩手県、宮城 

県及び福島県を除く全国の結果 

988 977 1,013 1,011 995 (973) (987)
1,054 1065

863 854 851 825 831
(771) (773) 787

745
600

700

800

900

1000

1100

1200

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

雇用者の共働き世帯

男性雇用者と無職の妻からなる世帯

■共働き等世帯数の推移（全国） 

資料：内閣府男女共同参画白書

（万世帯）

関連するデータ

放課後、寺子屋先生と一緒に
学習する子どもたち

地域教育会議交流会での
パネル展示交流

■｢地域の教育力」は自身の子ども時代と比べてど
のような状態にあると思われるか

以前に比べて

低下している

55.5%

以前と

変わらない

15.1%

以前に比べて

向上している

5.2%

わからない

22.7%

不明

1.5%

資料：文部科学省「地域の教育力に関する実態調査」
   （平成 17 年度）

重点事業 地域の寺子屋事業の推進 ★
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施策１．自ら学び、活動するための支援の充実

●市民自主学級・市民自主企画事業の開催など、

自ら学び、学んだ成果を地域づくりや市民活動

に活かすことができる生涯学習を展開し、市民

自治の実現を担う人材を育成します。 

●多文化共生や社会参加促進への取組、市民自治

などの学びあい、様々な主体との協働、連携、

ネットワーク化を促進します。 

★市民自らの手で学習や活動をコーディネート

していく人材を育成し、地域活動のネットワー

ク化を図ることで、様々な市民の社会参加と知

縁づくりを促進します。 

施策２．生涯学習環境の整備

●市民の主体的な学びを支援するため、学校施設の有効活用を促進するとともに、社会教育施設の長

寿命化を推進し、生涯学習環境の充実を図っていきます。  

 市民の「学ぶ力」を育み、市民の自治力の基礎を培うため、自ら課題を見つけ、自主的に学び、

その成果を活かす学びの機会提供を促進します。 

 社会教育の展開を通じて、市民の学びを通じた出会い（「知縁」）を促進し、それが新たな「絆」「つ

ながり」を生み出すよう支援するとともに、地域における社会教育の担い手を育成していきます。 

 社会教育施設の長寿命化の推進など生涯学習環境の充実を図ります。 

36.2

36.0

34.4

25.7

16.6

11.2

9.2

6.5

5.9

4.2

1.6

10.7

8.3

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

近所づきあいや、町内会・自治会活動への参加を促すこと

住民同士が話し合ったり、知り合う機会をつくること

様々な世代の人が交流する機会をつくること

地域の防災や防犯などについて考える機会を提供すること

家庭教育や子育ての支援に力を入れ、子育て中の家庭を元気にすること

趣味や特技を持った人に活躍してもらう機会をつくること

福祉やボランティア活動に関する学習機会を提供すること

様々な文化活動や市民活動を活発にするために、活動の中心となる人材を養成すること

地域の文化財や歴史を学ぶ機会を提供して、地域への愛着を深めること

地域の文化や芸術を継承していくこと

その他

特になし

無回答

■あなたは、地域の絆づくりのために、どのようなことが特に必要だと思いますか

（％）

資料：平成 25年度かわさき市民アンケート報告書

関連するデータ

市民館での男女平等推進学習
第２回すがお手つなぎまつり

重点事業 地域の生涯学習の担い手を
育てる仕組みの構築★

いきいきと学び、活動するための環境づくり基本政策

Ⅶ
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施策１．文化財の保護・活用の推進

●「川崎市文化財保護活用計画」に基づき、文化

財の調査・保護・活用を推進するとともに、新

たな文化財保護制度の整備等に取り組みます。

★国史跡に指定された橘樹官衙遺跡群の保存管

理計画を策定するとともに、史跡整備計画の手

法等の検討を行い、活用を図ります。 

施策２．博物館の魅力向上

●「日本民家園」「かわさき宙と緑の科学館」で

は、「市民ミュージアム」「岡本太郎美術館」、

その他の関連施設と相互に連携しながら、各施

設の特性や専門性の充実を図るとともに、学

校・地域等との連携等により、博物館活動を推

進し、各施設の魅力向上を図ります。

かわさき宙と緑の科学館
天体観測スペース「アストロ
テラス」での天体観察会

日本民家園
旧古民家所在地 越中五箇山
（富山県南砺市）の伝統芸能
「こきりこ」公演

橘樹官衙遺跡群の現地見学会

橘樹官衙遺跡群の確認調査

 「川崎市文化財保護活用計画」に基づき、市民が文化財に親しむ機会を充実させ、文化財に対す

る市民意識を高め、文化財を活かした魅力あるまちづくりを目指します。 

 教育委員会所管施設である「日本民家園」及び「かわさき宙と緑の科学館」では、市民・こども

局所管施設である「市民ミュージアム」及び「岡本太郎美術館」、その他関連施設と相互に連携しな

がら、各施設の特性や専門性の充実を図るとともに、学校・地域等との連携等により博物館活動を

推進し、各施設の魅力向上を図ります。

資料：川崎市教育委員会調べ

■指定・登録文化財の件数（国・県・市）

151 152
154

156 157 158 158

145

150

155

160

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

（件）

資料：川崎市教育委員会調べ

■民家園、科学館の入館者数の推移

114,350 123,453 109,710

261,223

367,238

301,399

0

100,000

200,000

300,000

400,000

H20 H24 H25

民家園

科学館

（人）

関連するデータ

重点事業 橘樹官衙遺跡群の史跡整備の推進★

文化財の保護活用と魅力ある博物館づくり基本政策

Ⅷ
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第１階層 

基本理念 「夢や希望を抱いて生きがいのある人生を送るための礎を築く」 

基本目標

「自主・自立」 変化の激しい社会の中で、誰もが多様な個性、能力を伸ばし、充実した人生を主体的に 
 切り拓いていくことができるよう、将来に向けた社会的自立に必要な能力・態度を培うこと 
「共生・協働」 個人や社会の多様性を尊重し、それぞれの強みを生かし、ともに支え、 
 高め合える社会をめざし、共生・協働の精神を育むこと 

第２階層 第３階層 第４階層 

基本政策（８） 施策（18） 事務事業（53） 所管課 

Ⅰ 人間としての在り方生き方の
 軸をつくる 

1 キャリア在り方生き方教育の 
  推進 

1 キャリア在り方生き方教育推進事業 ★ 教育改革推進担当 

Ⅱ 学ぶ意欲を育て、 
 「生きる力」を伸ばす 

1 確かな学力の育成 1 学力調査・授業改善研究事業 ★ 総合教育センター 

2 きめ細やかな指導推進事業 ★ 総合教育センター 

3 英語教育推進事業 ★ 総合教育センター 

4 理科教育推進事業 ★ 総合教育センター 

5 小中連携教育推進事業 教育改革推進担当 

6 学校教育活動支援事業 総合教育センター 

2 豊かな心の育成 1 道徳教育推進事業 総合教育センター 

2 読書のまち・かわさき推進事業 指導課 

3 子どもの音楽活動推進事業 指導課 

4 人権尊重教育推進事業 人権・共生教育担当 

5 多文化共生教育推進事業 人権・共生教育担当 

3 健やかな心身の育成 1 子どもの体力向上推進事業 健康教育課 

2 健康教育推進事業 健康教育課 

3 中学校給食推進事業 ★ 中学校給食推進室 

4 学校給食運営事業 健康教育課 

5 学校給食会補助事業 健康教育課 

4 教育の情報化の推進 1 教育の情報化推進事業 総合教育センター 

5 特色ある高等学校教育の推進 1 魅力ある高校教育の推進事業 教育改革推進担当 

2 中高一貫教育推進事業 教育改革推進担当 

Ⅲ 一人ひとりの教育的 ニーズ
 に対応する 

1 支援教育の推進 1 児童支援コーディネーター専任化事業 ★ 指導課 

2 特別支援教育推進事業 指導課 

3 共生・共育推進事業 教育改革推進担当 

4 児童生徒指導・相談事業 総合教育センター 

5 適応指導教室事業 総合教育センター 

6 海外帰国・外国人児童生徒相談事業 総合教育センター 

7 就学援助・就学事務 学事課 

8 奨学金認定・支給事務 学事課 

Ⅳ 良好な教育環境を整備する 1 学校安全の推進 1 学校安全推進事業 健康教育課 

2 安全安心で快適な教育環境
の整備 

1 学校施設長期保全計画推進事業 ★ 教育環境整備推進室 

2 学校施設環境改善事業 教育環境整備推進室 

3 学校施設維持管理事業 教育環境整備推進室 

3 児童生徒増加への対応 1 児童生徒増加対策事業 企画課 

Ⅴ 学校の教育力を強化する 1 学校運営の自主性、自律性の
向上 

1 地域等による学校運営への参加促進事業 教育改革推進担当 

2 区における教育支援推進事業 教育改革推進担当 

3 地域に開かれた特色ある学校づくり推進事業 指導課 

4 学校の管理運営支援事業 学事課 

2 教職員の資質向上 1 教職員研修事業 総合教育センター 

2 県費教職員移管業務 ★ 県費教職員移管準備担当

3 教職員の人事・定数配置業務 教職員課 

4 教職員の選考・任免業務 教職員課 

5 教育研究団体補助事業 指導課 

Ⅵ 家庭・地域の教育力を高める 1 家庭教育支援の充実 1 家庭教育支援事業 生涯学習推進課 

2 地域における教育活動の 
  推進 

1 地域の寺子屋事業 ★ 生涯学習推進課 

2 地域における教育活動の推進事業 生涯学習推進課 

Ⅶ いきいきと学び、 
  活動するための環境づくり 

1 自ら学び、活動するための 
  支援の充実 

1 社会教育振興事業 ★ 生涯学習推進課 

2 図書館運営事業 生涯学習推進課 

2 生涯学習環境の整備 1 生涯学習施設の環境整備事業 生涯学習推進課 

2 社会教育関係団体等への支援・連携事業 生涯学習推進課 

Ⅷ 文化財の保護活用と 
  魅力ある博物館づくり 

1 文化財の保護・活用の推進 1 文化財保護・活用事業 文化財課 

2 橘樹官衙遺跡群保存整備・活用事業 ★ 文化財課 

2 博物館の魅力向上 1 日本民家園管理運営事業 文化財課 

2 青少年科学館管理運営事業 文化財課 

１ 基本理念･基本目標 

２    基本政策 

３     施  策 

４    事務事業 

政策体系 

★重点事業に位置づける事務事業 
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●本市の教育施策を総合的かつ体系的に推進し、今後目指すべき基本理念や目標などを実現するた

めの教育委員会の取組内容を記載した行政計画であるとともに、本市の今後約 10 年間の教育が

目指すものを当事者間で共有し、連携・協力の下に取組を推進するための指針となるものとして、

｢第 2 次川崎市教育振興基本計画 かわさき教育プラン」を策定します。

●プランに基づく取組を着実に推進するため、PDCA サイクル「計画（PLAN）－実行（DO）－評価

（CHECK）－見直し（ACTION）」により、進捗管理を行います。評価結果については、次年度以降

の取組内容の見直し・改善に活用するとともに、広く市民の皆様に公表します。

第 2 次川崎市教育振興基本計画 

かわさき教育プラン第１期実施計画(2015～2017)【概要版】 
編 集 川崎市教育委員会総務部企画課 
 川崎市川崎区宮本町 6 番地 
 電話:044-200-3244 FAX:044-200-3950 Eメール: 88kikaku@city.kawasaki.jp

この冊子の詳しい内容は、ホームページのほか、かわさき情報プラザ、 
各市政資料コーナー、図書館、市民館で、ご覧いただけます。

●概ね１０年間の計画期間全体を通じて実現を目指すもの

をプランの基本理念及び基本目標として掲げながら、具

体的な取組内容は、基本政策、施策、事務事業の階層で

体系的に整理します。基本政策、施策、事務事業は、概

ね４年ごとに見直しを行う実施計画とすることで、新し

い課題や状況の変化に、より柔軟に対応できるような政

策体系とします。

●教育基本法第１７条第２項に定める教育振興基本計画に位置づけます。 

●本市総合計画をはじめ、本プランと関連する計画との整合を図りながら、教育施策を総合的に推進

します。

●平成２７年度から概ね１０年間を対象期間とします。

●教育委員会が所管する市立の小・中・高・特別支援学校での学校教育と、幼児から高齢者までに

わたる社会教育とします。

かわさき教育プラン 検 索

１ 策定の趣旨 

２ プランの位置付け 

３ 対象期間 

４ 対象分野 

５ プランの構成及び計画期間 

６ 進捗管理 

●各実施計画期間において、特に重点的に推進する取組を「重点事業」として位置づけます。

１ 基本理念･基本目標 …概ね１０年間

２ 基本政策 

３     施  策 …概 ね４年 間

４ 事務事業 （第１期実施計画は３年）

計画の概要 


